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本事例に関する連絡先︓

この事例集について

 この事例集は、令和3年度に地⽅創⽣関係交付⾦（地⽅創⽣推進交付⾦、地⽅創⽣拠点整備交付
⾦）を活⽤して地⽅公共団体が実施した事業を対象に、事業概要やKPIに対する考え⽅、取り組む上で気
をつけたことについて記載しています。各事業がどのように地⽅創⽣関係交付⾦を活⽤し、事業を推進したか
等を参考にしていただくことを⽬的としています。

 掲載した事業は、いずれも事業実施主体によって意欲的に取り組まれているものですが、必ずしも成功事例
として取りあげたものではありません。取り組むテーマや内容によって、克服すべき課題や成果を⽣む⼯夫等も
異なることに留意しつつご覧下さい。

事例集の構成

事例集の位置づけ

⑥

⑧

②

③

⑤

①

 事例集は各事業2ページで、以下のような構成となっています。

① 団体名、分野・テーマ、事業名 • 各団体が設定した分野・テーマ及び事業名を記載しています。

② 事業概要 • 事業を通して解決したい課題、取組⽅法、事業の背景・経緯、事業概要、交付⾦事業
実施額を記載しています。

③ KPI等
• 各団体が設定したKPIとその実績値及び⽬標値を記載しています。
• また、指標や⽬標値の設定についての考え⽅、根拠、⽬標⽔準の捉え⽅や計測⽅法等
を聞き取り内容等を基に記載しています。

④ 事業の効果 • トータルの事業終了時点のアウトカム⽬標や、事業の副次効果を記載しています。

⑤ ロジックツリー
• 当該事業の「アウトプット→交付⾦事業のアウトカム→総合的なアウトカム」に⾄る効果の
体系を⽰したものです。各団体が設定したものに加え、現地調査等を踏まえて事務局で
参考として追加したKPIも含みます。

⑥ 各段階において地⽅公共
団体が気をつけたこと

• 事業を推進する上で、各団体が気を付けたことについて、主な点を記載しています。
• また、事業継続と⾃⽴に向けた強靭化、柔軟性のポイントを記載しています。

⑦ 今後の展開・課題 • 今後予定している事業展開や事業推進における課題を記載しています。

⑧ ここがポイント︕ • 事業全体において、特徴的なポイントを記載しています。

④

⑦
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事業名称 よいち地域まるごとマリアージュ推進プロジェクト(6次産業化の推進による観光振興及び関係⼈⼝創出事業)

事業概要

ロジックツリー

2021年度KPI

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）
新たに6次産業化に取り組む⽣産者数

の増加
+2軒

（＋2軒）
町内の6次産業化の取組を推進し、⼀次産業の魅⼒を向上させる事業であり、事業
の直接的な効果を計測するための指標とした。

⼀次産業に従事する、町外からの移住
就業件数の増加

＋11軒
（＋5軒）

町内の6次産業化等の推進により、⼀次産業の魅⼒を向上させ、⽣産基盤の拡⼤
を図る事業であり、事業の直接的な効果を測定する指標として設定した。

ワイン⽤ぶどう以外の取扱数量の増加 △557t
（＋254t）

けん引役となるワイン産業を核としながらも、さらなる⼀次産業の⽣産基盤の拡⼤を
図る事業であり、事業の直接的な効果を測定できる指標である。

⺠泊の宿泊客数の増加 +81⼈
（+25⼈）

宿泊による観光⼊込客数を増加させ、交流⼈⼝の拡⼤を⽬指す事業であり、事業
の直接的な効果を測定する指標として設定した。

■申請団体名︓北海道余市町 ■分野・テーマ︓【しごと創⽣】農林⽔産分野

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム
地⽅公共団体
が設定

参考案

事業の効果

解決したい課題 地⽅の魅⼒の低下

取組（アプローチ） 地域経済の活性化、産業創出⽀援（新規創業⽀援、企業誘致⽀援、6次産業化⽀援）

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 22,367千円（2021年度）
総額 109,551千円（2020~2024年度、計画ベース）

【事業の背景・経緯】 北海道余市町の⼈⼝(2020年国勢調査)︓18,000⼈
 余市町は古くから果樹栽培の盛んな地域であり、観光果樹園や多様な農産加⼯品・⽔産加⼯品等が経済基盤となっている。中でもワイン⽤ぶどうの栽培は

40年以上の歴史をもち、またヴィンヤードを中⼼とした美しい景観は当町のイメージ向上に寄与している。こうした地域の特徴を活かし、⽇本ワイン産業の代表的
な集積地の形成と交流⼈⼝の拡⼤を図るため、近隣の仁⽊町と連携した「余市・仁⽊ワインツーリズムプロジェクト」に着⼿した。

 ワイン⽤ぶどうの栽培⾯積の拡⼤及び⽣産者数の増加が図られた⼀⽅、結果として、ワイン⽤ぶどう以外の⽣産者は減少傾向が継続する形となった。当町の⾼
齢化率の増加に伴い、⼀次産業の担い⼿の減少のみならず、⽣産性の低下が課題として認識されるようになった。

 観光⾯では、「余市・仁⽊ワインツーリズムプロジェクト」で掲げた⽬標である“ワイン関連観光客数の増加”は⽬標値16万⼈の増加に対し、平成30年度では
3,970⼈の増加となっている。RESASの分析では、依然として「ニッカウヰスキー北海道⼯場余市蒸溜所」が圧倒的に⽬的地検索のトップとなっており、「余市・
仁⽊」＝「北海道を代表するワインの⼀⼤産地」という事実の認知度は低い状態が続いている。

【事業内容】
 当事業は、ワイン産業をけん引役として、①6次産業化の推進等によるさらなる⼀次産業の魅⼒向上と⽣産基

盤の拡⼤、②関係⼈⼝の創出による新たな⼀次産業の担い⼿の確保を狙う。その上で、持続可能な⼀次産業
の基盤を整備するとともに、観光客が直接ワイナリーを訪問する“ワインツーリズム”以外の新しい観光コンテンツの
開発と、特産品を町内で楽しむことのできる環境整備を⾏う。結果として、⼀次産業の魅⼒向上、交流⼈⼝の
拡⼤を図り、地⽅への新たな⼈の流れの創出を⽬指す。

 ⾸都圏から招聘したシェフ・バイヤーから外部⽬線で⼀次産品の魅⼒分析や加⼯⽅法等のアドバイスを受け、地
域資源の掘り起こしを⾏う。掘り起こした地域資源を活⽤した「余市⾷材フェア（仮）」を⾸都圏及び町内レスト
ランで開催することで、⾸都圏での余市町産品の認知度向上と町内の交流⼈⼝拡⼤を図る。また、認知度向
上により誘致できた観光客に当町を最⼤限楽しんでもらうために、⺠泊を実施する事業者の掘り起こし等も⾏う。

 余市町農業協同組合の組合員数の減少と、就業者の⾼齢化という課題を抱えるなか、繁忙期等における新た
な担い⼿を確保する。そのために、余市観光協会がワンストップ窓⼝となり、体験観光メニューとして商品化するこ
とにより参加者の増加を図るとともに、参加者と継続的な関わりを持つ。

ワイン⽤ブドウ以外の
取扱数量の増加

新たに6次産業化に取り組む
⽣産者数の増加

【交付⾦事業のアウトカム】
 新たに6次産業化に取り組む⽣産者数の増加

2021年度実績値: +2軒

【その他の事業の副次効果】
 当事業の実施により、6次産業の取組及び移住就業者、
⺠泊の宿泊客増加が⾒られた。

 ワイン⽤ぶどう以外の取扱数量は天候等の影響で減少と
なったが、今後の周知、PRに向け関係機関と連携し状況
把握に努め、情報発信の為の体制を整えることができた。

アウトプット

【事業主体】
 北海道余市町、余市観光協会

推進交付⾦

余市⾷材フェア（仮）の
開催数

ワインツーリズム以外の
観光コンテンツ開発数⼀次産業に従事する町外か

らの移住就業件数の増加

⺠泊の宿泊客数の増加

地域の観光産業の活性化
（収益額等）

ヴィンヤード
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・余市町の強みであるワイン産業を中⼼に、ブランディングとトライブマーケティング（ワイン好きの層を⼀つの部族と捉え、トップオブトップ
を狙ったマーケティング）を⾏い、地域の強みを活かすような交付⾦の集中投下を実施した。
・⾸⻑⾃⾝が国内外のワイン産業、類似事例、地⽅創⽣事業を研究し、強⼒なリーダーシップのもと、深い知識とデータ活⽤によって、
飲⾷業や観光業等幅広い分野を活性化させる裾野の広い産業として、⾼品質なワイン⽣産に⽀援を集中している。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

地域の課題を把握したうえで裾野の広いワイン関連事業への集中投資

 地域の⽣産者等へアンケートを⾏い、地域の課題や⽣産者の求めている内容の
把握を⾏いコンセプトの明確化を⾏った。

 豊富な地域資源を活⽤すべく、裾野の広いワイン産業への集中投資を⾏った。同
時に、地域ブランディングとトライブマーケティング（ワイン好きの層を⼀つの部族と
捉え、トップオブトップを狙ったマーケティング）を⾏った。

明確化されたコンセ
プトの下、ワイン産
業従事者の連携が
実現した。豊富な地
域資源がありながら
も埋もれていた資源
の認知度が向上し
た。

KPI設定に⽤いるデータ収集に伴う課題とその解決に向けた対応策

 KPIの設定にあたっては、事業推進の効率性を重視し、公開情報・既存保有情
報からKPIの進捗管理ができるものを選んだ。

事業に参加した地
域団体が、継続した
事業を⺠間主導で
⾏い、資源の発展が
図られた。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

コロナ禍においてもワイン産業の数値的な伸びにつながったので、次の課題としてはワイン産地としての⾜腰を鍛えることにあると考える。
他⽅で、余市町にある16軒のワイナリーの⼤半が⼩規模家族経営であり、観光受⼊れが困難であるため、余市町産ワインのブランド
化事業で名声を得る中で観光受⼊体制を整備していくことが重要。

⺠間企業のノウハウを活⽤した将来的な⾃⾛に向けた体制づくり

 交付⾦の事業主体は余市町農林⽔産課ではあるが、将来的な⾃⾛化を⾒越し
て、ツアーやイベントの実施は敢えて⺠間企業に任せている。

 事業の⼀部を⾃⾛させるため、委託業者がワンストップ窓⼝とし、事業を商品化さ
せる体制整備を⾏った。

⺠間企業のノウハウ
を活⽤することで、
⾃⾛に向けた体制
の整備が促進された。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓ 北海道余市町 経済部農林⽔産課 0135-21-2123

地域資源の魅⼒への住⺠理解に向けた事業参加への促進

 地域資源の魅⼒を地域住⺠にも理解してもらうように事業参加を積極的に促し、
さらなる発展に務めた。

 ⽉に⼀回、余市町、農協、農業改良普及センター等の関係機関を交えた会議を
実施した。事業の進捗報告や情報共有、意⾒交換等を密に⾏うことにより地域
の合意形成に努めた。

KPIの確認に要する
時間を⼤幅に短縮
することができ、効率
的に事業を推進す
ることができた。

トライブマーケティングとウィズコロナの親和性がもたらす好影響

 ⼤衆を対象としていたカジュアルなPRから、ブランディングを意識したトップティア層
に対するPRを集中的に実施することで、コロナ禍にあっても効率的に事業を推進
することができた。（トップオブトップを意識したトライブマーケティングとウィズコロナ
の親和性）

コロナ禍においても
KPI指標は堅調に
推移しており、さらに
当事業を2年延⻑
することができた。
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事業名称

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）

はんばた市場の売上 74,709千円
（50,000千円）

• 都内イベントへの参加やメディア活⽤による効果的なプロモーションができたが、
経営の安定化を図るため、ネット販売等を⾏った。

遊漁船連携釣⿂集約システム
延べ利⽤者数 327⼈（50⼈） • 遊漁船の改修により利⽤者の利便性を向上させ、効果的なプロモーションが

できた。

ロケツーリズムによるロケ誘致数 83件（25件） • 関係団体とのサポート体制により幅広いメディアでの申請につながった。

■申請団体名︓静岡県⻄伊⾖町 ■分野・テーマ︓【しごと創⽣】農林⽔産分野

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム
地⽅公共団体
が設定

事業の効果

解決したい課題 地⽅の魅⼒の低下

取組（アプローチ） 地域の魅⼒を向上させる取組（地域資源の活⽤／再注⽬（イベント開催、情報発信、品質向
上、規制緩和、新規開拓））

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 51,235千円（2020年度）
総額 142,440千円（2020~2022年度、計画ベース）

【事業の背景・経緯】静岡県⻄伊⾖町の⼈⼝（2020年国勢調査）︓7,090⼈
 ⻄伊⾖町は50.96％と県内で⼀位の⾼齢化率（2019.12）で過疎化が進⾏しており、現役の⽣産者、後継者ともに不⾜している状況にある。
 また、⽣産量の減少に悩まされているだけでなく、町内で⽣産された主に農林⽔産物は地元経済圏に留まらず、県東部や東京の市場に流出している。
 こうした背景から、観光客の地産消費ニーズに応えられておらず、地物を地元に留め、いかに地産地消を実現するかが課題と認識されていた。
 また、域内観光業においては、鉄道未整備地域というハンディキャップを払拭するため、従来の景観、温泉だけではなく伊⾖半島内の他地域と差別化できる

魅⼒が求められていた。
 外国⼈観光客の受⼊について、今後さらに増加する需要に対しどうやって町の魅⼒を伝え、誘客を図るかも課題であった。
 これらの課題に対し、「個別に対応するのではなく、地域外資本獲得という共通の⽬的でベクトルを括り、町が⼀体となって解決に当たることで相乗効果を得

つつ、課題解決に取り組む」という基本⽅針が、当事業の背景にある。

【事業内容】
 当事業は、「地域資源を活かした魅⼒ある産業の育つまちづくり」を⽬指し、農林⽔産物を中⼼とした

地場産品を集約するために整備する直売所「はんばた市場」にて、地域住⺠・観光客への直接販売だ
けでなく飲⾷店等への卸売り、インターネット販売を⾏う。

 併せて、TV、映画等のロケを積極的に誘致することで新たに地元グルメを中⼼とした観光の魅⼒を発
信し観光誘客につなげる。

 ⼀次産業と観光業が連携した体験プログラムのPR等も⾏い、雇⽤創出に寄与することで過疎で苦し
む町が若者の働きたくなる地域に⽣まれ変わる将来を⽬指す。

【交付⾦事業のアウトカム】
 はんばた市場の売上

2020年︓60,767千円→2021年度実績値: 74,709千円
 遊漁船連携釣⿂集約システム延べ利⽤者数

2020年︓232⼈→2021年度実績値︓327⼈
 ロケツーリズムによるロケ誘致数

2020年︓32件→2021年度実績値:83件

【その他事業の効果】
 ツッテ⻄伊⾖事業を中⼼に、町の魅⼒を効
果的に情報発信し、町への来客者増加に
寄与できた。

アウトプット

【事業主体】
 ⻄伊⾖町（産業建設課・まちづくり課）

⽥舎と都会を繋ぐハイブリッド直売所に集まる⻄伊⾖の魅⼒（ひと・もの・こと)発信プロジェクト 推進交付⾦

はんばた市場の売上

都内イベントへの参加回数

参考案

遊漁船連携釣⿂集約
システム延べ利⽤者数

ロケツーリズムによる
ロケ誘致数

インバウンド宿泊者数の増加

観光消費額の拡⼤

関係⼈⼝の増加

⻄伊⾖産地直売所「はんばた市場」

事業概要

2021年度KPI
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・「ツッテ⻄伊⾖」による新規釣り客開拓、「はんばた市場（直売所）」での地域通貨「サンセットコイン」による⿂介売買を通じて、地
域内で資源・お⾦を循環させるとともに外貨を獲得することで、当町の魅⼒向上につなげていく狙いがある。
・2020年に町⻑の強いリードにより、コロナ禍における経済対策のひとつとして導⼊されたサンセットコインは、⾼齢者でも簡単に使える
利便性と利⽤開始までの⼿間の簡素化、⻑期的な継続可能性を最重視した電⼦地域通貨であり、マイナポイントや町の事業者との
連携により、多くの町⺠に活⽤されている。地域通貨を⼊れて終わりとなることなく、地⽅公共団体事業への住⺠参加と地域内消費
の循環を促す環境作りにも積極的に取り組んでいる。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

地域資源の分析を通じた事業スキームの確⽴と課題の明確化

 「⽇本⼀キレイな⼣陽」を売りにしているが、きれいな⼣陽だけでは誘客が難しいと
認識した。

 「なぜ⻄伊⾖は⼣⽇が美しいか→駿河湾に⾯している→海がきれい→⾃然を軸
にしたコンテンツ開発による外貨獲得」というロジックで課題と⽬標を明確にした。

地域資源を活⽤し
た町内でのお⾦の循
環並びに外貨獲得
に向けたスキームづく
りをする契機となった。

先⾏事例の研究や外部⼈材の知⾒を活かした事業⼿法の検討

 観光客や地元の釣り⼈が提携遊漁船に乗って釣った⿂を、⻄伊⾖産地直売所
「はんばた市場」で値付けし、電⼦地域通貨「サンセットコイン」と交換する「ツッテ
⻄伊⾖」事業を導⼊。（先⾏事例の「ツッテ熱海」は地域通貨でなくクーポンと
釣った⿂を交換）

 「ツッテ⻄伊⾖」は、役場担当者が釣りコミュニティを通じて釣りメディア「ツッテ」編
集⻑（⽔産庁⽔産政策審議委員）と知り合ったことから導⼊に⾄った。

地域の稼ぐ⼒と漁業
の担い⼿不⾜という
2つの課題を同時に
解決するような事業
⼿法を考案すること
ができた。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

・遊漁船、はんばた市場、飲⾷店の連携は今後強化の余地がある。地域資源に対する事業者の理解がさらに進めば、釣り客に地⿂
を⾷べられる場所を紹介し、釣った⿂を料理として飲⾷店・宿泊施設で提供する等、取組の幅の広がりが期待される。
・「ツッテ⻄伊⾖」の次の展開としてバンダイナムコ社の「釣りスピリッツ」とのコラボによる親⼦釣りプランも始めた。開始時期（2022年10

⽉〜）の関係でまだ応募が無いが、今後に期待したい。

コロナ禍における⾏政の⽀援や積極的なロケ誘致によるPR効果

 はんばた市場はコロナ禍で2度の延期を経て令和2年度に開場したが、初年度は
⾚字が続き公費を追加投⼊する等⾮常に苦しい状況であった。今年度に⼊って
コロナが落ち着き、関連施策も効を奏し、成果が出始めた。

 ロケツーリズムによるロケ誘致数は各種メディアの露出増、「ロケさぽ⻄伊⾖（まち、
観光協会、商⼯会、町内観光事業者を集めてロケの問合せに対応）」の取組
効果があった。

コロナ禍においても
全てのKPI⽬標を達
成することができた。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓静岡県⻄伊⾖町 まちづくり課 0558‐52‐1966

独⾃の集計データによる進捗管理と地元産業界を交えた効果検証
 RESASはデータ更新のタイムスパンが⻑く、完璧に合致する数字もあまり無いこと
から、確認のために事後的に利⽤するのみ。

 町で独⾃に集計している数字を基に事業進捗管理を⾏っている。

 サンセットコインは電⼦通貨のため、取引の流れを全て把握できる。今後⼊⼿した
データの政策への利活⽤も検討。

 効果検証については、商⼯会と地域⾦融機関2社の他、経営診断⼠を呼び、事
業の詳細を事前に渡しておいて、会議でもある程度説明しながら意⾒交換のよう
な形で実施。議会にも結果を報告している。

・電⼦通貨導⼊に
よって事業進捗をリ
アルタイムで把握す
ることができる。
・地元産業界や専
⾨⼈材からの意⾒を
効果検証に取り⼊
れることができた。
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事業名称

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）

スマート農業・養殖業導⼊に係る労働時間の削減率 3%（6％）
• 技術継承の難しさや労働負担感等から特に⼈材不⾜が顕著である農
業・⽔産業に関して、若い担い⼿がその職に⼊職しやすいよう施策を展
開するため、労働時間の削減率を指標とした。

農業⼤学校卒業者の就農率 ▲4.2% (2%)
• 農業⼤学校で学ぶ学⽣がスマート農業の実践を通して安定的な経営
を実感してもらい、就業前の不安を払しょくするよう施策を実施するため、
卒業者の就農率を指標とした。

⾼校⽣の技能検定受験者 316⼈（62⼈）
• 第⼀線で活躍する技能⼠となるために必要な技能検定の⾼校⽣受
験者数を指標にすることで、将来の技能⼠数を⽬に⾒える形にし、事
業の効果を把握することができる。

■申請団体名︓熊本県 ■分野・テーマ︓【しごと創⽣】農林⽔産分野

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム
地⽅公共団体
が設定

参考案

事業の効果

⾼校⽣の技能検定
受験者数

解決したい課題 労働⼒の低下

取組（アプローチ） ⽣産性を向上させる取組（⼈材育成）

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 58,984千円（2021年度）
総額 311,693千円（2019~2023年度、計画ベース）

【事業の背景・経緯】 熊本県の⼈⼝(2020年国勢調査)︓1,738,301⼈
 少⼦⾼齢化の中、当県の⼈⼝は173.8万⼈(2020年国勢調査)で減少が続いており、中でも進学時や就職時における若者の県外流出が続く。
 農業、⽔産業の⼀次産業、建設業や製造業を始めとした技能職は、技術の難しさや重労働のイメージ等、若者が就職を躊躇するマイナスイメージが強い。
 これらの産業における実践的な技術・技能の習得機会の提供を通じた若い世代への技術継承の必要性が認識された。
 担い⼿の技術⼒・⽣産⼒の向上を図ることで、⼈⼝減少社会における県内主要産業の稼ぐ⼒を⾼め、新たな雇⽤の創出及び県⺠所得の向上等、当県に

おける地⽅創⽣の実現を⽬指す。

【事業内容】
 当事業では、上記事業背景及び課題を踏まえて、農⽔産業におけるICT等を活⽤した匠の技の継承の体制

整備や未来を担う若い技能⼠の確保、さらなる実践的技能の向上を⽬指している。
 スマート農業に関するセミナーの開催、現地実証調査等を通じてスマート農業導⼊に関する費⽤対効果を農

家に⽰すことで、導⼊に向けた環境整備を⾏う。さらに、農業⼤学校や農業⾼校で学ぶ学⽣が、将来の就農
に対する漠然とした不安を抱える中で、スマート農業の実践を通して安定的な経営を実感してもらい、就農の
動機づけを⾏う。

 スマート農業の導⼊にあたっては、農家が望む情報をタイムリーに取得できる農業情報サイトを開設するほか、
導⼊時のきめ細やかな現地指導を⾏うためのJAの営農指導員との連携を強化する。

 将来の職業を意識し始める中⾼⽣に対して、技能の魅⼒や社会的機能・貢献等を理解してもらい、建設業を
はじめとした技能系の職種のマイナスイメージを払拭する。

農業⼤学校卒業者の
就農率

スマート農業・養殖業導⼊に係る
労働時間の削減率

【総合的なアウトカム】
 スマート農業・養殖業導⼊に係る労働時間の
削減率
2021年度実績値: 3％

 農業⼤学校卒業者の就農率
2021年度実績値: ▲4.2%

アウトプット

スマート農業への関⼼
(意識調査)

【事業主体】
 熊本県スマート推進プロジェクトチーム、（⼀社）熊本県技能⼠会連合会

集え未来の担い⼿︕技能継承“SMART”推進プロジェクト 推進交付⾦

スマート農業セミナー
開催数

技術貢献・費⽤対効果に関
する理解(意識調査)

 ⾼校⽣の技能検定受験者
2021年度実績値:316⼈

農業⼤学校による農業⾼校へのWeb講義

県内⾼校⽣を対象に技能体験を実施

事業概要

2021年度KPI
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農⼤が主体となり、県内11の農業⾼校と連携し、地形や気候、栽培条件が異なるデータをリアルタイムで収集し、栽培技術の⾒える
化を図り、初⼼者でも使いやすいシステムづくりを⾏ったことで、未来を担う若い世代へ農業の魅⼒を伝え県の担い⼿育成に貢献でき
たこと。加えて、農業⾼校に対しスマート農業やIoTに関するＷＥＢ講義を実施したことで、⾼校⽣や関係者の理解が深まり、事業効
果の底上げが図られたこと。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

現地の農業⽣産者や技能⼠との連携を通じた技能継承

 農機メーカーと連携し、最新情報の提供や、実演会等での講師として協⼒を得た。

 地域の先進的な広域営農法⼈や先進農家等の協⼒のもと現地実証を⾏い、現
場に即した調査を⾏った。

 農⾼⽣に直接働きかける機会を持つために、遠隔⼀⻫授業に取り組んだ（R4は
3回）。その際は、IoT事業者を講師に招き、スマート農業の取組事例の紹介等
を⾏った。

 県内の技能⼠及び技能団体との⼈的ネットワークがあり、技能の魅⼒PRの実績
を有する技能⼠会連合会と連携して、事業を実施した。

・実際に農業を⾏う
⼈たちからの意⾒を
聞くことで、より現場
に即した調査を⾏う
ことができた。
・スマート農業に対
する理解が進んだ。

スマート農業に対する理解醸成と就農に対する学⽣の不安解消

 スマート農業の実践を通して安定的な経営を実感してもらい、就農の動機づけを
⾏うため、農業⾼校と農業⼤学校が連携してスマート農業を実践的に学ぶための
システム構築や栽培技術の研究を⾏っている。

 IoT技術やAIを⽤いた栽培管理技術に関するスマート農業の授業のほか、最新
技術に関する授業や実習等を積極的に取り⼊れた。

学⽣の就農に対す
る不安を払拭する⼀
助となった。雇⽤就
農についても、知識
と技術の習得が進
み、就農率が向上し
たと思われる。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

若い担い⼿が不⾜している農業・⽔産業等に関して、マイナスイメージを払拭することで職業本来の社会貢献度ややりがいについて情
報発信を⾏うとともに、少ない労働⼒で⾼い⽣産性を実現し、国際競争に勝ち抜く⼈材の育成につなげていく。

各部⾨の課題に即した検討が実施可能な作業チームの構築

 R3年度に「熊本県スマート農業推進プログラム」を策定、各部⾨（野菜、果樹
等）の作業チームは、既存の部⾨別の振興会議等の中に設け、関係機関との
連携を図ることとした。

既存の体制を活⽤、
関係者の負担を軽
減し、より部⾨毎の
課題に即した検討が
⾏われた。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓熊本県 企画振興部企画課 096-333-2019

将来的な事業の⾃⾛化に向けた農業⼤学校の⾃主財源確保

 農業⼤学校の⾃主財源については、授業料収⼊と直結しており、⼊学者の増加
に取り組んでいる。農業⾼校等の学⽣が農⼤に来校する機会を⼤幅に増やすとと
もに、オープンキャンパス等で最新のスマート農業技術の体験等を通じ農業の魅
⼒を伝えることで、⼊学者確保に努めていく。

様々なPR⼿段を通
じて農⼤に対する中
⾼⽣の関⼼を⾼め、
⾃主財源の確保に
引き続き取り組んで
いる。

導⼊効果の客観的評価を踏まえたスマート農業技術の定着
 スマート農機の導⼊の際に⽣産者が最も関⼼のある経済性を評価するため、関
係機関と経営指標を作成した。

 スマート農業技術は発展途上にあり前年度の研究や実証の結果を踏まえて、新
たに発⽣した課題に対応できるよう、随時計画の⾒直しを⾏った。

 画像だけでなく、シクラメンの⽣育状況を数値化するため、葉数を数える「AI」の開
発に取り組んだ。

導⼊効果の客観的
評価、現地に使える
技術の定着、スマー
ト農業の導⼊条件
(経営規模、労働⼒
等）が明らかになっ
た。
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事業名称 りんごだけじゃない︕ふじさき品質を活かした『⾷』産業創造拠点整備事業

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）

ふじさき『⾷』産業創造プロジェクトにお
ける新規雇⽤者数および創業者数 123⼈（115⼈）

• ふじさき『⾷』産業創造プロジェクトの展開により、拠点施設の新規雇⽤者、地域事業
所等の新規雇⽤者及び創業者、新規就農者をはじめとした地域産業の担い⼿の増加
が期待できることから、費⽤対効果を把握することができる。

ふじさき『⾷』産業創造拠点売上額
(※1)

48,603千円
（102,700千円）

• ふじさき品質の新たな農産加⼯品・飲⾷メニューの開発販売やPRにより、ふじさき品質
産品のファンを増やし、中規模市場等の開拓につながり、当拠点の売上額及び利⽤者
数の増加が期待できることから、地域の稼ぐ⼒や費⽤対効果を把握することができる。

ふじさき『⾷』産業創造拠点利⽤者数
（※2）

37,482⼈
（33,000⼈）

• 当拠点の売上額及び利⽤者数を増加させることから、地域の稼ぐ⼒や費⽤対効果を
把握することができる。

■申請団体名︓⻘森県藤崎町 ■分野・テーマ︓【しごと創⽣】農林⽔産分野

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム
地⽅公共団体
が設定

参考案

事業の効果

ふじさき『⾷』産業創造拠点
売上額

解決したい課題 産業活⼒の低下

取組（アプローチ） 拠点の導⼊・整備（魅⼒のある拠点を整備、交流スペース提供）

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 628,847千円（2017年度）

【事業の背景・経緯】 ⻘森県藤崎町の⼈⼝(2020年国勢調査)︓14,573 ⼈
 平成24年度の「ふじワングランプリ」（特産品を活⽤したオリジナルふじさきグルメのPRイベント）開催以降、⾷と農のコラボレーションによる⾷産業創造の気

運が、農家や地域事業所等を中⼼に、地域内で⾼まってきた。
 平成27年度からは、町の農家や地域事業所等が中⼼となって、新たな農産加⼯品づくりに取り組み、町の特産品である、にんにく・トマト等を活⽤したオリ

ジナルドレッシングや、ふじりんご・⼤⾖等を活⽤したオリジナルスイーツの開発販売により、⾷と農の新たな魅⼒発信が始動した。
 当事業は、上記の取組を受け継ぎ、町の魅⼒ある農産物等の地域資源を最⼤限に活⽤した「ふじさき『⾷』産業創造プロジェクト」として地域の雇⽤創出

の仕組みを創⽣するものである。

【事業内容】
整備対象の施設は、来場者の利便性を重視しながらも、既存の町農産物直売施設の集客⼒を最
⼤限に活⽤し、当施設の売上額と来場者を増加させるために、直売施設に隣接して増築し、直売
スペースを拡充する等、⼀体的な施設として位置づけられるものである。
施設を拠点とした取組によって、以下の効果を狙っている。
 「ふじさき品質」の新たな農産加⼯品・飲⾷メニューの開発販売やPRプロモーションによる魅⼒あ

る雇⽤の創出及び中規模市場の開拓
 地域事業所等の農産加⼯品・飲⾷メニューの開発及びブラッシュアップ⽀援による町⺠所得の

向上及び創業経営拡⼤の⽀援
 新規就農者をはじめとした地域産業の担い⼿育成による若者⼈⼝の定住促進、農・⾷・観光

のワンストップ情報の発信による交流⼈⼝の拡⼤及び移住促進等

域内の雇⽤者数

【交付⾦事業のアウトカム】
 ふじさき『⾷』産業創造プロジェクトにおける新規雇
⽤者数および創業者数

123⼈（2017年度〜2020年度の累計実績）

 ふじさき『⾷』産業創造拠点利⽤者数 37,482⼈

アウトプット

ふじさき⾷彩テラス外観

販売されている加⼯⾷品（例）

【事業主体】
 株式会社ふじさきファーマーズLABO

町⺠所得

拠点整備交付⾦

農産加⼯品・飲⾷メニューの
開発数

ふじさき『⾷』産業創造拠点
利⽤者数交流・移住⼈⼝

(※1)(※2) いずれも前年度からの増加分の⽬標値及び実績値

 ⾦融機関、町商⼯会、地域住⺠、町等が出資する官⺠協働の地域商社が核となり多様
な主体と連携しながら具体的な取組が進められている。

事業概要

2021年度KPI
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ここが
ポイント︕

地域商社の役割は、地域の稼ぐ⼒に貢献することであることを、出資を募る際に伝えていたので、⾃⾝が出荷した農産物によって利益
が発⽣し、それが地域産品のPRとなり、藤崎町の認知度向上につながるといった好循環を作り出すことが期待されている。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

「ふじさき『⾷』産業創造プロジェクト」の展開で、ふじさき品質の新たな農産加⼯品・
飲⾷メニューの開発販売やPRプロモーションによる付加価値の向上、及び、中規模
市場の開拓を実施した。
地域産業と⾷産業の効果的な相互循環による町⺠所得の向上や創業経営拡⼤
の⽀援、新規就農者をはじめとした地域産業の担い⼿確保や交流⼈⼝の増加によ
る若者の定住移住促進の⼈財育成事業等、様々な政策を連携する計画とした。

町の基幹産業であ
る農業について、経
営体あたり農業産
出額が5年で1,800

千円上昇した。

藤崎町と、三重県紀宝町や姉妹都市である岩⼿県⽥野畑村の地場産品を融合
した、新たな産品の開発販売を⾏う計画とした。

産品ブランド化及び⽂化、情報、価値観を⽣み出すための地域間連携により、中
規模市場等の開拓を共同で⾏うことで、連携地⽅公共団体の雇⽤創出や地域産
業の振興につなげることを⽬指した。

各地域との連携事
業（地場産品を融
合した加⼯品の開
発、連携先の産直
やイベントへの農産
物等出品等）が盛
んに⾏われている。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

当初⽴てた計画⽬標は順調に推移しているが、時代の変化に応じた市場調査や地域産品のPR、交流⼈⼝の拡⼤等を全て⾏って
いくための⼈材が未だ不⾜している。将来的には地域商社の経営や運営に携わってくれるような⼈材を募集したい。様々な良いアイデ
アを持つ地元の若い⼈に、地域商社に限らず様々な形で町の発展に貢献してもらうべく、「内部⼈材」の活⽤も検討している。

町・地域⾦融機関・町商⼯会・地域住⺠の出資や出荷者の会員からの出資と、ふ
じさき産品や飲⾷部⾨の売上額増加により、将来的に⾃⽴的な運営を⾏うことがで
きる事業計画を策定した。

町からの指定管理
料は徐々に減額し
ており、⾃⽴的な運
営に向け順調に推
移している。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓⻘森県藤崎町 経営戦略課 0172-88-8236

学⽣や地域住⺠も含めたKPI達成状況の多⾓的検証

効果検証において、ふじさき⾷彩テラスでの新規雇⽤者数や当事業に関連する企
業における採⽤増加数等様々な数値を検証した。

藤崎町まち・ひと・しごと創⽣総合戦略会議において、有識者のみでは特定の⽅向
からの効果検証になってしまうことが危惧された。そこで、⾏政と直接の関係がない⼤
学⽣や⼀般町⺠⽬線からも意⾒を収集し、効果検証を⾏った。

多様な意⾒を反映
し、事業実施の改
善につながった。

地域間連携による雇⽤創出や地域産業の振興

「ふじさき『⾷』産業創造プロジェクト」における様々な政策間連携

⾃⽴的な運営に向けた地域協⼒及び地域産品の販売促進

地域商社設⽴に向けた出資について農家、商⼯会、農協、地元の⾦融機関、議
会の関係者の元に⾜を運び、合意形成プロセスを丁寧に進めた。

第三セクターであるため、議会には経営状況を定期的に報告している。出資者は基
本的に出荷者であるため、株主総会で出資者に説明することもあるが、出荷者とは
施設で頻繁に会う機会があり、その度に情報提供をしている。

合意形成を得るのに
約2年間を要したが、
地域住⺠の当事業
に対する理解度を
⾼めることに成功し
た。

地域住⺠の理解醸成に向けた取組
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事例集
観光振興

（しごと創⽣分野②）
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事業名称 オーガニックシティきさらづ 交流・関係⼈⼝拡⼤による持続可能なまちづくり推進事業

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）

まちづくり事業への市⺠の参画⼈数 240⼈（250⼈）
• 時代に対応したまちづくりの幅広い視点による事業展開をDMO主導で⾏い、そのイ
ベントやセミナー、交流会等への参画⼈数を測ることで、地域住⺠のまちづくりへの機
運醸成につなげるため。

新たなコンセプトによるコンテンツ開発数 5件（5件）
• ライフスタイルの変化を⾒据え、ワーケーションやヘルスツーリズム等新たな分野を絡め
た当市のポテンシャルを最⼤限に引き出すためのコンテンツ開発を⾏うことで、まちづくり
への参画機会を創出し、関係⼈⼝の増⼤につなげるため。

「⾷×交流」をテーマとしたコンテンツによる
参加登録者数 26⼈（500⼈）

• 「⾷×交流」をテーマとしたコンテンツを造成することで地域としてのブランディングを図る。
また、登録制にすることで交流機会を創出し楽しみ⽅の幅を広げ、地域内外の交流
促進、関係⼈⼝の増⼤につなげるため。

サイクルツアー・イベントを通じた
参加登録者数 210⼈（60⼈） • 周辺地域と連携したサイクルツアーやイベントの開催を通じて、新しい⼈の流れを創出

するとともに、参加登録制にすることで継続的な来訪を促すため。

■申請団体名︓千葉県⽊更津市 ■分野・テーマ︓【しごと創⽣】観光分野

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム
地⽅公共団体
が設定

参考案

事業の効果

解決したい課題 地⽅の魅⼒の低下

取組（アプローチ） 地域の魅⼒を向上させる取組／地域ブランド化（地域の魅⼒を活かした商品・サービス開発）

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 23,995千円（2021年度）
総額 64,165千円（2020~2022年度、計画ベース）

【事業の背景・経緯】 千葉県⽊更津市の⼈⼝(2020年国勢調査)︓136,166⼈
 前⾝事業では、都⼼部からの近接性、東京湾アクアラインの着岸地としての⽴地優位性や地域資源を活かした観光交流事業を中⼼に取り組み、⼀定

の成果につなげることができた。
 ⼀⽅で、観光客⽬線での取組に注⼒していたため、⼈⼝の社会増の⽬標に対して⼗分な成果を得ることができなかった。観光交流事業に加え、時代に

対応した交流促進やまちづくりのコンセプトに基づいた事業展開により、地域の活⼒や稼ぐ⼒の強化を引き出し、循環させていく必要があると考えた。
 ①ヒト・モノ・コトの有機的連携、雇⽤創出・地域内外の交流促進・関係⼈⼝等の拡⼤、②「⾃然に寄り添い、学び、経済が循環する⾃⽴した共⽣社

会」の構築、③オーガニックなまちづくり*（⽊更津SDGs推進モデル）、といった取組を通じ、にぎわい・活⼒に満ちた産業地域づくりを⽬指す。
＊当市では条例により、「オーガニック」を「持続可能な未来を創るため、地域、社会、環境等に配慮し、主体的に⾏動しようとする考え⽅」と定義している。これをまちづくりの視
点として、⼈と⾃然が調和した持続可能な都市を構築し、次世代に継承しようとする取組を推進している。

【交付⾦事業のアウトカム】
 新たなコンセプトによるコンテンツ開発数

2021年度実績値: 5件
 サイクルツアー・イベントを通じた参加登録者数

2021年度実績値: 210⼈

【その他事業の効果】
 施設等利⽤者の増加
 事業PR⼒の向上
 引き合いの増加（販路拡⼤等）

アウトプット

【事業主体】
 ⼀般社団法⼈⽊更津市観光協会

推進交付⾦

まちづくり事業市⺠参画⼈数農産品取引先増加数

【事業内容】
 ⽊更津の価値を活かすための交流コンテンツにおけるパラダイムシフト事業

外部有識者や⼤学ゼミ等を交え、「ワーケーション」や「ヘルスツーリズム」、「関係⼈⼝」等、コロナ禍による消費者・
旅⾏者の意識やライフスタイルの変化等を⾒据えた新たなコンセプトから捉え、⽊更津の資源・コンテンツの価値、
ポテンシャルを最⼤限に引き出すための仕組み・コンテンツ開発を⾏う。

 【新たなしごとづくり事業】〜「⾷×交流」をテーマとしたオーガニックなまちづくりネットワーク構築〜
「⾷×交流」をテーマに地域内の様々な事業との連携を通して地域ブランディングの深化・⾼度化を図ることで、開
発商品等の⾼付加価値化を進めるとともに、新規事業の⽴ち上げを促進する。

 【広域連携促進事業】〜周辺地域DMO等との連携強化〜
豊富な資源やコンテンツを有する周辺の地域DMO（観光地域づくり法⼈）や観光産業推進団体・多分野の事
業者等と連携することにより、当市単独では実現が難しい新たなコンテンツ造成や誘客等の連携、マーケティング
データの共有等を⾏うことにより、観光のみならず、市内資源の有効活⽤を図る。

「⾷×交流」をテーマとしたコンテ
ンツによる参加登録者数

サイクルツアー・イベントを通じた
参加登録者数

新たなコンセプトによる
コンテンツ開発数交流⼈⼝・移住⼈⼝

観光客増加数

「オーガニックシティきさらづ」
ロゴマーク

https://www.k-
organiccity.org/logo/

事業概要

2021年度KPI
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貴重な地域資源のひとつである潮⼲狩り場を最⼤限に有効活⽤し、キャンプやシーカヤック等の新たな体験コンテンツを創出するため、
コンセプトの設定から実施に⾄るまで漁業協同組合や関係事業者と連携して取り組んだ。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

外部⼈材及び地域事業者による事業⼿法の検討とその課題

⾦⽥みたて海岸潮⼲狩場に隣接する約5,000坪の緑地の活⽤について、外部⼈
材も交え、検討した。
令和2年度に「きさらづDMO」が実施したサイクルイベント（紙ベースのスタンプラリー
形式）を踏まえ、新たなサイクルコース造成を検討した。
利⽤者が各拠点に⽴ち寄った時間帯やその順序を把握する必要があると判断、デ
ジタル式のサイクルスタンプラリーを実施することとした。
外部⼈材と地域事業者で折り合いがつかず、当該⼈材との関係を解消せざるを得
なくなった。

・コロナ禍におけるア
ウトドアブームに対応
した事業⼿法の発
案。
・取得データのサイク
ルコース造成への活
⽤。
・外部⼈材及び地
域事業者間のより
細かな折衝が必要。

事業収⼊を得られる事業体制構築とデータ分析による⽬標値検討

新たに運営するキャンプ場をきさらづDMOの直営とし、事業収⼊をできるだけ多く得
られる体制とした。また、受付業務担当として地元をよく知る⼈材を雇⽤し、今後の
運営に携われるような体制を整えた。

きさらづDMOが提供するキャンプ等の商品について、来場者数等の定量的なデータ
とともに、アンケートによる定性的なデータの把握を継続的に実施し、売上額、利⽤
者数等のKPIを次年度に向けて、検討した。

・⾦⽥漁業協同組
合及びきさらづDMO

双⽅が収⼊を得ら
れる体制を構築した。
・利⽤者数や売上
等の数値とともに、
利⽤者の住所等の
把握によるターゲット
層の在住地確認が
スムーズに⾏えた。

アンケート結果への適切な対応による利⽤客の満⾜度向上

キャンプ等におけるアンケート結果をきさらづDMOと共有し、予算措置が必要な事
項については迅速に協議を⾏う等、利⽤客の利便性向上に資する環境整備ができ
る体制づくりに努めた。

きさらづDMOが実施する事業について、DMO内や外部組織でデータ検証を⾏って
いる。今後、より専⾨的視点からの現状把握に努める必要がある。

・アンケート結果を反
映する対応の早さが、
利⽤客の満⾜度向
上につながった。
・データ活⽤⼈材が
確保できていない。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

・これまで創出してきた⾥海での体験コンテンツをより充実させるともに、ワーケーション等新たなコンセプトを取り⼊れることでターゲット層
の拡⼤を図り、地域ブランディングにつなげていく予定である。
・⼤型商業施設や宿泊施設、交通事業者や飲⾷店等との連携をさらに強化し、地域の「稼ぐ⼒」を引き出す仕組みづくりを進めるとと
もに、DMOの運営に当たっては、限られた⼈材や財源でより効率的な実施体制を構築していく必要がある。

きさらづDMOのPR活動による地域住⺠や事業者等の関⼼向上
令和2年度に検討着⼿。令和3年度からは「きさらづシーカヤック体験」の販売を開
始した。また、当体験のインストラクター養成講座を募集・実施。こうした取組は、イン
ストラクターにとどまらず、きさらづDMOの業務やガイドを担う⼈材確保を⾒据えて、企
画・実施された。

教育旅⾏実施レポートがきさらづDMOのホームページに掲載され、商品内容の紹
介とあわせて、SNSによる画像を中⼼とした発信が⾏われた。閲覧者がイメージしや
すい記事の作成に⼒点が置かれた。

地域の取組に関⼼
を持つ市内の事業
者や教育機関を含
む地域住⺠を掘り
起こせた。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓千葉県⽊更津市 経済部観光振興課 0438-23-8459
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事業名称 ⾚城⼭広域連携サイクルツーリズム

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）

観光⼊込数 507千⼈
（20千⼈）

• 観光庁の共通基準に基づき集計される数値であり、サイクルルート周辺施設の⼊込
客数は、事業効果を図る定量的な数値として設定したもの

サイクリングガイドの養成⼈数 6⼈（6⼈）
• 地域のおもてなし意識の⾼まりが、サイクリストの誘客には重要であり、地域を案内す
る地元サイクリングガイドを要請し、その⼈数を⽬標値として設定することで、当該意識
の醸成度合いを図るもの

多機能ポータルサイト アクセス数 259,804回
（37,500回）

• 各事業の取り組みや情報発信の結果として、客観的に⾚城⼭観光がどれほど注⽬を
持たれているかを客観的に把握する数値として設定したもの

e-bikeのレンタル台数 40台（20台）
• e-Bikeは、起伏の多い⾚城⼭においてサイクリスト以外の⼈でも利⽤できる⾃転⾞で
あり、そのレンタル台数は、サイクリング環境の整備やプロモーションの効果として、⾚城
⼭を舞台としたサイクルツーリズムの浸度合いを測定できるものと考える

■申請団体名︓群⾺県前橋市 ■分野・テーマ︓【しごと創⽣】観光分野

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム 地⽅公共団体
が設定

参考案

事業の効果

解決したい課題 地⽅の魅⼒の低下

取組（アプローチ） 地域の魅⼒を向上させる取組（公共交通整備、情報共有プラットフォーム整備、マネジメント体
制（DMO）構築）

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 25,908千円（2021年度）
総額 86,830千円（2021~2023年度、計画ベース）

【事業の背景・経緯】 群⾺県前橋市の⼈⼝(2020年国勢調査)︓332,149⼈
 ⾚城⼭の南麓である前橋市と東麓の桐⽣市の⾚城エリアを対象とする地域連携DMOとして、NPO法⼈⾚城⾃然塾が2018年7⽉に⽇本版DMOに登録され、

地域資源を活かしたツーリズム事業を実施し観光地域づくりに取り組んでいる。2016年から5か年に渡り、地⽅創⽣推進交付⾦を得ながらDMOの体制整備や
観光メニュー開発、受⼊態勢整備を⾏い、2019年度からはサイクリングツアーやレンタサイクル等のサイクルツーリズムを開始させた。

 DMO⾚城⾃然塾を主体にサイクルツーリズムの対象区域を拡⼤の上、複数の地⽅公共団体や⺠間事業者等地域の関係者が連携してサイクルツーリズムに取
り組むことで、サイクリストを中⼼とした観光誘客による交流⼈⼝の増加並びに観光消費の拡⼤による地域経済の活性化を図る。

 現在、新型コロナウイルス感染症の影響で海外からの⼊国が制限されているが、コロナ後の旅⾏需要アンケートでは、新型コロナウイルス感染症に適切に対応し、
安⼼安全が担保されている国や地域が優位という調査結果が出ている。現状、インバウンドが停滞している状況下を、地域の魅⼒や受け⼊れ環境を磨き上げる
好機と捉え、外国⼈観光客が⾃転⾞で⾚城の農村地帯を周遊できる等の⾼⽔準の受⼊環境整備及びデジタルマーケティングを地域が連携して⾏うことで、コロ
ナ終息後のインバウンド需要を積極的に掘り起こす。

【事業内容】
 地域での観光消費を⾼め、新型コロナウイルス感染症の影響により冷え込んだ地域経済の活性化を図るため、

ウィズ・ポストコロナ時代に適合したコンテンツ重視の観光施策として⾃転⾞振興を推し進め、サイクルツーリズム
の対象区域を拡⼤し、⾚城周辺の地⽅公共団体や⺠間事業者等地域の関係者が連携してナショナルサイク
ルルートの指定を⽬指したサイクルツーリズムに取り組む。

 サイクリストの受⼊環境整備や⾃転⾞周遊観光とブランド化の促進に加え、サイクルツーリズム事業の推進主
体となるDMO⾚城⾃然塾の安定的な運営や⾃⽴化を図る。サイクル関係の知識や経験を有する専⾨員によ
るサイクリングに係る⼈材育成を図ることで、サイクリングツアー事業の拡⼤や事業収⼊増を⽬指す。また、サイク
ルツーリズムの対象範囲を拡⼤することから、企業協賛や広告収⼊増に向けた取り組みを強⼒に進める。

地⽅の魅⼒向上

【交付⾦事業のアウトカム】
 観光⼊込数

2021年度実績値︓507千⼈
 多機能ポータルサイト アクセス数

2021年度実績値︓259,804回
 E-bikeのレンタル台数

2021年度実績値︓40台

【アウトプット】
 サイクリングガイドの養成⼈数

2021年度実績値︓6⼈

アウトプット

【事業主体】
 NPO法⼈⾚城⾃然塾

推進交付⾦

サイクリングガイドの養成⼈数

多機能ポータルサイト
アクセス数

e-bikeのレンタル台数

事業概要

2021年度KPI

観光⼊込数

地元経済への波及効果

⾚城⼭サイクルイベント
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・観光的魅⼒が乏しいと思われていた地域において、サイクリングという新しい知⾒を取り⼊れ、地域の魅⼒を再発⾒し、組み合わせて
活⽤することで、ブランド化や商品化を⾏った点において優れている事業であると考える。
・地域の⼈々を巻き込んだコンテンツ造成を⾏っており、その効果を地域の⼈々が体感していることから、該当組織に対する信頼と、相
互の協⼒関係が構築されている。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

複数地域との連携や外部⼈材の活⽤による事業効果向上
⾚城⼭を観光地として満喫してもらうには、観光客に⾚城⼭全体に触れてもらうこと
が有⽤があるが、⾚城⼭は複数の地⽅公共団体に跨っているため、⼀部の地⽅公
共団体だけの事業やプロモーションでは⾚城⼭の魅⼒の⼀部しか伝わらず限界があっ
た。その点を打開するために、⾚城⼭周辺の地⽅公共団体に声がけを⾏い、事業へ
の参加を促した。
外部⼈材の活⽤では、元競輪選⼿という⾃転⾞のプロに参画してもらい、⾃転⾞
関連の情報、ツアーのコース選定やツアー実施体制の構築、ガイド育成等サイクル
ツーリズムを⾏うにあたっての基礎作りを担ってもらった。また、⾃転⾞競技のオリンピア
ンやサイクル関係のインフルエンサーを⼤会ゲストとして招致、地元の⺠間⾃転⾞チー
ムを⼤会サポーターとして起⽤する等⻑年のサイクリング振興活動によって培ったコネク
ションを活かして、イベントの集客や運営に活⽤した。

複数の地⽅公共団
体が本事業に参加
することで、⾚城⼭
を⼀周する形でのサ
イクリングイベントの
開催が実現し、⾚
城⼭観光振興が⼀
歩前進した。

観光資源の潜在⼒を活かしたサイクルツーリズムによる観光振興

観光資源としてポテンシャルの⾼い「⾚城⼭」の魅⼒を感じてもらう機会が乏しいとい
う点が課題としてあったため、この⾚城⼭の魅⼒をどのような形で発信し、いかに体感
してもらえばよいのかという点に焦点を当てて、事業内容を検討した。
⾚城⼭の⾵光明媚な⾃然に直接的に触れ合ってもらう⽅法、⾒込み顧客の有無、
SDGｓや新型コロナウィルス等の時勢的状況を総合的に考慮した。

サイクルツーリズムに
焦点を当てた観光
振興策を展開するこ
ととした。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

・本事業の実施主体は、収益の増加を主眼に置いた事業展開に関するノウハウの蓄積が⼗分ではないため、様々な障害に⾏き当た
ることが予想される。ナショナルサイクルルートの認定には、予定ルート上の複数地域による広域的な協⼒体制が必要となり、各地域に
おいて「官⺠」双⽅において地域を主導する団体・⼈物等が必要であるが、そのような存在の確保は容易ではない。
・⺠間の収益事業における⼿法を取り⼊れていくこと、各地域との連携を通じて⼈材や団体の紹介が得らえる機会を増やしていくこと、
DMOの存在意義について発信・共有したうえで、地域のステークホルダーとの協⼒体制を築いていくとともに、実績や効果が伝わるよう
に努めること、近隣地域での協⼒者の発掘を⾏うことで今後起こりうる課題の克服に努めていきたい。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓群⾺県前橋市 未来創造部政策推進課 027-898-6512

事業の⾃⽴性に係る課題を克服するための企業版ふるさと納税

当初より、三年間という短期間では事業による収⼊のみで⾃⾛体制を確⽴すること
は困難であることが⾒込まれたので、企業版ふるさと納税等寄付⾦収⼊が多くなるよ
うな事業計画とした。
⾃主財源の確保は現在も⽬下の課題ではあるが、これまで実証事業的に⾏ってき
た内容をブラッシュアップすることで、収益事業への転換を徐々に⾏っている。また、イ
ンバウンドの展開により⾼単価の客層にアプローチできることから、本市とつながりのあ
る台湾等をターゲットとして商品開発を⾏っている。

本事業に対して、企
業版ふるさと納税に
おいて、想定を上回
る寄付⾦が集まった。

ウェブサイト活⽤によ
るサイクルイベントの
周知や地元経済へ
の還元を意識した⽬
⽟イベントが⾚城⼭
で誕⽣した。

ウェブサイトを活⽤したサイクルイベントのPRや地元企業との連携

事業主体が有効に機能した事業実施の事例として、⾚城⼭⼀周を１⽇で回るサイ
クルイベントを実施することができた。コースは約100kmほどの距離で、⾚城⼭が属す
る６市村を通過するような内容であった。
情報発信媒体としてウェブサイトを活⽤することが重要であるとして、その運⽤に注⼒
した。
事業実施による地域への還元も踏まえて、サイクルラックを地域の協⼒店へ設置し、
サイクリストが来訪した際に、当該協⼒店へ訪れるよう促した。
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事業名称 横⼿市増⽥まんが美術館リノベーション事業

ロジックツリー

主なKPI・関連指標
（事業実施による増加分） 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）

施設の総収⼊額 79,032千円
（80,500千円） • 特別企画展の⼊場者増や付帯施設の収益増により前年度実績を上回った。

「まんが美術館」の⼊場者数 27千⼈
（70千⼈） • コロナ禍において全国的な移動の制限等があり、県外需要が減った。

マンガ原画の収集枚数 405千枚
（120千件） • 新規収蔵により⽬標を達成した。

■申請団体名︓秋⽥県横⼿市 ■分野・テーマ︓ 【しごと創⽣】観光分野

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム
地⽅公共団体
が設定

参考案

事業の効果

解決したい課題 地⽅の魅⼒の低下

取組（アプローチ） 地域の魅⼒を向上させる取組（拠点の導⼊・整備（魅⼒のある拠点を整備、交流スペース提
供））

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 238,226千円（2019年度）

【事業の背景・経緯】 秋⽥県横⼿市の⼈⼝(2020年国勢調査)︓85,555⼈
 これまで主要な観光資源を季節⾏事・イベントに依存してきた横⼿市では、イベントやハコモノ⾒物を
中⼼とした受け⾝の観光が主流であり、「⾒たら終わる」といった⼀過性のものが多い。これにより、⼊込観光
客数は低迷し、かつ、⼈が来ても消費が伸びないといった停滞期が続いている。

 持続可能な観光地を⽬指していくには、観光地は来訪者に場（ステージ）を提供し、地域の遊び⽅や
楽しみ⽅を教え、来訪者を誘導する導線、仕掛けを⽤意し、地域がつむいだ物語を⾒せられるような
まちづくりが必要だと考えている。

【事業内容】
 まんが美術館は、マンガをテーマにした全国初の美術館（公⺠館機能を含む）として1995年に開館し

た。
 横⼿市出⾝の漫画家・⽮⼝⾼雄⽒が、横⼿市に全マンガ原画を寄贈したことをきっかけとして、全館を

まんが美術館とするための⼤規模改修⼯事を2年間にわたり実施。2019年5⽉、⽇本で唯⼀の「マンガ
原画の収蔵」に特化した美術館としてリニューアルオープンした。

 ⽮⼝⽒から寄贈されたマンガ原画42,760点を主たる⽂化資源とし、⽮⼝⽒ほか 182 名の作家のマン
ガ原画を約45万点、マンガ⽂化を伝えるマンガ原画のデジタルアーカイブ資料を約10万点収蔵しており、
今後も所蔵数を増やしていく予定となっている。

【総合的なアウトカム】
 経年による劣化が避けられないマンガ原画のデジタ
ル技術を活⽤したアーカイブを保存することが可能。

【交付⾦事業のアウトカム】
 施設の総収⼊額

2020年︓ 64,188千円→2021年度実績値︓79,032千円

アウトプット

【事業主体】
 横⼿市

拠点整備交付⾦

画像出典︓横⼿まんが美術館 https://manga-museum.com/

リニューアル後のまんが美術館

まんが⽂化展⽰室

施設の総収⼊額 デジタルアーカイブ資料整備
件数

「まんが美術館」の⼊場者数
マンガ原画の収集枚数

マンガ⽂化の観光コンテンツ化
件数

事業概要

2021年度KPI
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まちの活性化は「賑わい」そのものがまちづくりの⽬的ではなく、当市ではまんが美術館を活⽤した「賑わい」の先に何を求めるかという視
点が重要となる。まちづくりには官以外の「プレイヤー」の育成が必要であり、それらがつながる「コミュニティ」の構築が、経済に限らない
「新しい価値」の創造につながっていく。その観点から、まんが美術館が単なる「賑わう」ハコモノではなく、まちづくりの核となる「地域に根
ざした美術館」として存在することが重要である。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

ターゲット層へのアンケート調査でニーズと課題を的確に把握

美術館の魅⼒向上による⼊館者増加と、訪問者の増加によるエリアの活性化を⽬
指し、まんが活⽤基本計画およびPR戦略を作成した。その基礎資料として、マンガ
愛好家1,000⼈を対象に、インターネットによるマーケティング調査を実施し、美術館
の潜在的なファン層のニーズを把握し、美術館が持つ観光資源価値を分析した。
マンガ⽂化研究の専⾨家と地域ブランディングによる地⽅活性化の専⾨家を、各々
１名ずつアドバイザーに委嘱し、まんが美術館運営やマンガ活⽤によるまちづくりにつ
いて助⾔を得た。

課題と在りたい姿の
ギャップを認識し、
マーケットへ伝えるべ
きコアメッセージを明
確化することができた。

美術館運営は専⾨⼈材の確保・育成が必須であることから、市の指定管理者とし
て業務を請け負う財団を設⽴し、⻑期的な⼈材育成を企画している。

美術館の活動を、⽂化の保存・展⽰を起点とした地域の誇りの醸成と、観光資源と
しての活⽤につなげるため、教育委員会部局に加えてDMOも参画する「横⼿市地
域資産活⽤推進事業協議会」を設⽴し、幅広い事業に着⼿している。

通年観光拠点として
多様な地域資源を
⽣かした「⽂化観
光」の推進に貢献し
た。

専⾨家、協議会の設置により実働的な評価を得る

マンガ活⽤アドバイザーの委嘱、美術館運営協議会の設置、⽂化観光推進法に
基づく横⼿市地域資産活⽤推進事業協議会による外部評価を実施している。

⽂化、観光、教育
の各分野から評価を
得、次年度の施策
に反映できた。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

⽂化施設としてのまんが美術館は、今やマンガ界に⽋かすことのできない存在となっている⼀⽅、予算の確保等内実は厳しく、著作権
物であるマンガはその取り扱いに注意が必要であり、これらは課題の⼀つである。また、地域資源ともいえるまんが美術館がまちづくりの
核になるためには、地域の⼈びとが美術館を「⾃分たちの⽣活の⼀部」として意識できるような統⼀感が必要であり、そのための事業展
開を起点としたコミュニティ形成を⾏っていくことがより重要な課題と考えている。

収⼊源の確保のためのイベント企画

市⼀般財源のほか、多様な企画展を開催し、⼊場料収⼊の確保に努めている。

効率の良い事業推
進が可能となった。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓秋⽥県横⼿市 総務企画部経営企画課 0182-35-2164

専⾨知識を持った⼈材の⻑期確保・育成を⽬指し財団等を設⽴

定期的な情報共有で設置者と運営者の連携を図る

美術館設置者である市と運営側の財団が⽉例の情報共有会議を⾏っている。

強みを活かした役割分担で事業を効率的に推進

専⾨⼈材を必要とする美術館運営は、⼈材の確保や育成も含めて財団が担当し、
地域理解の醸成を⽬的とする情報発信、教育活⽤事業等は主として市が⾏うことで
役割を明確化し、分担している。

課題等に対し、早
期の判断、解決が
可能となった。

収⼊が増加した。
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事例集
ローカルイノベーション
（しごと創⽣分野③）



23

事業名称 遠隔治療・⾒守りDX基盤の構築による持続可能な地域づくり事業

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）

遠隔診療によって医療アクセスを確保
することができた患者数

10⼈
（10⼈） • 当事業の主たる⽬的の⼀つである遠隔診療の実施状況を端的に表すもの。

遠隔で無事に⾒守ることができた
参加者の割合 80％（60％） • 当事業の主たる⽬的の⼀つである遠隔⾒守りの実施状況を端的に表すもの。

育成したICT⼈材からプロジェクトに
参画した数 2⼈（2⼈） • 当事業の主たる⽬的の⼀つである育成した⼈材の当プロジェクトへの関与状況を端

的に表すもの。

■申請団体名︓岩⼿県⼋幡平市 ■分野・テーマ︓【しごと創⽣】ローカルイノベーション分野

総合的なアウトカム 事業のアウトカム
地⽅公共団体
が設定

参考案

事業の効果

遠隔診療アクセス確保
できた患者数

解決したい課題 担い⼿不⾜

取組（アプローチ） ⽣産性を向上させる取組（ICT、IoT等導⼊促進）

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 33,410千円（2021年度）
総額 129,198千円（2021~2025年度、計画ベース）

【事業の背景・経緯】 岩⼿県⼋幡平市の⼈⼝(2020年国勢調査)︓ 24,023⼈
 ⼋幡平市は、第⼆期まち・ひと・しごと創⽣総合戦略において、稼ぐ地域をつくるとともに、安⼼して働ける環境の実現を基本⽬標に掲げている。同時に、新しい

時代の流れを⼒にすることを横断的⽬標として設定し、Society5.0の推進による持続可能なまちづくりに取り組んできた。
 持続可能な医療と福祉の体制づくりは、⼈⼝減少・⾼齢化という難問を抱える地⽅公共団体に共通の課題である。当事業では、この課題解決のため、未来技

術を活⽤した遠隔での診療及び⾒守り診療のあるべきデジタルトランスフォーメーションの姿を模索する。
 当市が着実に積み上げてきたIT分野での起業⽀援実績や⼈材ネットワーク等を⽣かし、医療と福祉のDX基盤を構築することで、地域を持続可能に変えると同

時に、これによって⼋幡平市に新たな産業を興し、若年層の定着を促すとともに稼ぐ⼒の源泉にすることを⽬指すものである。

【事業内容】
 地⽅で⽣まれたオリジナルの未来技術を実装することによって、⼈⼝流出に端を発して全国の過疎地で発⽣している諸

問題の解決に資する、 Society5.0に適合した活⼒ある社会を実現することを⽬的としている。
 ウェアラブルデバイス等のIT技術を⽤いた独⾃開発の遠隔での診療と⾒守り基盤の社会実装により、対象者の位置情報

や⼼拍等の⽣体情報を極めて⼩さなデータとして収集・蓄積する。次のステップとして、取得する⽣体情報等を基礎に、
循環器系疾患の発症を予測するAIの開発可能性について検討する。

 IT技術を地元に定着させ、全国の過疎地への横展開を進めるにあたっては、さらに多くのICT⼈材の確保が必要になる。
現役の開発者らを講師とし、プログラミング等の先端技術を実学として教えるプログラムの実施により、地場での担い⼿育
成の仕組みを確⽴する。

 未来技術の社会実装の先に⾒据えるのは、地域に医療福祉×テクノロジーを核とした事業の集積地「メディテックバレー」
の創出である。既存企業や研究機関との連携構築により、地域産業との共⽣も図りながら、新たな産業と雇⽤の機会を
創出することで、若年層を中⼼とした⽣産年齢⼈⼝の流出を防ぎ、魅⼒と活⼒あるまちづくりを推進し、⼋幡平市の地
⽅創⽣を実現する。

【アウトプット】
 遠隔診療によって医療アクセスを確保することがで
きた患者数︓10⼈（2021年度）

 遠隔で無事に⾒守ることができた参加者の割合︓
80％（2021年度）

【事業のアウトカム】
 育成したICT⼈材からプロジェクトに参画した数︓2⼈
（2021年度）

アウトプット

育成したICT⼈材からプロ
ジェクトに参画した数

遠隔診療の様⼦

⾒守り診療のデバイス「Hachi」

【事業主体】
 ⼋幡平市メディテックバレーコンソーシアム（⼋幡平市、AP TECH株式会社、株式会社NEXT REVOLUTION、⼀般

社団法⼈いわてドローンコンソーシアム、杏林⼤学医学部、税理⼠法⼈キーファス、データパイロット合同会社で構成）

推進交付⾦

遠隔⾒守りが実現できた
参加者割合

関連産業雇⽤創出数

メディテック関連産業集積数
循環器系疾患発症予測AI

開発数

ヘルスケアデータ集積数

事業概要

2021年度KPI
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ここが
ポイント︕

専⾨的な知識を持った⾏政職員が、企画段階から部署異動後も継続して当事業を担当している。「スパルタキャンプ」という⼈材育
成に関する取組も同⼀職員が担当しており、スパルタキャンプで育った⼈材と当事業にも活⽤し、地元のニーズに地元の⼈材が応える
という仕組みを構築している。課題解決と⼈材育成を同時に⻑期的なスパンで計画し、⾃⽴化・⾃⾛化を考えている。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

独⾃調査による課題の明確化と産学官協⼒体制の構築

住⺠基本台帳の独⾃分析により、現状を把握し、課題を特定した。独⾃調査に
よって課題解決の阻害要因を明らかにして、対策を講じ、事業を組み⽴てた。
都市部の⼤企業の製品ではなく、若⼿IT⼈材育成のための「スパルタキャンプ」とい
うプロジェクトで育った地元の若⼿起業家が開発したソリューションを実装した。
スパルタキャンプ修了⽣が開発した技術や実装⼿法を⼤学が評価し、⾏政はネット
ワーク作りをサポートという体制により責任を明確化した。
IT活⽤に⼼理的な障壁を持つ⾼齢者が「操作不要・腕時計のように装着するだけ」
で容易に利⽤できることを開発の最重要ポイントとした。

ターゲット層による活
⽤を増やすことがで
きた。

地場で育成した若
⼿起業家の活躍の
場を提供し、⻑期的
な協⼒が期待できる。

市内で開発された
技術に対する期待
が⾼まり、⾸都圏の
ベンチャーキャピタル
からリスクマネー供給
が⾏われている。

地場産業を担う地場の⼈材育成により⾃⾛モデルを設計

市、⼤学、業者等関係者が集まる会議を四半期毎に開催し、達成状況を共有し、
ディスカッションを重ねた。

IT⼈材育成を地場で⾏い、地場で技術を開発し、ビジネスとして⾃⾛するモデルを
設計している。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

スマート診療所として、診療所の機能向上に努めるとともに、疾病予測AIの開発等に取り組んでいきたい。また、横展開として地⽅公
共団体での導⼊事例を増やすほか、⺠間による利⽤も増やしていきたい。
⼤⼿ベンダー等に開発等を依頼するのではなく、地場で育ててきた⼈材が地場で作った会社に地場の課題解決をお願いするというモ
デルを強化・発展させ、地元にお⾦が落ちる仕組みを構築していきたい。

ベンチャーキャピタルからの投資を誘導

⾒守り診療や遠隔診療の利⽤者が事業コストを負担することを将来の⽬標と設定
し、現状分析とシミュレーションを綿密に⾏った。

⾃⽴化を⽬指し、上場を前提としたビジネスプランを組⽴ててベンチャーキャピタルか
らの投資を誘導した。市が、シミュレーション、計画書作成、プレゼンテーションをサポー
トした。

近隣の地⽅公共団
体への横展開に向
けた、具体的な検討
が始まった。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓岩⼿県⼋幡平市 商⼯観光課 0195-74-2111

医師や⼤学教授からアドバイスや評価を得ている。

関係者が事業の進捗状況を踏まえながら適時に⾒直しを⾏っている。

アカデミアの評価を踏まえた改善策と事業モニタリング
医療現場の⽣の声
を踏まえた改善と定
期的なモニタリングが
可能となった。
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事業名称 富⼠市版地域産業デジタル変⾰事業

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）

事業を通じデジタル化に取り組んだ企業数 56件（100件） • よろず型⽀援といったデジタル化推進施策、テレワーク推進、マッチング⽀援により事
業効率化や新規事業の創出等のデジタル化に取り組んだ企業数を把握するため。

ITベンダー⽴地数（⾸都圏からの誘致、
起業等による新規⽴地） 1件（0件）

• 当市では、事業者のデジタル化推進のための市内で活動するITベンダーが不⾜して
いる。市内事業者のデジタル化に寄与するITベンダーの⾸都圏からの誘致⼜は当市
における創業を実現するため。

テレワークを導⼊した製造業の企業数 5件（10件） • テレワークの導⼊を図ることにより、企業活動のスタイルを変容した製造業の企業数を
把握するため。

企業マッチングシステムにより、連携が
実現した案件数 0件（0件）

• 既存事業の拡⼤や新分野への進出等の課題に対して、地域産業⽀援センターをハ
ブとした⽀援により、多様なステークホルダーの連携を通じて企業の新たなビジネスチャ
ンスの創出を図るため。

■申請団体名︓静岡県富⼠市 ■分野・テーマ︓【しごと創⽣】ローカルイノベーション分野

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム
地⽅公共団体
が設定

参考案

事業の効果

企業マッチングシステムにより
連携が実現した案件数

解決したい課題 産業活⼒の低下

取組（アプローチ） ⽣産性を向上させる取組（ICT、IoT等導⼊促進）

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 44,784千円（2021年度）
総額 190,634千円（2021~2023年度、計画ベース）

【事業の背景・経緯】 静岡県富⼠市の⼈⼝（2020年国勢調査)︓245,392⼈
 富⼠市は2025年に超⾼齢化社会を迎え、全国の他の地⽅公共団体と同様に⽣産年齢⼈⼝の減少が進⾏していくことが⾒込まれる。市内企業における⼈材

の確保は厳しい状況にあり、今後も、⽣産年齢⼈⼝の減少が市内企業に影響を与えていくと想定される。
 製造業を中⼼とする当市の産業構造の中でも、業務効率化、働き⽅改⾰等を進めるため、限られた⼈材により⽣産性向上を図るとともに、新たな⼈材の確保

に向けた取組の強化が求められている。
 当市は令和2年8⽉のデジタル変⾰宣⾔以降、テレワーク先進都市の実現に向けた取組を推進。柔軟な働き⽅の推進や、産業分野におけるデジタル化、AI、

IoT、RPA等先端技術の利⽤を促進する。これにより、多様なステークホルダーとの連携による新分野進出や事業⾼度化の⽀援、関係⼈⼝の創出、外部の⾼
度⼈材の移住推進によるデジタル化に対応した⼈材確保、産業都市におけるテレワーク普及による魅⼒の発信や地域を牽引する中核企業の育成を図る。

【事業内容】
 市内企業におけるデジタル変⾰を推進するために、IT分野に精通した専⾨⼈材等による伴⾛型⽀援を⾏う「富⼠市地

域産業⽀援センター」（令和3年9⽉8⽇開設）をハブとして、中⼩企業へのデジタル化に向けた普及促進やよろず型⽀
援を通じたデジタル化を進めていく。この組織が、市内産業のデジタル変⾰に関する⼀連の事業間の連携調整を担うこと
により、効果的な事業実施が期待できる。

 「テレワークになじまない」とされる製造業を主要ターゲットとしながら、市内企業に対して、テレワークの導⼊を促進し、企業
の魅⼒を向上させるとともに、デジタル変⾰に対応した産業のまち富⼠市のイメージの発信と浸透を図る。

 地域内に多様なステークホルダーや⾼度⼈材を呼び込む環境を創出するため、ITベンダーの誘致、コワーキングスペース・
サテライトオフィスの⽴地促進等により、包括的なデジタル化を進めていく。

 企業が、既存事業の拡⼤や新分野への参⼊等の事業⾼度化を実現できるよう、ウェブ上にビジネスコミュニケーションプ
ラットフォーム（新規）を活⽤したマッチングシステムを導⼊し、様々なステークホルダーが連携した事業展開を⽀援する。

テレワークを導⼊した製造業
の企業数

事業を通じデジタル化に
取り組んだ企業数

【交付⾦事業のアウトカム】
 事業を通じデジタル化に取り組んだ企業数

2021年度実績値︓56件

アウトプット

地域産業⽀援センター
利⽤件数・相談数

テレワーク実践会議室

【事業主体】
 富⼠市産業政策課

推進交付⾦

【その他の副次的効果】
 引き合いの増加（販路拡⼤等）
 施設等利⽤者の増加
地域産業⽀援センターの利⽤者獲得（R3.9⽉開設。
R3年度相談件数423件、平均60件／⽉）

ITベンダー⽴地数（⾸都圏
からの新規⽴地）

デジタル化関連セミナー件数

事業概要

2021年度KPI
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ここが
ポイント︕

⼩⻑井市⻑による「富⼠市デジタル変⾰宣⾔」が発表された頃、富⼠市職員が静岡県東京事務所に出向しており、地⽅創⽣DX推
進に関してコニカミノルタジャパンと意⾒交換を実施した。その後、コニカミノルタ静岡が富⼠市を訪問、当該テーマについて再度意⾒交
換を⾏った結果、富⼠市、富⼠商⼯会議所、富⼠商⼯会、コニカミノルタ静岡の4者間で「テレワーク推進に関する連携協定」が締結
された。こうした官⺠連携による事業実施体制をしたうえで、地域産業⽀援センターの受託者やコニカミノルタ静岡のノウハウを活⽤し
ながら、企業や地域産業⽀援機関への⼈材育成に取り組んでいる。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

外部の知⾒やネットワーク及び意⾒交換を参考にした事業設計
企画部⾨や総合計画部⾨との課題認識を共有した。
外部の知⾒として、関東経済産業局のネットワークを活⽤し、申請書作成に向けて
の意⾒交換を実施した。
産業⽀援機関を所管している地⽅公共団体を訪問し、ヒアリング・意⾒交換を通じ、
当事業設計の参考とした。

企画部⾨が実施し
た調査で市内企業
の課題を明確化。ヒ
アリング先の地⽅公
共団体との交流はセ
ンター開設後も継続
している。

市内商⼯団体や⺠間企業との事業協⼒に向けた体制の構築
 地域産業⽀援センター運営について、市内商⼯団体（富⼠商⼯会議所・富⼠
市商⼯会）、⾦融機関（富⼠信⽤⾦庫）と協定を締結した。

 富⼠市において「テレワーク推進ロードマップ」が策定され、⼩⻑井市⻑による「富
⼠市デジタル変⾰宣⾔」（2020年8⽉）が発表された頃、富⼠市職員が静岡
県東京事務所に出向しており、東京事務所メンバーがコニカミノルタジャパンを訪
問し、地⽅創⽣DXに関する意⾒交換を実施した。

 その後、コニカミノルタ静岡が富⼠市を訪問し、再度地⽅創⽣DXに関する意⾒
交換を実施した結果、富⼠市、富⼠商⼯会議所、富⼠商⼯会、コニカミノルタ静
岡の4者間で「テレワーク推進に関する連携協定」が締結された。

各組織から地域産
業⽀援センターへ職
員を派遣し、オール
富⼠市での相談体
制を構築している。
⺠間企業によるノウ
ハウ展開も⾏われて
いる。

地域産業に関わる者から構成される振興会議による効果検証

 富⼠市地域産業⽀援センターの1年の活動実績や総括について、有識者や市内
企業経営者、⾦融機関等で構成される「富⼠市中⼩企業等振興会議」に報告
並びに意⾒交換をしている。

 各事業とも、前年度事業の実績をみながら、次年度事業への改善を盛り込んで
いる。（当交付⾦事業も計画変更を実施）

地域産業に関わる
者から構成される振
興会議において検
証を⾏うことで、有
識者、⽀援機関、
経営者とそれぞれの
⽴場の意⾒が交わ
され、⽅向性を共有
することができる。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

・交付⾦の使途として、地域⽀援センターに関する東京の事業者に対するコンサル料の⽀払いが多くを占めている。交付⾦の依存度
を下げつつ、中⻑期的に当事業を⾃⾛させていくための取組の具体化が期待される。
・ITベンダーの誘致は、3か年事業で⽬標件数5件を⽬指して、モニターツアー等を通じて外部のITベンダーと既にディスカッションを始め
ている。

地域産業⽀援センター事業や⺠間企業との連携を通じた事業実施

 KPIの進捗把握を⽬的として、市内企業におけるデジタル化あるいはテレワークの
浸透度を点数化可能なアンケート調査を昨年から実施している（外部委託）。

 テレワークやビジネスマッチング⽀援については、コニカミノルタ静岡との連携を活⽤
しながら事業実施している。

 地域産業⽀援センターの受託者やコニカミノルタ静岡のノウハウを活⽤し、企業や
地域産業⽀援機関への⼈材育成に取り組んでいる。

IT・DXに係る相談
機会の増加に取り
組んでいる。IT相談
やビジネスマッチング
フェア開催といった専
⾨⼈材が必要となる
事業実施が可能と
なっている。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓静岡県富⼠市 産業交流部 産業政策課 0545-55-2952
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事業名称 世界の防災・減災産業を牽引するBOSAI-TECHイノベーション・エコシステム形成促進事業

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）

当事業を通じた新たな製品・サービスの
開発件数（プロトタイプを含む） 30件（30件） • 防災・減災分野と先端IT技術との掛け合わせにより新事業創出等が⽣み出される

エコシステムの構築に直結するため。

当事業を通じた新たな製品・サービスの
実証実験の件数 12件（12件） • 防災・減災分野と先端IT技術との掛け合わせにより新事業創出等が⽣み出される

エコシステムの構築に直結するため。

当事業を通じた企業等の
新規⽴地件数 3件（6件） • 防災・減災分野と先端IT技術との掛け合わせにより新事業創出等が⽣み出される

エコシステムの構築に直結するため。

■申請団体名︓宮城県仙台市 ■分野・テーマ︓【しごと創⽣】ローカルイノベーション分野

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム 地⽅公共団体
が設定

参考案

事業の効果

新たな製品・サービスの開発
件数（含プロトタイプ）

解決したい課題 産業活⼒の低下

取組（アプローチ） 地域経済を活性化させる取組/産業創出⽀援（新規創業⽀援、企業誘致⽀援、6次産業化⽀
援）

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 44,550千円（2021年度）
総額 271,316千円（2019~2021年度）

【事業の背景・経緯】 宮城県仙台市の⼈⼝（2020年国勢調査)︓1,097,196⼈
 東⽇本⼤震災の経験と教訓を踏まえ、当市で2015年3⽉に開催された第3回国連防災世界会議（⾸脳級会議）では2030年までの国際的な防災の取組

指針となる「仙台防災枠組2015－2030」が採択されるとともに、同年9⽉に国連本部で採択された「持続可能な開発⽬標（SDGs）」では当該枠組に沿って
あらゆるレベルでの総合的な災害リスク管理の策定と実施を⾏うことが盛り込まれる等、将来の災害や気候変動リスク等の脅威に対する「防災・減災」をいかに進
めるかは世界的な喫緊の課題の1つとなっており、当市は当該枠組の採択都市として世界の防災・減災分野を牽引する役割が求められている。

 このような背景を踏まえ、交付対象事業では、当市と連携協定を締結しているNTTドコモ（2016年8⽉「仙台市及びNTTドコモによるICTを活⽤したまちづくりに
関する連携協定」締結）及びノキアソリューションズ＆ネットワークス（2017年10⽉「仙台市とノキアによるIT技術等を活⽤したまちづくり及び地域産業活性化に
関する連携協定」締結）と連携し、東⽇本⼤震災で津波による甚⼤な被害を受けた当市東部沿岸部において、両者の先端IT技術に関する知⾒・ノウハウを
活かしながら、完全⾃律型ドローン及びプライベートLTE通信網からなる国内初の「防災・減災産業創出プラットフォーム」を社会実装し，世界最先端の防災・
減災モデルを構築する。

【事業内容】
 当市東部沿岸部に「防災・減災産業創出プラットフォーム」を中核として、地域IT企業や国内外の⼤企業・ベンチャー企業、

研究機関、⾏政、⾦融機関等の様々な主体がオープンイノベーションにより防災・減災分野とIoTやAI、VR/AR、ロボット等
の先端IT技術との掛け合わせ（BOSAI-TECH）による新事業の創出に取組、東⽇本⼤震災の被災地である当市から世
界の防災・減災産業を牽引する「BOSAI-TECHイノベーション・エコシステム」を形成し、地域企業の新規事業開発や国内
外からの企業の新規⽴地による地域の産業競争⼒の強化及び産業集積の促進へとつなげることで、東北の中枢中核都市
として学⽣・若者の地元定着やUIJターンの促進を⽬指す。これらの事業については、連携協定締結企業であるNTTドコモ
及びノキアソリューションズ＆ネットワークスと連携して実施する。

当事業を通じた新たな製品・
サービスの実証実験の件数

防災にかかる情報発信数

アウトプット

当事業を通じた企業等の
新規⽴地件数

BOSAI-TECHイノベーション
創出促進事業
出典︓仙台市

【事業主体】
 仙台市及び連携協定締結企業（NTTドコモ、ノキアソリューションズ＆ネットワークス）

【交付⾦事業の総合的なアウトカム】
 当事業を通じた新たな製品・サービスの開発件数（プロト
タイプを含む）
2021年度実績値︓30件

 当事業を通じた新たな製品・サービスの実証実験の件数
2021年度実績値︓12件

新事業候補創出件数

推進交付⾦

 当事業を通じた企業等の新規⽴地件数
2021年度実績値︓3件

BOSAI-TECH事業体組成件数

事業概要

2021年度KPI
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企画から実装まで当事業を通じて複数部署（危機管理課、まちづくり政策局、経済局）が連携したことで、各部署が持つ⺠間企業
や関係省庁とのパイプやノウハウを活⽤でき、プラットフォームの構築につながった。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

RESASを⽤いた事業設計と複数の政策間連携による地⽅創⽣

 RESASで分析したところ、当市の産業構造上、IT産業が他産業への波及効果
が⾼いことを確認した。

 国家戦略特区による規制緩和や「防災環境都市・仙台」の都市ブランディング等、
災害からの復興モデルを提⽰し、防災減災をけん引する都市として当市の地位を
確⽴するための連携を検討した。

客観的データに基づ
き対象事業を設計
できたほか、複数の
政策に関連し、全
体として地⽅創⽣に
効果を発揮している。

参画企業からの段階的な負担⾦徴収と波及効果の最⼤化

 参画企業から段階的に負担⾦（会員費やプログラム参加費等）を徴収しながら
事業を継続しつつ、参画企業の事業化・市場展開による波及効果を⾼める施策
を展開する等、持続的に事業が⾃⾛していく体制の構築を図る。

交付対象事業終了
後においても国内外
の⺠間企業、地⽅
公共団体、⼤学等
の機関が中⼼となり
⾃⽴的な取組を継
続していく。

幅広い分野の有識者からなる外部組織や議会による効果検証

 地⽅創⽣推進交付⾦を活⽤して実施した事業の進捗状況は、当市の総合戦
略における数値⽬標の達成状況とあわせて、外部有識者で構成される仙台市経
営戦略会議及び議会に報告を⾏っている。仙台市経営戦略会議では、当事業
について直接⾔及されたことはないが、様々な分野の専⾨家から忌憚のない意⾒
を頂戴している。

外部組織、議会に
より多⾓的かつ検証
することで、⾏政経
営に関する事項につ
いて幅広い⾒地から
意⾒を得ることがで
きた。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

当事業で構築した基盤を活⽤し、後継事業である「世界の災害リスク・気候変動リスク低減に貢献する BOSAI-TECH ビジネス実証
実装⽀援事業」において新たな防災ビジネスの創出⽀援等の横展開につなげていきたいと考えている。

連携協定を締結した⺠間企業との事業実施における⼯夫

 当市と連携協定を締結しているNTTドコモ及びノキアソリューションズ＆ネットワーク
スの先端IT技術に関する知⾒を活かしながら、実証実験を重ねた。実装のための
仕様決定の際には、災害を考慮した際に信頼度向上に寄与するという観点から
通信⽅式を「プライベートLTE」にする等、実証実験で得られた経験を⽣かせた。

当該プラットフォーム
参画者が適切な役
割を担い、有機的に
連携しながら、主体
的かつ効果的に事
業を実施できた。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓宮城県仙台市 まちづくり政策局政策企画部プロジェクト推進課 022-214-8561
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事業名称 環境・情報技術部⾨⽣産性⾰命⽀援事業

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）

⽣産現場のAI・IoT化による⽣産性向
上に関する研究数 9件（10件）

• 対象の製造業は、地域の雇⽤の受け⽫として重要な基盤産業であり、また⻑野県
経済を牽引している産業であるため、この⽣産性の向上に関する研究数等を増や
すことは、企業の出荷額を増やし、地域経済の活性化につながるものである。

IoT機器等を活⽤した⽣産現場の
エネルギー使⽤や⼯程改善件数 28件（20件）

• ⽣産性の向上に資する取組であるため、多数の企業による利活⽤や研究開発等
の取組数を抽出することは、このKPIが複数年にわたって費⽤対効果を計測するの
に適している。

3Dプリンタを活⽤した加⼯⼯程の
改善件数 291件（150件）

• 製品開発や⾼付加価値化に資する取組であるため、多数の企業による利活⽤や
研究開発等の取組数を抽出することは、このKPIが複数年にわたって費⽤対効果
を計測するのに適している。

■申請団体名︓⻑野県 ■分野・テーマ︓【しごと創⽣】ローカルイノベーション分野

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム
地⽅公共団体
が設定

参考案

事業の効果

解決したい課題 産業活⼒の低下

取組（アプローチ） ⽣産性を向上させる取組/設備導⼊・整備（効率化等のための設備導⼊）

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 350,016千円（2018年度）

【事業の背景・経緯】 ⻑野県の⼈⼝（2020年国勢調査)︓2,048,011⼈
 ⼈⼝減少、少⼦・⾼齢化が進む中、地域産業を活性化させるため、当県の主要な産業であるものづくり産業において、「稼ぐ⼒」を伸ばしていく必要がある。この

「稼ぐ⼒」を伸ばし、所得の向上を通じてものづくり産業が魅⼒ある産業として発展していくためには、⽣産現場のニーズに即した研究開発を積極的に展開していく
ことが求められる。しかし、⻑野県内の製造業は、加⼯組⽴型の産業が多く、労働⽣産性が低い傾向にあるため、⾃動化設備の導⼊や業務の効率化を組み
合わせ、限られた⼈的資源でいかに⽣産性を向上するかが課題となっている。

【事業内容】
 地域課題となっている⼈材不⾜の深刻化を解決し、⽣産性の向上に貢献するため、環境と情報システムに関す

る技術分野を得意としている⻑野県⼯業技術総合センター環境・情報技術部⾨に、今までの技術⽀援に⾜りて
いなかったAI関連機器を新たに導⼊することで、企業の⽣産現場に設置するデータ収集機器の技術⽀援と得ら
れたビッグデータの解析を効率的に⾏えるようにし、⽣産性の向上につながるAI-IoT技術に関する研究を加速させ
る。

 当拠点における低エネルギー化への⽀援では、エネルギーを計測する幅（電⼒、熱流、熱量、照度等）が広がる
ため、⽣産現場での省エネ化及び⽣産⼯程の正常化等に対して多くの改善提案をすることができる。

 当拠点では⾼機能3Dプリンタによる⽀援も⾏い、ものづくりの加⼯⼯程の改善を強⼒に推進していく。
 これらにより、⽣産上の技術課題に対して⽀援を強化・拡充し、⾃動化による省⼈化や低エネルギー化による収

益性の向上等に取り組み、地域企業の⽣産効率の向上につなげることで、「稼ぐ⼒」を⾼めていく。

3Dプリンタを活⽤した
加⼯⼯程の改善件数

県内製造業の労働⽣産性
指数

【アウトプット】
 IoT機器等を活⽤した⽣産現場のエネルギー使⽤や⼯程
改善件数
2021年度実績値︓28件

 3Dプリンタを活⽤した加⼯⼯程の改善件数
2021年度実績値︓291件

アウトプット

IoT機器等を活⽤した⽣産現場のエ
ネルギー使⽤や⼯程改善件数

【事業主体】
 ⻑野県⼯業技術総合センター 環境・情報技術部⾨

【交付⾦事業の総合的なアウトカム】
 ⽣産現場のAI・IoT化による⽣産性向上に関する研究
数
2021年度実績値︓9件

ビッグデータ解析件数

拠点整備交付⾦

⽣産現場のAI・IoT化による
⽣産性向上研究数

データ・ケース収集・蓄積数

 地域の企業では、⼈材不⾜が深刻化している中、それを補う切り札となりえるのがAI-IoT技術による⽣産性向
上と⾔われており、いち早くこの技術を導⼊したいと考える企業は少なくない。⼀⽅で、中堅・中⼩・⼩規模事業
者にあっては、専⾨のICT技術者が在籍しているところは稀であり、県内にIT関連事業者が少ない状況も重なり、
対応をこまねいている現状にある。

AIサーバー室

カーボンニュートラル賞及びBELS※の５つ星認証
※建築物省エネルギー性能表⽰制度

事業概要

2021年度KPI
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・ZEBの取組は公共施設で率先して取り組むべきと考えており、省エネルギー・カーボンニュートラルを県が推進する上でも⾮常に象徴
的な取組となっている。企業に机上でZEBの説明をしてもピンとこないことが多いが、当施設がZEB・BELSの5つ星認証を受けたことで、
⽬に⾒える形で県内へ取組を広げるための役割を果たしている。
・製造業の現場におけるDXについて職員の知⾒を深めるとともに、施設共⽤部での⼤型モニタによるエネルギーの⾒える化や、エアコン
プレッサー配管をむき出しに設置してエア漏れロスの実験に対応できる等、⽣産現場を模した造りとなっている。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

地域住⺠や利害関係者との話し合いを通じた課題やニーズの明確化

 地域住⺠や利害関係者と話し合い、コロナ禍の特殊状況下なので、特に”コロナ
禍”をキーワードにしてニーズ、課題について来場者から聞き取りを⾏った。

 中⼩企業の依頼を受けて試験や共同研究を⾏う受け⾝の形での⽀援を⾏ってき
たが、DXや環境対応は新しい分野であり、センターの主な⽀援対象である中⼩
企業のニーズを先取りする形で取組を進めてきた。

⼈⼿不⾜を背景に
⾼まるAI技術のニー
ズを特定すると共に、
コロナ禍の県内製造
業の苦境に関する
課題を抽出できた。

拠点整備交付⾦の活⽤による⽣産性向上事業への挑戦と課題

 製造業への⽀援として、拠点内で開発したセンターIoTキット及びセンターAIキット
を活⽤して県内企業が⽣産現場の改善に取り組むため、貸出しを⾏ってきた。

 AI活⽤／IoTデバイス事業化・開発センター事業では、従来の製造業⽀援を超え
た取組として⻑野県の強みである「健康⻑寿」、「観光資源」、「⾷や農業」等の
産業分野において、県内の優れたセンシング技術を活⽤してビジネスを創出するた
めのプロジェクト⽀援を⾏っている。AI技術を利⽤するプロジェクトにおいては、拠点
に整備したAI学習⽤並列処理コンピュータを活⽤し、短時間で実現可能なAIモ
デルの構築に取り組んでいる。

社会の潮流やニーズ
を先取りする形での
取組を⾏う必要性
は以前から感じてい
たが、県の限られた
予算では取り組みづ
らい状況だった。当
交付⾦の活⽤により
新しいことに挑戦で
きている。

DX推進と脱炭素の取組に関する社会的関⼼の⾼まり

 エネルギーマネジメントの核となるのZEB（Net Zero Energy Building）について、
当拠点は県有施設で初めて認証を取得した。脱炭素の流れにおける県の政策
推進の⾒本としてメディアでも多数取り上げられている。

 社会の潮流（環境・AI/IoT）に合わせて、今後県内企業の取組が必要となる分
野を⼀歩先取りする形で事業に取り組んでおり、事業成果・研究成果発表を通
じて企業への啓発活動も積極的に⾏っている。

DX推進と脱炭素の
取組の重要性に関
し、事業・研究成果
発表やメディアへの
露出を通して、社会
的関⼼を⾼めること
ができた。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

・⽇進⽉歩でデジタル技術が⾰新を遂げる中、本来の試験研究業務に加え、当拠点を活⽤した県内企業による新規事業化まで⽀
援するには若⼿研究職員等⽀援リソースを確保することが課題。
・拠点整備交付⾦により社会の潮流に合った施設を整備することができたので、最⼤限活⽤して職員の知⾒やスキルを⾼めていき、
今後も企業が必要とする⽀援を継続していくことが重要と考えている。

外部⼈材の活⽤によるIoT事業における中⼩企業⽀援

 製造業への⽀援では、各種キットから得られたデータを活⽤した現場の改善活動
への⽀援を求める要望が出てきたため、⼯程改善等に知⾒を有する外部専⾨家
（企業OB）を派遣し、⽣産現場の刷新に取り組んでいる。

 AI活⽤／IoTデバイス事業化・開発センター事業では、コロナ禍による事業者の資
⾦問題等により事業化までこぎつけていないプロジェクトもあるが、整備した拠点に
おいて、新規案件の相談や⽉１回の定例会を実施する等、継続的なプロジェクト
⽀援を⾏っている。また開発領域が多岐にわたるため、IoT事業化プロデューサー
を中⼼に、多くのIoT事業化アドバイザーを配置している。

信州⼤学とも共同
研究に取り組んでい
るが、⼯程改善・現
場改善については現
場経験者による⽀
援の⽅が有効。また、
⽇本を代表する企
業のOBが当事業に
外部⼈材として参画
してもらうことができた。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓⻑野県 産業労働部産業技術課 TEL 026-235-7196 
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事例集
地⽅への⼈の流れ
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事業名称 ⾶び地⾃治体連携による成果連動型スポーツ健康まちづくり事業

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）

医療費・介護給付費の抑制額（※） ‐(0百万円)
• 歩数の増加や筋トレの継続が医療・介護給付費の抑制に資するという筑波⼤のエビ
デンスに基づく運動プログラムを提供することで、市⺠の健康寿命を延ばすことが⽬的。

健幸ポイントプログラムの参加者数 799⼈(880⼈)
• 社会的変容につながる「40歳以上⼈⼝の13.5％（3,450⼈）」を5年間で⽬指す上
で、初年度分880⼈の巻き込みを図るため。

80・90歳代の健幸ポイントプログラムの
参加者数 88⼈(116⼈)

• 上記参加者の15％分を80・90歳代とし、より⾼い医療費・介護給付費抑制額を⽬
指すため。また、当該年代に社会参加を促すため。

事業を通じた市⺠の健康投資（※） ‐(43万円)
• 参加前後で、参加者の健康関連物品の購⼊や健康関連サービスへの投資額を⽐較
することで、健康無関⼼層が関⼼層にどの程度転じたかを計測するため。

■申請団体名︓兵庫県⻄脇市 ■分野・テーマ︓【地⽅への⼈の流れ】⼈材分野

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム 地⽅公共団
体が設定

参考案

事業の効果

解決したい課題 健康寿命の延伸

取組（アプローチ） その他

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 47,156千円（2021年度）
総額 188,335千円（2021~2023年度、計画ベース）

【事業の背景・経緯】 兵庫県⻄脇市の⼈⼝(2020年国勢調査)︓38,673⼈
 ⾃治体連携を構成する各市町は兵庫県⻄脇市（3.9万⼈）・福井県⼤野市（3.2万⼈）・京都府南丹市（3.1万⼈）・岩⼿県⾦ケ崎町（1.6万⼈）。

これからの10年間で⼈⼝減少とともに後期⾼齢者⼈⼝割合が⾼まり、4市町で約2,200⼈の増加(19%→24%)、その結果、後期⾼齢者医療費は約15億円
の増額が試算される。加えて、各市町とも独居⾼齢者の割合が増えることによる社会的フレイルが課題となり、要介護認定者約750⼈増（介護給付費11億
円増）が試算される。これにより、今後、⾼齢化に伴う地域活⼒の低下（経済的側⾯も含めて）、労働⼈⼝の減少による担い⼿不⾜が予想されるとともに、
医療費・介護給付費の増⼤に伴い、地域への投資的経費が減少することが懸念される。

 この問題に対して、4市町は、これまでもSWC⾸⻑研究会に加盟し、⾃然と歩く・歩かされるまちづくりとして、『健幸都市＝Smart Wellness City』の実現をコ
ンセプトにした取組を進めてきた。既に各市町の総合戦略には、⼈⽣100歳時代にむけた⽣涯活躍のまちづくりを掲げ、まちの活性化と健康寿命の延伸に向けた
取組を施策に反映している。当事業ではこの取組をさらに加速させるため、“スポーツ健康まちづくり”の視点を新たに加えた総合政策として取り組み、地⽅創⽣の
政策効果を⾼めることを狙いとする。

【事業内容】
 当事業では、住⺠全体のヘルスリテラシー・ソーシャルキャピタル向上にむけた取組として、インセンティブ施策とス

ポーツ健康まちづくり施策をパッケージ化し、全国的にも先駆的な事業規模となる”40歳以上⼈⼝の2割参加”
を⽬標とした⼤規模ポピュレーションアプローチを実施する。
1）40歳以上⼈⼝の2割が参加する成果連動型の⼤規模ポピュレーションアプローチ
4市町それぞれが、40歳以上⼈⼝2割以上の参加を⽬標としたインセンティブ施策「健幸ポイントプログラム」を
実施する。事業は既に医療費・介護給付費抑制効果のエビデンスを有する⺠間企業に成果連動型契約
（PFS︓Pay For Success）で委託。
2）80・90歳代の社会参加を促すスポーツ健康まちづくり
当事業では参加者のうち6割以上を健康無関⼼層とし、80・90歳代の参加者構成を15%以上にするという⾼
い⽬標の実現に向け、健康無関⼼層・⾼齢者が外出及びコミュニケーションをする場を⽇常⽣活につくる。
3）コロナ健康2次被害対策にも寄与する住⺠のリテラシー向上策
当事業では健幸ポイントプログラム参加者のうち、リタイア層を対象に住⺠サポーターとしての研修（健幸アンバ
サダー養成講座等）を実施する。住⺠サポーターは⾃⾝のヘルスリテラシー向上とともに、住⺠のヘルスリテラ
シー・ソーシャルキャピタルを向上する役割を担う。

医療費・介護給付費の
抑制額

事業を通じた市⺠の
健康投資

【交付⾦事業のアウトプット】
 健幸ポイントプログラムの参加者数

2021年度実績値: 799⼈
 80・90歳代の健幸ポイントプログラムの参加者数

2021年度実績値: 88⼈

【その他の交付⾦事業の効果】
 歩数、⾎圧、体⼒年齢、肥満等の変化、事業からの離脱率

アウトプット

健幸アンバサダー養成講座の様⼦
https://www.city.nishiwaki.lg.jp/kakuk
anogoannai/kurashianshinbu/kenkou

ka/ambassador/24429.html

【事業主体】
 ⻄脇市、⼤野市、南丹市、⾦ヶ崎町

推進交付⾦

健康無関⼼層・⾼齢者層の
外出・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ促進取組数

※「医療費・介護給付費の抑制額」及び「事業を通じた市⺠の健康投資」は効果が発現するのに時間を要するため、いずれも2023年度末時点で計測予定。

80・90歳代の健幸ポイントプロ
グラムの参加者数

健幸ポイントプログラムの
参加者数

健幸アンバサダー養成講座
研修等の実施数

事業概要

2021年度KPI
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当事業では⾼齢者の⽅にICTを活⽤してもらうべく、アナログの併⽤という形で理解増進に努めている。例えば、体組成の測定結果は、
タブレットやスマホで随時閲覧可能であるものの、ICT技術に慣れていない⾼齢者を意識して、⼀⼈ひとりに表彰状を模した実績レポー
トを３回郵送する等、分かりやすい⽅法で参加者の健康に関する関⼼を⾼める⼯夫をしている。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

各種調査結果の横断的な分析による課題・ニーズの明確化

 当事業の着⼿前に、国⺠健康保険事業や介護保険事業等において縦割りで
⾏っていたアンケート調査結果について、横断的に各地区の特徴を再分析し、総
合評価を⾏った。その結果、地域ごとの健康課題や健康意識の濃淡が⾒える化
され、課題やニーズを明確化することができた。

各市町とも⾼齢者
世帯の割合が増え
ることによる社会的フ
レイルという課題を特
定することができた。

4市町連携によるスケールメリット及びPFS契約の有効活⽤

 事業主体は、連携する4市町と⼤学発ベンチャー企業、健康機器販売企業が共
同で設⽴した合同会社、筑波⼤学による産官学連携チームであり、定期的な協
議を実施した。

 連携する4市町が合同で請負者とPFS契約を締結した。

合同によるスケール
メリットやPFS契約
によるインセンティブ
効果を⽣かした契約
相⼿先の確保と請
負額の低減を実現
した

外部評価の透明性確保と指摘事項の事業ベースでの随時改善

外部評価の結果は議事録として公開するとともに、3〜5年スパンのKPI達成に向け
て、外部評価での指摘事項は随時改善し、参加者満⾜度の向上に努めた。事業
計画における参加規模については当初から当該スパンで⾒込んでおり、変更の予定
はない。

健幸アンバサダーに
は予定の2.5倍の応
募があり、定員を拡
⼤して予定以上の
養成を実施した。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

事業体質的に参加者の興味を惹きつけるためのインセンティブにかかる費⽤もあり、このままでは交付⾦事業が終了すると財源の問題
に直⾯する。健幸ポイントプログラムの参加者からは好評をいただいており、数社から企業版ふるさと納税の申し出も受けているが、事
業の⾃⾛化という観点では、安定的な財源の確保が望まれる。

客観的な事業評価と推進協議会及び市議会による効果検証

⼤学発ベンチャー企業、健康機器販売企業が共同で設⽴した合同会社が中間⽀
援を、筑波⼤学が予め規定された基準や計算式に従って評価を⾏っている。

⻄脇市健康づくり推進協議会及び市議会で進捗及び成果の検証を⾏った。

評価に客観性が担
保されたほか、参加
者属性や成果に関
する多⾓的な検証と
今後の改善点等の
提⾔が得られた。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓兵庫県⻄脇市 くらし安⼼部健幸都市推進課 0795-22-3111

イノベーション理論に基づいた社会的変容に必要な⽬標設定

 イノベーション（普及）理論に基づき、アーリーアダプターに相当する40歳以上⼈
⼝の13.5％（約3500⼈）の直接体験によって社会的変容を⽬指し、医療費・
介護給付費の抑制に5年間のスパンで取り組む。

KPI⽬標達成に向
けて着実に参加者
数を増やしている⼀
⽅で、市の設備拡
充も喫緊の課題に
なっている。
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事業名称 ⼤槌ジビエソーシャルプロジェクト

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）

ジビエに係る関係⼈⼝及び交流⼈⼝ 10,638⼈（4,730⼈） • 事業全体の効果を計測する。

ジビエサイクル事業に係る関係⼈⼝ 423⼈（30⼈） • ジビエサイクル事業で実施する各事業の直接的効果を計測する。

オンラインプラットフォーム利⽤者数 2,875⼈（2,400⼈） • オンラインプラットフォームによる直接的効果を計測する。

ジビエPR事業の効果による交流⼈⼝ 7,340⼈（2,300⼈） • ジビエPR事業の直接的効果を計測する。

■申請団体名︓岩⼿県⼤槌町 ■分野・テーマ︓【地⽅への⼈の流れ】⼈材分野

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム 地⽅公共団
体が設定

参考案

事業の効果

解決したい課題 地⽅の魅⼒の低下

取組（アプローチ） 地域の魅⼒を向上させる取組/地域資源の活⽤／再注⽬（イベント開催、情報発信、品質向上、
規制緩和、新規開拓）

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 42,048千円（2021年度）
総額 110,480千円（2020~2022年度、計画ベース）

【事業の背景・経緯】 岩⼿県⼤槌町の⼈⼝(2020年国勢調査)︓11,004⼈
 ⼤槌町においては、東⽇本⼤震災津波の被災が⼈⼝減少・少⼦⾼齢化に拍⾞をかけ、地域の持続可能性に懸念が⽣じている。⼀⽅で、復興⽀援を通じた

町外の個⼈・団体との新たなつながりが⽣まれているものの、関係の強化や、交流の促進については、効果的な施策を打てていない状況である。復興まちづくりに
よる居住・交通インフラの充実が図られ、物理的には⼈・物の交流の環境が整った現在、逆に⼈⼝流出の可能性も危惧される。

 また、社会的課題の⼀つでもある、ニホンジカを中⼼とした野⽣⿃獣による農林業への深刻な被害がある⼀⽅で、駆除された個体は活⽤されずに廃棄されており、
⾼齢化によるハンターの⼈材不⾜は⼤槌町においても喫緊の課題である。

 ⼤槌町では、猟友会等を中⼼に、以前からジビエ（主に⿅⾁）については、伝統的な⾷習慣があり、⾁の処理技術も⻑けたものを有しているが、⾁の「うまさ」
はあっても、商品化までのノウハウがなく、また販路の開拓が困難な状況である。

 これらの背景を踏まえ、有害駆除したニホンジカを活⽤した、新たなジビエを活⽤した事業を創出し、オンラインプラットフォームによる販路の開拓とPR、ジビエの⾁
や関連商品並びにハンター（猟）の魅⼒の発信を交流につなげることで、担い⼿の確保等社会的な課題の解決を図るとともに、ジビエを基軸とした「関係⼈⼝・
交流⼈⼝の創出・拡⼤」の実現を⽬指すものである。

【事業内容】
 当事業では、ジビエを活⽤したソーシャルビジネスを展開することで「関係⼈⼝・交流⼈⼝の創出・拡⼤」を図ることを⽬

指し、以下の事業に取り組む。
 ジビエリサイクルの構築

ジビエサイクルの構築事業により、現在廃棄しているシカ⾁を活⽤して商品化が可能となり、新たな地域内経済の循
環を⽣み、⿃獣駆除を⾏うハンターの意欲を向上させる。また、ジビエサイクルをパッケージ化してジビエ塾で展開するこ
とで、⿃獣被害による社会的課題の解決に寄与する。さらに、ジビエ塾やジビエツアーによる関係⼈⼝の開拓により、交
流⼈⼝への展開につながり、ハンターや関連の仕事の担い⼿の発掘と育成が可能になる。

 オンラインプラットフォームの構築
ECモールによりジビエ商品の販路開拓が実現。オンラインサロンにより、ジビエを基軸に町や地域の情報発信、魅⼒発
信が図られ、オンライン上の関係⼈⼝、交流⼈⼝の拡⼤が図られる。

 ジビエPR事業
事業全体をPRすることで費⽤対効果と相乗効果を⽣む。オンライン/オフラインイベントの参加による関係⼈⼝/交流⼈
⼝の拡⼤が図られる。

【交付⾦事業のアウトプット】
 ジビエに係る関係⼈⼝及び交流⼈⼝

2021年度実績値: 10,638⼈
 ジビエサイクル事業に係る関係⼈⼝

2021年度実績値: 423⼈
 オンラインプラットフォーム利⽤者数

2021年度実績値︓2,875⼈

 ジビエPR事業の効果による交流⼈⼝
2021年度実績値︓7,340⼈

【その他の交付⾦事業の効果】
 新規ハンターの育成が図られた。
 事業規模が拡⼤したことで移住者を含めた雇⽤が拡⼤した。

アウトプット

ジビエ事業

【事業主体】
 株式会社ソーシャルネイチャーワークス

推進交付⾦

ｼﾞﾋﾞｴ関係・交流⼈⼝

関係⼈⼝(ｼﾞﾋﾞｴｻｲｸﾙ事業)
ｵﾝﾗｲﾝﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ利⽤者数

交流⼈⼝(ｼﾞﾋﾞｴPR効果)

ｼﾞﾋﾞｴ域内経済循環推計
ｼﾞﾋﾞｴPR件数(開催ｲﾍﾞﾝﾄ数)

⿃獣課題減少率

狩猟後継者数

事業概要

2021年度KPI
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・地域住⺠の理解醸成という⽬的から、事業⽴ち上げの1年半前からジビエ勉強会を開いて当事業の意義を丁寧に説明してきた。
・⿃獣被害の解決とジビエを基軸とした「関係⼈⼝・交流⼈⼝の創出・拡⼤」という⼆つの政策をうまく連携させることで、事業としての
意義や今後の持続性に⼤きな強みを持たせることができた。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

ジビエ勉強会を通じた地域住⺠との合意形成と円滑な事業展開

 ジビエ勉強会を開催し、⿃獣被害が⾏政課題だけはなく、地域の課題であること
をステークホルダーと共有した上で実施した。

 地域資源の活⽤にあたり、地域の⽣産者との合意形成に⼗分な時間を費やした。

事業の公益性に関
する共通認識の醸
成及び事業のスムー
ズなハンドリングを⾏
うことができた。

ジビエソーシャルプロジェクトに付随する様々な事業による収益化

 ジビエサイクルについては、⾷⾁・⾓・⾰の販売事業による独⽴採算での収益化を
⾒込み、ジビエ塾、ジビエツアーについては、⼈材育成に係る業務受託料を⾒込
む。また、オンラインプラットフォーム事業については、利⽤事業者からのサービス利
⽤料により運営を継続する⾒込み。

最も困難であるジビ
エサイクルの構築に
成功したことで、事
業収⼊を通じて⾃
⽴化の⾒込みを⽴
てることができた。

地域間連携を通じたジビエサイクルの他地域への⽔平展開

 ⼤槌町は釜⽯市と隣接しており、これまで⼤槌ジビエ勉強会へ参画してきた当地
域のハンターが所属する猟友会も「釜⽯・⼤槌猟友会」と広域連携に基づく組織
である。地理的な意味でも、両市町ともにニホンジカによる農林業被害等の社会
的課題は共通するものであり、当事業で構築するオンラインプラットフォームへの参
加により、連携してこの課題解決及びジビエ⾁・⽪⾰製品等の活⽤を図ることに
資するものである。

 同様に将来的には、地域を問わず⿃獣被害による社会的課題を抱えている地⽅
公共団体が当プラットフォームに参加することで、課題解決及びジビエ活⽤に向け
た取組が可能であるとともに、当オンラインプラットフォームの参加団体が増えること
で、更なる広域連携のもと情報量が増加し、相乗効果が⽣まれる。

⼤槌町の取組を起
点として、⿃獣被害
の課題を抱える他地
域とのノウハウの共
有や相乗効果を⽣
み出せている。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

地⽅創⽣交付⾦を活⽤することで事業の⽴ち上げ（ジビエサイクルの構築）に成功した。今後は農⽔省の⿃獣被害防⽌総合対策
交付⾦（ジビエ利⽤拡⼤推進事業）を主な財源としながら、地域の⾷⾁ブランディングやハンターの育成を積極的に⾏うことで、⿃獣
被害と地域の魅⼒向上という⼆つの課題に取り組んでいく。

政策間連携を意識した事業サイクルと⺠間事業者との協働

 シカを狩猟するハンターから⾷⾁加⼯事業者へ、⾰や⾓はクラフト作家へ提供、こ
れらの商品・作品を⼤槌のストーリーとともに特設の通販サイトで消費者へ伝え、
ジビエツアーという形で観光需要を喚起し、最終的には⿃獣被害の撲滅にとって
重要なハンターの育成へとつなげている。

 町内の事業者が⾏う、捕獲・⾷⾁加⼯・販売・塾・ツアー等の個々の事業を町が
包括的に掌握し連携を促しサイクルを形成することで、各事業の持続性及び採
算性を相乗的に⾼めるねらいである。

⿃獣被害の解決と
地域のブランディング
を連携させることで
持続可能な事業ス
キームを構築すること
ができた。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓岩⼿県⼤槌町 産業振興課 0193-42-8717
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事業名称 島まるごと海⼠町版RESASの構築と活⽤事業

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標
値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）

海⼠町版RESASの活⽤による域内外での
ワークショップ、及び官⺠連携プロジェクトの数 4件（4件） • 海⼠町版RESASの活⽤、普及

海⼠町版RESASを題材とした教育分野に
おける地域課題解決型プロジェクトの数 3件（3件） • 地元⼩中学校、⾼校における活⽤、普及

第2期総合戦略のKPIのうち海⼠町版
RESASでモニタリング可能な数 4件（4件） • 第2期総合戦略の推進

第2期総合戦略のKPIのうち前年度よりも数
値が改善された数 6件（6件） • 第2期総合戦略の推進

■申請団体名︓島根県海⼠町 ■分野・テーマ︓【地⽅への⼈の流れ】⼈材分野

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム 地⽅公共団
体が設定

参考案

事業の効果

解決したい課題 地⽅の魅⼒の低下

取組（アプローチ） ⽣産性を向上させる取組/情報システム導⼊（ICT、IoT等導⼊促進）

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 42,000千円（2021年度）
総額 114,000千円（2020~2022年度、計画ベース）

【事業の背景・経緯】 島根県海⼠町の⼈⼝(2020年国勢調査)︓2,267⼈
 海⼠町は、産業分野におけるいわがき「春⾹」や隠岐⽜、CAS商品等の⼀点突破型産業振興策による外貨獲得と雇⽤の創出や、教育分野における隠岐島

前⾼校魅⼒化プロジェクトにより廃校⼨前だった島前⾼校の⽣徒数をＶ字回復させる等、多くの成果を上げてきた。しかし、こうした産業や教育での施策を進め
多くの移住者の受け⼊れをしても、転出による社会減もあり、全体傾向として緩やかな⼈⼝減少にある。

 転出の要因は、所得が低いため⽣活が安定しないことや、⾼齢化による医療介護⾯での不安、移住者が⼩さな地域コミュニティに馴染めなかったこと等、さまざま
な要因が複雑に絡み合っている。国勢調査やセンサス、国版RESASのような粒度が⼤きなデータから地域の外観はわかるが、地域の特性に応じて掘り下げた⼿
触り感のある課題が⾒えず、次のステップをイメージしづらい。また、⼈⼝規模が少ない海⼠町のようなところでは、既存のデータベース粒度では地区毎の実態が⾒
づらいため、粒度の⼩さなデータを⽤いて現状分析を⾏うための海⼠町版RESASが必要であった。

 海⼠町版RESAS（AMASAS）は、課題への道筋やプロセス、成果を可視化するためのツールとして活⽤している。ツール開発にあたっては、地⽅創⽣策を考
える上で、地域全体をつかむデータ構成（⿃の⽬）、⾏政（含担当課間）が持つデータと⺠間保有データの統合により⾒えてくる可能性（⾍の⽬）、「数年
後、XX地区はYYという事態に陥る」のように時系列で⾒た予測（⿂の⽬）の視点を重視した。

【事業内容】
 当事業では、海⼠町の課題を詳細に把握可能な様々な分野の分析メニューを⾏政各部署や⺠間事業所、地域

住⺠に提供し、データに基づいた官⺠連携による施策⽴案及び検証を実現することを⽬的に、RESASよりもより粒
度の細かい海⼠町内のデータを収集しクラウド上で⼀元管理する｢海⼠町版RESAS︓AMASAS｣のシステムの構
築及び活⽤を⽬指す。

 例えば、定期健診時や⽔道の権利関係と使⽤者のデータ等の組み合わせによる分析が⾏われている。役所のみが
持っている個⼈情報を、公統計情報と合わせてデータソースとしているため、⼈数が少ない地区では個⼈が特定され
やすく、公開が困難である。現時点では、役所と福祉施設の⻑といった⼀部の限られた者のみがデータを活⽤して現
状分析を⾏っている。

 例えば、⼈⼿不⾜という現状に対する政策と現場の理解の齟齬を解消するために、業務の可視化を⾏い、データ化
された事実に基づいたディスカッションが⾏われている。これにより、⼈⼿不⾜の原因を追究し、具体的な対策の検討
が可能となっている。

【交付⾦事業のアウトカム】
 海⼠町版RESASの活⽤による域内外でのワークショッ
プ、及び官⺠連携プロジェクトの数
2021年度実績値: 4件

 海⼠町版RESASを題材とした教育分野における地域
課題解決型プロジェクトの数
2021年度実績値: 3件

【交付⾦事業のアウトプット】
 第2期総合戦略のKPIのうち海⼠町版RESASでモニタリング
可能な数
2021年度実績値︓4件

【その他の交付⾦事業の効果】
福祉施設での業務の可視化（直接業務/間接業務）により、ス
マートアイランド実証実験等の新たな動きにつながった。

アウトプット

AMASASウェブページ

【事業主体】
 島根県海⼠町

推進交付⾦

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ・官⺠連携PJ数

教育分野課題解決型PJ数

第2期総合戦略KPIﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ数

第2期総合戦略KPI改善数
地域課題可視化分析メニュー数

転出者数

移住⼈⼝

事業概要

2021年度KPI
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事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

外部⼈材の活⽤と課題解決を意識した⼈的ネットワークの構築

東京の企業⼈を招致し、海⼠町に住んでもらいながら協議や開発を⾏った。
政府が保有する粒度が⼤きなデータではなく、地域が保有するデータを可視化する
ことにより、地元住⺠にとって⼿触りのある課題を分析するためのツールとして海⼠町
版RESASを開発した。
役場各課や地元商⼯会、各事業所等と連携し、必要なデータ収集が⾏えるよう⼯
夫した。

⾝近な問題をデータ
として⾒せることがで
き、住⺠の意識が変
わりつつある。

将来の⾃⾛化を視野に⼊れたシステム設計と⼈材育成

管理・メンテナンス費⽤は海⼠町の財源（⾃主財源）を充てる予定であるが、⼤
きなコストはかからず運営できるようなシステム設計をしている。

定期的なデータ更新等は、町内の⼈間でできるようコーディネーターの育成を同時に
⾏っている。

より専⾨的な分析
API拡張機能を開
発予定。

議会や各現場における開発の進捗状況や機能等の定期的な報告

議会や各現場において、開発の進捗状況や機能の紹介等を定期的に⾏い、フィー
ドバックや検証等を⾏った。

開発チームによる役場各課や各事業所でのヒアリングを続けており、更なる分析メ
ニューの充実を進めている

それぞれからのフィー
ドバックにより、次年
度以降の取組につ
いて、⽅向性を定め
ることができた。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

課題を可視化し、課題解決⽅法を話し合う

具体的な対策や計画を考えるために、粒度の⼤きなデータを⾒せるのではなく、⾃
分たちの「アンテナが⽴つレベル」まで⼩さくしたデータを⾒せることを⼼掛けている。

課題を可視化すれば、次に何をすべきかが⾒えるという「課題Driven」の考え⽅を基
に、出⼝につながるデータの可視化を意識している。

役場職員や介護施設や医療施設の職員（現場）、住⺠向けのワークショップ等で
可視化されたデータを基に、次に必要な⾏動をディスカッションしている。

Factベースで⾝近な
課題認識が出来る
ようになり、課題解
決に向けた関係者と
のコミュニケーションの
質が向上した。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓島根県海⼠町 ⼈づくり特命担当課 08514-2-1221

継続的な活⽤のためにデータ整備等に取り組んできたが、医療従事者や観光業従事者から、より専⾨的に取り組みたいという要望が
出るようになったため、より⾼度で専⾨的な要望への対応をしていきたい。また、データの粒度が細かく個⼈が特定できてしまうため、現
状では、⼀部のデータ以外は特定の⼈（主に⾏政）しか⾒られないため、オープンデータ化を検討していきたい。⼈⼝規模や課題によ
りカスタマイズが必要ではあるが、地⽅公共団体への横展開にも取り組んでいきたい。

「第2期海⼠町エンジン全開計画」を背景に、内閣府への出向時にRESAS構築に携わった外部⼈材による問題提起と、⾏政担当
者との協議・活発な意⾒交換が当事業の起点となっている。
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事業名称 多世代交流カフェ整備事業計画

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）

世代間交流施設利⽤者数 3,282⼈（120⼈） • 利⽤者の数を⽬標値として設定することで、事業の実施による直接的な効果とし
て利⽤者間や関係者間等の交流の機会の増加を図ることができる。

U・Iターンの⼦育て世代の移住世帯数 0世帯（4世帯） • 事業の実施による効果として、交流が促進され地域の魅⼒を発信することで移
住者の増加につなげたい。

多世代交流カフェ売上額︓千円 2,308千円
（3,000千円）

• 施設の売り上げを⽬標値として設定し、事業の実施による直接的な経済効果を
検証することで事業の⾃⽴性や継続性の担保を図ることができる。

■申請団体名︓群⾺県南牧村 ■分野・テーマ︓【地⽅への⼈の流れ】⼈材分野

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム 地⽅公共団
体が設定

参考案

事業の効果

世代間交流施設利⽤者数

解決したい課題 魅⼒あるインフラ等の不⾜

取組（アプローチ） 地域の魅⼒を向上させる取組/拠点の導⼊・整備（魅⼒のある拠点を整備、交流スペース提
供）

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 49,226千円（2017年度）

【事業の背景・経緯】 群⾺県南牧村の⼈⼝(2020年国勢調査)︓1,661⼈
 平成28年国勢調査によれば、⼈⼝1,979⼈のうち65歳以上の⼈⼝が1,197⼈であり、⾼齢化率は60.48％（全国⼀位）となっている。⾼齢者世帯の独居

化が進むにつれ、村外の家族の元へ移住していく⽅も多い。⽣まれ育った地域で⽣涯⽣活できる⽣きがいの創出が必須となっている。
 ⾼齢者の⽣きがいづくりの場を整備・活⽤するとともに医療・介護サービスの充実により、いつまでも健康で安⼼して暮らせる施策の展開及び⼦育て⽀援をより⼀

層充実させ、若者、⼦育て世代の移住促進を⽬指す。あわせて、移住者と住⺠及び住⺠同⼠が世代を超えて積極的な交流を図ることで、⽀え合いと村の活
性化を促進する「多世代交流による⽣涯活躍の村づくり」を⼒強く推進していく。

【事業内容】
 新たな施設として多世代交流カフェを整備・活⽤することにより、多世代にわたる移住者と地域住⺠の交

流及び住⺠同⼠の交流を促進し、地域コミュニティの活性化と世代間の連帯を通して、将来にわたって持
続的な村づくりを図るための環境を整備する。

 飲⾷の提供による収益の確保により3〜5年後には⾃⽴した経営として当交付⾦に頼らない経営を⽬指
す。また、整備する雇⽤施設の敷地内には軽費⽼⼈ホームがあり、次年度以降には、⼩規模特別養護
⽼⼈施設及び診療所も設置予定で多くの利⽤者が⾒込まれ、売上の向上も期待できる。

 運営は地域のNPO法⼈が⾏い、⾏政は施設整備の他、運営ノウハウの取得に向けた知⾒者の派遣、
研修会等運営・経営分野でのバックアップを⾏う。

 交流カフェでは、地元農産物による⾷事の提供による農業政策、⾼齢者の⽣きがい創出による福祉政
策、活発な交流の促進による若者世帯の移住推進政策を連携し、⼀体的に取り組む。

世代交流カフェ売上額

U/Iﾀｰﾝ⼦育世代移住数

【交付⾦事業のアウトカム】
 世代間交流施設利⽤者数

2021年度実績値: 3,282⼈
 多世代交流カフェ売上額

2021年度実績値: 2,308千円

【総合的なアウトカム】
 U・Iターンの⼦育て世代の移住世帯数

2021年度実績値︓0世帯

アウトプット

【事業主体】
 NPO法⼈ MINNAなんもく（2018.4~2021.3）
 任意団体 もくもく会（2022.4~）

体験メニュー等のサービス開発数

拠点整備交付⾦

多世代交流カフェイベント数

施設外観

イベントでの交流の様⼦

事業概要

2021年度KPI
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単純に飲⾷で利⽤するだけではなくて、各種イベントを通じた交流の場として施設を有効活⽤した。また、⻘年海外協⼒隊の経験を
有する地域おこし協⼒隊員による英会話教室やウガンダコーヒーの提供等、「その場でしか体験できない」付加価値の⾼い商品・サー
ビス開発に努めることで、施設の利⽤客数を増やすことに成功している。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

多世代交流の拠点づくりとNPO法⼈による特⾊ある事業運営

 新たな施設として多世代交流カフェを整備・活⽤することにより、多世代にわたる
移住者と地域住⺠の交流及び住⺠同⼠の交流を促進する。

 運営は地域のNPO法⼈が⾏い、⾏政は施設整備のほか、運営ノウハウの取得に
向けた知⾒者の派遣、研修会等運営・経営分野でのバックアップを⾏っている。

運営当初の担い⼿
を確保できたほか、
施設の利⽤者数は
⽬標を⼤きく上回っ
た。

付加価値の⾼いサービス提供による収益増加とそれに向けた施策

⻘年海外協⼒隊経験者が運営する英会話教室やウガンダコーヒーの提供等、各
種イベントを通じて、単なる商品ではなく、体験メニュー等のサービスによる収益増加
を⽬指す。単なる利⽤者の増加に終わらせず、営業⽇を増やしたり、徐々に有料メ
ニューへ移⾏する等、あらゆる施策を模索した。

利⽤者数は順調に
推移している⼀⽅で、
⾃⽴化に⼗分な収
益はまだ確保できて
いない。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

将来の⾃⽴化を⽬指して事業収⼊を増やすためには、単純な利⽤者数の増加から、住⺠がお⾦を払っても良いと思えるような有料メ
ニューへの移⾏が必要である。

経費⽼⼈ホームや診療所の設置による施設利⽤収益の底上げ

 ⻘年海外協⼒隊の経験者等を活かした英会話教室やウガンダコーヒーの提供を
通じて、特⾊ある事業運営を図った。

 整備する雇⽤施設の敷地内には軽費⽼⼈ホームがあり、次年度以降には、⼩規
模特別養護⽼⼈施設及び診療所も設置予定で多くの利⽤者が⾒込まれ、売上
の向上も期待できる。

「ここでしか体験でき
ない」付加価値の⾼
い商品・サービスを
提供することで、施
設利⽤者数の増加
を達成することができ
た。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓群⾺県南牧村 総務部 村づくり・雇⽤推進課 0274-87-2011

利⽤者数の増加から将来的な⾃⽴化に⼗分な収益の確保へ

英会話教室の有料化への移⾏に加えて、ウガンダコーヒーをその場で提供するのみ
ならず、インスタントコーヒーとして販売する等、あらゆる⼿法で事業収⼊の増加を図っ
ている。

現在は利⽤者数の
安定的な増加に留
まっており、引き続き
収益確保に取り組
んでいく。
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事業名称 増⽥邸跡拠点施設整備事業

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）

拠点施設利⽤者数 5,365⼈
（1,000⼈） • 施設利⽤者数を計測することにより拠点施設の活⽤状況が図れる。

拠点施設売上 6,060千円
（2,000千円） • 売り上げ⾼が増加していくことにより、運営状況が計測できる。

拠点施設従業者数 4⼈（2⼈） • 従業員者数が増えることにより、町内に新たな雇⽤を⽣み出す。

■申請団体名︓奈良県⾼取町 ■分野・テーマ︓【地⽅への⼈の流れ】⽣涯活躍のまち分野

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム
地⽅公共団体
が設定

参考案

事業の効果

拠点施設売上

解決したい課題 転出者の増加

取組（アプローチ） 地域の魅⼒を向上させる取組（魅⼒のある拠点を整備、交流スペース提供）

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 34,735千円（2019年度）

【事業の背景・経緯】 奈良県⾼取町の⼈⼝(2020年国勢調査)︓6,729⼈
 当該地区は、江⼾時代に⾼取城の城下町として発展し、500棟もの商家がひしめき合っていた。明治時代以降は、伝統的建築のまちなみが残り、明治15年に

は約300棟の⺠家があり、そのほとんどが商店であったと記されている。しかし、近年は⾞社会が進⾏し、ショッピングセンターや総合スーパー等に客が流出し、商店
が衰退。少⼦⾼齢化や⼈⼝減少等の社会構造の変化により、空き家や空き店舗の増加が加速的に進み賑わいを失っている。

 平成27年には、⾼取町と奈良県が「包括的な連携と協⼒に関する協定」を締結し、当該地区のまちづくりのコンセプトや将来像、基本となる取組を記載した基
本構想を策定した。地域住⺠や県と課題の洗い出しを⾏い、地域性を活かした住みよいまちづくりを進めるための⽅針を定めた。

 上記⽅針に基づき、⼟佐街道の中⼼地となる場所に新たな拠点施設を整備し、多くの⼈が⾏き交う施設として発展させ、まちなみの保存と整備活⽤、賑わい
づくりやまちづくり活動への参画を促す。

【事業内容】
 中⼼エリアとなる増⽥邸跡地にチャレンジショップとコミュニティースペースの機能を併せ持つ「交流拠点施

設ワニナル」を新たに建設、運営する。ワニナルの「和」には、なかよくする、調合する、混ぜ合わせる等た
くさんの意味があるように、その名のとおり多くの⼈が集まる場を提供する。

 これらの取組により、現在観光客が増加傾向にある⼟佐街道周辺にわざわざ訪れたくなるスペースを確
保し、交流⼈⼝の増加を図るとともに、「ちょうどいい町たかとり」のブランディングを強化することで若年層
のコミュニティ活動の充実を図り、流出⼈⼝を減少させることを⽬的とする。また、新たに⽣まれた交流⼈
⼝の増加により、近隣に密集する空き家への移住を促進することを⽬的とする。

 チャレンジショップが軌道に乗れば、近隣の空き家を利⽤した開業につなげ、空き家の解消と活⽤を促
進する。また、交流施設を地域住⺠や観光客等が集まる拠点とすることで、地域の活⼒が⽣まれ、交
流⼈⼝の拡⼤や地域コミュニティの強化、定住⼈⼝の流出に⻭⽌めをかける効果を狙う。

拠点施設従業者数

移住者の増加

町内における雇⽤創出

【事業のアウトカム】
 拠点施設利⽤者数

2021年度実績値︓+5,365⼈
 拠点施設売上

2021年度実績値︓+6,060千円
 拠点施設従業者数

2021年度実績値︓+4⼈

【その他の副次的効果】
 就業者数の増加
店舗の⾒た⽬にこだわったため、町内住⺠が働きたい
環境となり、町内雇⽤が促進された。

アウトプット

拠点施設利⽤者数

増⽥邸跡拠点施設

【事業主体】
 奈良県⾼取町

SNS等を活⽤した情報発信
回数

拠点整備交付⾦

チャレンジショップ開店数

事業概要

2021年度KPI
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地域住⺠に魅⼒的な店づくりはもちろんのこと、ターゲットを明確化した上でSNS等を活⽤した情報発信を適切に⾏うことで、地理的
な問題や地⽅であるということは関係なく、集客に結びつく可能性が⾒出せた。また、チャレンジショップの地域受⼊に向けて⾏政がコ
ミュニケーションの橋渡しになる等、丁寧に取り組んでいくことが重要である。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

地域ごとの⼈⼝推計や住宅需要等の複数データを整理しながら、
モデルコミュニティの設置場所を選定

地域住⺠と県との間で課題の洗い出しを⾏い、「観光振興による観光交流⼈⼝の
拡⼤」「若い⼈が魅⼒を感じるまちづくりの推進」の必要性について共通認識を持った。

当町の壺阪⼭駅か
ら隣村のキトラ古墳
に⼈の流れがあるこ
とから、拠点施設建
設時に⼈の流れを
作れる可能性が確
認できた。

検討段階から多様なアクターの意⾒を聞き、多⾓的に検討
住⺠が安⼼できる健康で快適な⽣活環境を実現しつつ、地域性を⽣かした賑わい
のある住みよいまちづくりのために必要な、駅、病院、社寺、公園等、地域創⽣に資
する拠点の特⾊に応じた機能の充実や強化を図った。

拠点間相互の連携を強めるため、類似した取組を⾏っている地⽅公共団体へ現地
視察を⾏った。

城下町の景観に合うようデザインや⾊を⼯夫、ターゲットを明確化し、SNS等を活⽤
した戦略的な情報発信を⾏った。

魅⼒的なデザインと、
効率的な情報発信
により、⼈が「わざわ
ざ訪れる場所」に
なった。

町議会・⾏政職員・経営者の密なコミュニケーションによる迅速なプロ
ジェクト改善

収⽀状況・客数・単価等、書⾯による経営状況確認・モニタリングもさることながら、
町議会議員が実際に現地を訪問し、施設のあり⽅への提⾔を⾏っている。

バリアフリー対応の必要性の提案、ショップだけでなく交流拠点施設であることを⽰す
看板の作成・掲⽰の提案等、⾏政職員と密に対話を⾏い、改善につなげている。

ショップ経営者とのコミュニケーション、周辺地域への啓蒙・普及等が町役場職員を
通じて丁寧に⾏われている。

滞在環境が変化し、
訪問顧客のニーズに
きめ細かく対応が出
来た。

来客数も増加し、
ショップ経営者と地
域住⺠との交流が
密に⾏われ、安定
的な経営を実現で
きた。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

現在、チャレンジショップの第⼀期選定店舗の町内展開がうまくいっているが、チャレンジショップは2年ごとに⼊れ替えることとなっているた
め、着実に経営できるチャレンジショップを継続的に選定できるかという点が課題である。継続的に魅⼒的な店舗を⼊居させ、利⽤者
が増え、将来的な移住者の増加につなげたい。

複数事業者、⾏政が円滑に情報を共有できる体制を構築

将来の⾃⾛化を⽬的とし、新築した旧増⽥邸跡地の建物内にチャレンジショップとし
て、スープカレー専⾨店を⼊居させている。

チャレンジショップの選定委員には商⼯会⻑や観光協会⻑、チャレンジショップ経験
者等を選任し、専⾨的なアドバイスを得ることで、⾃⾛に向けた⼒のあるチャレンジ
ショップを選ぶことができた。

⾃⾛に向けた経営
が着実に進んで、
チャレンジショップ卒
業後、町内の同エリ
アで独⾃店舗を出
店予定。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓奈良県⾼取町 総合政策課 0744-52-3334
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働き⽅改⾰
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事業名称 県内企業の魅⼒発信と雇⽤マッチングの促進による若者の定着実現化事業

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）
社会減の縮⼩数 1,541⼈（1,371⼈） • ⼤都市圏からの若者世代の移住者が増加したことが、主な要因。

20〜24歳の若者の
県外への転出超過の縮⼩数 361⼈（1,000⼈） • ⼤都市への就職希望者が未だ多く、⽬標未達成となった。引き続き県内産業の魅⼒

発信等に取り組む。

県内⼤学新規卒業者の
県内就職決定率 3%（10%） • 県内には少ない⼤⼿企業への就職志向が継続しているため、⽬標値を下回った。県内

の雇⽤の規模を確保し、地元企業への雇⽤を⽬指す。

■申請団体名︓愛媛県 ■分野・テーマ︓【働き⽅改⾰】若者雇⽤対策

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム
地⽅公共団体
が設定

参考案

事業の効果

解決したい課題 転出者の増加

取組（アプローチ） ⼈⼝を増加させる取組、転出防⽌（地域の魅⼒創出、雇⽤機会創出、地元若者への地元企業
魅⼒発信）

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 075,552千円（2021年度）
総額 237,686千円（2019~2021年度）

【事業の背景・経緯】 愛媛県の⼈⼝(2020年国勢調査)︓ 1,334,841⼈
 県内には農林⽔産業からものづくりまで多種多様な産業がバランスよく存在し、素晴らしい技術・製品を持つスゴ技企業をはじめ、魅⼒的な企業が存在している

が、依然として当県が転出超過である状況は変わっていない。
 世代別では、特に20〜24歳の若年者の転出超過が他の世代を⼤きく上回っている。平成30年7⽉に開催された県の⼈⼝問題総合戦略専⾨委員会において

は、この厳しい状況を踏まえ、就職時期の若年世代に対し、地元就職を促す取組を強化する必要があることが指摘された。
 県外への進学や就職による若年層の流出を⽌めるため、魅⼒的な県内企業の存在を紹介し、地元就職を選択する機会を増やす⽀援を⾏う必要がある。

【事業内容】
 ⾼校・⼤学卒業⽣といった就職世代は当然のことながら、中学⽣のうちから県内企業を知る機会を増やす。
 既に県外に出た若者を地元に戻すための取組として、県内企業と若者の雇⽤マッチングを強化する。
 働き⽅改⾰を軸とした職場環境の改善を図り、県内企業の魅⼒を上げ、若者の地元就職につなげる。
 中学⽣・⾼校⽣を対象とした事業を効率よく展開するために、県内の中学校・⾼校と県内企業に協⼒を依頼し、

事業の円滑な進捗を⽀援する。県内企業には、マッチングの場といった学⽣と交流を持つ機会を積極的に提供する
とともに、効果的なPR等を⾏うことで、県内企業の魅⼒を若年層に伝える。

【事業のアウトカム】（2021年度実績値）
 社会減の縮⼩数︓1,541⼈
 20〜24歳の若者の県外への転出超過の縮
⼩数︓361⼈

 県内⼤学新規卒業者の県内就職決定
率︓3％

【総合的なアウトカム】
 前年度に続き、社会減の縮⼩が⾒られる。

アウトプット

【事業主体】
 愛媛県

推進交付⾦

ジョブカフェ 愛Work

県内企業認知度

社会減の縮⼩数

20〜24歳の若者の県外への
転出超過の縮⼩数

県内⼤学新規卒業者の県内
就職決定率

県内企業マッチング・就職
イベント開催数

マッチングサービス利⽤者数

中学⽣の職場体験学習

事業概要

2021年度KPI
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事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

綿密なニーズ調査により、実態に即した事業内容を企画・⽴案

マッチングサイト内での求⼈や応募の動向分析により、求職者の志向・関⼼の変化
を踏まえ、地域ごとに特⾊のある産業へのマッチング⽀援を実施した。
創業者や関係者の意⾒を広く聴取した上で事業内容を検討した。
働き⽅改⾰等の実態を把握するための調査の調査項⽬を調査年度ごとに⾒直して
いる。令和3年度は、男性育休やテレワークに関する質問を新設した。

関係者のニーズに
沿った事業の企画・
⽴案ができた。

雇⽤環境の実態把
握の精度が向上し
た。

⼈材マッチングの強化と中学校・⾼校の教育プログラムの⾒直し
⼈材採⽤領域に豊富な知⾒を有する専⾨⼈材を活⽤し、県内企業の求⼈と求職
者のマッチングサービスを強化した。

県内中学⽣の職場体験学習受け⼊れ先の県内企業や事業所を掘り起こして、そ
れらをデータベース化する他、学校・事業者への事業内容の周知に努めた。

ICTを活⽤した遠隔教育等を⾏う学校を、特⾊に応じて「本校・分校連携推進モデ
ル校」、「⼩規模校等連携推進ネットワーク校」、「職業学科等連携推進ネットワーク
校」に指定し、オンライン会議や学校間バス運⾏による交流活動を⾏うほか、⼤学と
連携して共同研究等を実施した。

指定校の成果発表や県⽴⾼校等の先進的な教育活動の報告及び意⾒交換等
を通して、研究成果の普及と深化を図るとともに、主体的に学び地域課題の解決に
取り組もうとする気運を醸成した。

国制度における不⾜部分を補うため、市独⾃の補助⾦を創設した。

中学⽣の職場体験
学習に賛同・協⼒す
る事業所等が増加
した。

遠隔教育を通して
活動内容を共有す
ることにより、学習に
広がりと深みがもたら
された。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

マッチングイベント等の集客に苦労したため、学校⾏事等ターゲットの状況を考慮した企画が必要である。
ニーズ把握のために重要な役割を持つアンケート調査をオンラインにすることで、回答者と集計者の利便性の向上を図る。
事業の効果について専⾨的な観点からレビューができていないため、専⾨家の意⾒聴取の場を設ける。

関係者との緊密な連絡調整により円滑・効率的な事業実施
地元⾦融機関、企業との協⼒・連携を強化した。

事業受託者とのメール等による緊密な連絡・調整と、愛媛県事業承継ネットワーク
を通じた周知を⾏う。

事業実施が円滑・
効率的になった。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓愛媛県 企画振興部政策企画局総合政策課 089-912-2233

活⽤実績を分析し、改善へつなげる
マッチングサービスの活⽤実績の分析や、関係者へのヒアリングを踏まえ、⽀援メ
ニューの追加等の改善策を検討している。

イベント企画時は、学⽣の参加を増やすため、学校⾏事を事前に調査した上でスケ
ジューリングを⾏う。

県内就職率の増加につながった取組には、補助上限額を引き上げると⾔ったインセ
ンティブの導⼊を検討している。

より良い事業内容へ
と改善できた。

地域の産業の魅⼒を感じ取ることや、地域の様々な企業を知り、地元で働く魅⼒を感じることが、将来地元で就職したいと思う⼦ども
たちの育成につながると考え、中学⽣を対象とした職場体験学習を実施している。今後、対象を⾼校⽣にも広げ、県として⼀層推進
していきたい。
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事業名称 健康経営・リカレントを核とした「⼈⽣100年時代」への挑戦プロジェクト

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）

⺠間企業の障がい者雇⽤率 0.04%（0.03％） • 当事業が⽬標とする「新たな労働⼒の創出」を評価する総合的なアウトカム指標として、
相応しいものである。

障がい者就労⽀援施設利⽤者の
⼯賃の引上げ額（⽉額） -81円（400円） • 障がい者の社会参加や社会的⾃⽴に向けて、就労を促進する指標に⼯賃を設定して

いる。

健康ポイント事業参加者
（ダウンロード）数 7,076⼈（5,000⼈） • 当該事業は、「オール徳島」で健康づくりに取り組み、健康度の底上げや健康経営の推

進を⽬的としているため、健康アプリを広く県⺠の⽅に活⽤してもらう必要がある。

⾼等教育機関と連携して実施する
リカレントプログラム件数 10件（1件） • 当事業の直接的なアウトプットであり、当県におけるリカレント教育の充実の度合やその

推移の評価に適している。

■申請団体名︓徳島県 ■分野・テーマ︓【働き⽅改⾰】ワークライフバランスの実現等

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム
地⽅公共団体
が設定

参考案

事業の効果

解決したい課題 ⾼齢化の進⾏

取組（アプローチ） ⽣産性を向上させる取組（⾼齢者等の雇⽤促進）

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 061,369千円（2021年度）
総額 356,288千円（2019~2023年度、計画ベース）

【事業の背景・経緯】 徳島県の⼈⼝(2020年国勢調査)︓ 719,559⼈
 当県では、2007年以降約10年の間に労働⼒⼈⼝が約3万⼈減少している。直近1年間の有効求⼈倍率は、概ね1.4〜1.5の⾼い数値で推移する等、県内

の労働⼒不⾜が深刻化しており、「現役世代の労働⼒の維持・確保」だけでなく、「新たな労働⼒の創出」に取り組んでいく必要がある。
 県内約50団体の横断的な組織である「みんなでつくろう︕健康とくしま県⺠会議」を健康づくりの推進⺟体とし、平成18年から様々な活動を実施してきた。その

結果、⾼齢者をはじめとする⼀部の者にとっては有効性が⾒られたものの、健康づくりへの意識が⼗分ではない若い世代や多忙な働き盛り世代には、⼤きな効果
が⾒られなかったことが明らかになった。

 定年後も⾒据えた⻑期的な視点でのキャリア形成に若いうちから取り組むことや、定年後の⾼齢者がアクティブシニアとして再び社会に参画することを促すため、
県⺠誰もが学び直しや新しい仕事に挑戦できるようなリカレント教育の場や、本⼈の意欲や能⼒を活かすことのできる活躍の場を創出することが課題である。

【事業内容】
 これまでの取組において、アプローチが不⼗分であった若年層を含む働き盛り世代を主なターゲットとし、健康への意

識改⾰や⾃らの⽣活習慣改善をサポートする「健康アプリ」を開発した。本アプリの活⽤者を増やし、若い時期から
の継続した健康づくりを促し、運動習慣の定着化・適切な⽣活習慣の確⽴につなげる。

 ⾼齢者や障がい者等の就労・社会参加の促進のために、シルバー⼈材センターや障がい者就労⽀援施設等との
連携を強化し、その取組を⽀援する。

 ⽣涯現役社会の実現を⽬指し、リカレント教育を重視する。推進主体として、「とくしまリカレント教育⽀援センター」
を設置し、リカレント教育情報の発信とともに、産業界、⾼等教育機関等との連携によるリカレントプログラムの実施
及びそれを通じた⼈材育成に取り組む。

【総合的なアウトカム】（2021年度実績値）
 ⺠間企業の障がい者雇⽤率︓0.04％
 障がい者就労⽀援施設利⽤者の⼯賃引
上げ額（⽉額）︓-81円

【事業のアウトカム】（2021年度実績値）
 健康ポイント事業参加者（ダウンロード）数︓7,076⼈
【アウトプット】（2021年度実績値）
 ⾼等教育機関と連携して実施するリカレントプログラム件数︓10件

アウトプット

【事業主体】
 徳島県、とくしま障がい者就労⽀援協議会、みんなでつくろう︕健康とくしま県⺠会議、とくしまリカレント教育⽀援

センター

推進交付⾦

障がい者福祉サービス事業所での作業療法

障がい者雇⽤取組数
⺠間企業の障がい者雇⽤率

障がい者就労⽀援施設利⽤
者の⼯賃（⽉額）

健康ポイント事業参加者
（ダウンロード）数

⾼等教育機関と連携して実施す
るリカレントプログラム実施件数

リカレントプログラム情報発信
回数

県⺠健康年齢延伸率 障がい者就労⽀援施設
連携・取組数

健康アプリを活⽤した健康啓発イベント

事業概要

2021年度KPI
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県内企業における健康経営の推進等により、働き盛り世代をはじめとする健全な労働⼒の維持・確保を図るとともに、⾼齢者や障が
い者等地域の新たな担い⼿の創出に⼀体的に取り組むことにより、多様な⼈材が年齢や障がいの有無等に関わらず、健康で⽣き⽣
きと活躍することのできる「⽣涯現役社会」の実現を⽬指している。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

⼈⽣100年時代を多⽅⾯から⽀援する取組を検討

⽣活習慣病の予防については、アプリを活⽤して楽しく運動ができる仕掛けづくりを
検討した。アプリでは、景品の抽選会、協賛店での特典やサービスを受けられる健康
ポイントを歩数、健康イベントへの参加や検診の受診により付与。四国遍路を疑似
体験できるウォーキングコースの造成やアプリを活⽤したイベントの開催により、利⽤者
が楽しく参加できる仕組みを作り、改善を続けている。
障がい者⽀援では、障がい者の社会的⾃⽴を⽬指すため、⼯賃引上げを掲げてい
る。県内の共同受注窓⼝が就労⽀援施設に向けて、専⾨家派遣や専⾨講座の開
催を⾏い、各施設の技術⼒向上に取り組んでいる。
加えて、ECサイトを活⽤した販売促進のための商品開発を⾏い、専⾨家から販路
拡⼤のためのアドバイスを得て取り組んでいる。

運動習慣の定着、
⼯賃向上、ECサイ
トによる販売促進に
つながった。

参画団体が事業運営費⼀部負担することにより、
主体的取組への動機付けに

運営に係る経費の⼀部を参画団体に負担いただいている。また、アプリでの健康ポ
イントを貯めるインセンティブについて、協賛企業に景品を提供いただいている。

徳島県における障がい者就労者の⼯賃は平成30年度から令和2年度までの3年
間全国１位となっている。農業と⼯賃向上のためのブランド化に注⼒しており、就労
⽀援協議会に事業を委託し、現役の農家や専⾨家の⽀援を受け、障がい者が実
際に農作業や加⼯作業、販路開拓をしている。

経費の⼀部を負担
していただくことにより、
参画団体も主体的
に運営する仕組みを
構築できている。⼯
賃実績も全国トップ
クラスとなっている。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

アプリの⾃⾛化のため、ランニングコストを抑えられるように参画団体や協賛企業からの協⼒を増やす等、 アプリの運⽤⽅法を⾒直して
いきたい。また、地域の農家や県内の農業普及員を農福の専⾨家として施設とつなぎ、施設が今後も継続した⽀援を受けられるよう
⽀援していきたい。また、庁内における関連政策との連携を促進、政策の相乗効果の創出を図ることが重要である。

幅広い専⾨家の意⾒を反映した福祉事業者へのサポートの質向上

アプリ利⽤者への調査を⾏い、⽇々歩数や健康意識の変化等を把握している。

農業者やBtoB会社、デザイナー等幅広い専⾨家による協議を⾏い、現状把握を
⾏うことで、多⽅⾯からの意⾒に対応した。

アプリ利⽤者や福祉
事業者へよりよいサ
ポートが可能になっ
た。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓徳島県 保健福祉部保健福祉政策課 088-621-2185
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事業名称 ICTを活⽤した官⺠連携によるメディカルフィットネス事業

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）

メディカルフィットネスクラブ会員数 0⼈（0⼈） • メディカルフィットネスクラブ会員数が、市⺠の健康づくりに対する意識を客観的に数
値化でき、かつ、将来的なフィットネスクラブ運営の⾃⽴性にもつながるため。

メディカルフィットネス施設利⽤回数 0回（0回） • 市⺠の健康意識を図る指標として適しているため。

事業参加者数
（むらやま健幸ポイント事業） 200⼈（200⼈） • 健康づくりのきっかけ、及び、フィットネス施設利⽤への⼊り⼝として、市⺠の健康へ

の意識向上の効果を図る指標として適しているため。

健康指導・運動教室参加者数 529⼈（160⼈） • 普段の⽣活の中で、⾝近に健康意識向上を図る指標として適しているため。

■申請団体名︓⼭形県村⼭市 ■分野・テーマ︓ 【働き⽅改⾰】ワークライフバランスの実現等

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム 地⽅公共団体
が設定

参考案

事業の効果

解決したい課題 地⽅の魅⼒の低下

取組（アプローチ） 地⽅の魅⼒を向上させる取組/地域ブランド化（地域の魅⼒を活かした商品・サービス開発）

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 58,315千円（2021年度）
総額 113,875千円（2021~2023年度、計画ベース）

【事業の背景・経緯】 ⼭形県村⼭市の⼈⼝(2020年国勢調査)︓22,516⼈
 もともと⼈⼝減少が課題となっていたが、それに加え、駅前の中⼼市街地に⽴地する県⽴楯岡⾼校が平成28年3⽉に廃校となり800⼈の昼間⼈⼝が消失した。
 市⺠の健康増進事業として、これまでクアハウス碁点と連携した事業や、⼭形県と連携した「むらやま健康マイレージ事業」を実施してきたが、参加者が中⾼年の

年齢層に限られており、市⺠全体に浸透していない。令和元年9⽉18⽇に「官⺠連携による市⺠の健康づくりに関する協定」を締結し、地⽅公共団体だけでな
く5者（株式会社タニタヘルスリンク、テクノジムジャパン株式会社、株式会社ドリームゲート、村⼭市医師会、村⼭市）により「健康づくり」事業に取り組む体制
ができた段階にあり、ニーズ調査やPR、データ連携による健康増進等、⺠間の活⼒を活かしながら、シティプロモーションとして「健康づくりのまち」に取り組み、市
⺠⽣活の質の向上を実現することが課題である。

 廃校後の校舎を、市内外の⽣産年齢世代が集まり、にぎわいを創出する経済活動及び健康増進のための拠点とすべく再⽣するために、にぎわい創造活性化施
設「Link MURAYAMA」を整備している。

【事業内容】
 村⼭市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略の基本⽬標である「あらゆる資源を活かして”しごと”を創

出しよう」の実現に向け、県⽴楯岡⾼校跡地に整備するにぎわい創造活性化施設「Link
MURAYAMA」の⼀部にメディカルフィットネス施設を整備し、健康づくりに関する官⺠連携によ
る事業を展開する。施設は市が整備し、運営を⺠間事業者へ委託する「公設⺠営」により事業
を展開し、創業、及び将来の⾃⾛に向けた⽀援を⾏う。

 ICTを活⽤した活動量や健康状態の「⾒える化」を実現するシステムを導⼊し、市⺠の健康づく
りへの意識を向上させると共に、楽しみながら健康づくりを⾏う雰囲気を創る。蓄積した「⾒える
化」されたデータは医師会との連携により運動療法の処⽅や健康指導に役⽴てる。

 メディカルフィットネス施設の整備及び運営により若者を含めた就業者を増やし、「Link
MURAYAMA」施設全体の活性化に結び付ける。メディカルフィットネスクラブ利⽤者を増やすこ
とで、市⺠の健康づくりを実現し、健康寿命の延伸や医療費の抑制を実現し、かつ、⺠間事業
者が⾃⾛可能な収益を達成できる事業を⽬指す。

【交付⾦事業のアウトカム】
 事業参加者数（むらやま健幸ポイント事業）

2021年度実績値︓200⼈
 健康指導・運動教室参加者数

2021年度実績値︓529⼈

【その他の副次効果】
 フィットネススタッフとして、市外からの就業者が増えた。

アウトプット

【事業主体】
 株式会社ドリームゲート

メディカルフィットネスクラブ
会員数 健康指導・運動教室開催数

推進交付⾦

メディカルフィットネス
施設利⽤回数

健康指導・運動教室参加者数

事業参加者数
（むらやま健幸ポイント事業）

健幸ポイント事業メニュー数

医療費の抑制額

地域の健康寿命

Link MURAYAMA

健康教室

ウェルベース村⼭

事業概要

2021年度KPI
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『ウェルベース村⼭』は事業名称のとおりICTを活⽤した施設で、活動量や⾃⾝の体質の記録が容易にでき、継続することで変化を
分析することができる。さらに、村⼭市医師会と連携しているため、データを健康増進に活⽤できる。若者から⾼齢者まで、気軽に健
康づくりに取り組むことができ、無理なく継続できるような施策を展開する。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

ワーキングチームによる事業計画の検討

具体的な施設利活⽤を検討するため、利活⽤希望者や外部有識者等で構成す
る「楯岡⾼校跡地利活⽤ワーキングチーム」を設置し検討を進めた。
健康づくりを推進してきた事業課より、⺠間の⼒を活⽤しさらに健康づくりをさらに進
めたい要望があった。

具体的な利活⽤内
容をイメージすること
ができた。

⼀般財源に頼らない⾃⽴した事業経営に向けた事業収⼊の確保

経営⾯から、フィットネス会員会費収⼊や、市⺠等向けの健康講座開催等により、
継続的に事業収⼊を得る。

市の⼀般財源に頼
らない⾃⽴した事業
経営が可能となる。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

2022年7⽉、にぎわい創造活性化施設『 Link MURAYAMA 』がオープンし、併せて、メディカルフィットネス施設『ウェルベース村⼭』も
オープンした。メディカルフィットネスクラブ会員数、メディカルフィットネス施設利⽤回数をKPIに掲げており、官⺠が連携して⽬標値達成
を⽬指し、市⺠の健康づくりを推進する。

外部有識者や市⺠代表からなる戦略推進会議による事業評価

外部有識者や市⺠代表からなる「まち・ひと・しごと創⽣総合戦略推進会議」を開
催し、事業の評価を得た。

様々な視点から将
来の事業提案があっ
た。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓⼭形県村⼭市 政策推進課 0237-55-2111

事業の推進⼒・将来にわたる継続性を確保するため、官⺠連携５者
協定による事業実施主体の確保

事業実施当初は村⼭市が中⼼となって、施設整備・運営⽀援を⾏い、後に実施
事業者が他の⺠間事業者等の協⼒を得ながら事業を継続して⾏う。

事業継続中も５者による情報共有により、常に最新の健康指導を⾏える体制の
構築を確保する。

官⺠連携５者協定
により、将来にわたり
事業推進能⼒を確
保することができた。

市⺠全員の健康寿命伸⻑を基本とし、市が事業の⽅向性を確認し
ながら、実施事業者主体による事業を推進

 「Link MURAYAMA」内に整備されたフィットネス施設「ウェルベース村⼭」が当市
の健康づくりの中⼼となり、さまざまな⼈に合わせた健康指導を⾏う。
地域住⺠を対象とした健康教室の健康講話から、健幸ポイント事業への参加を促
し、事業参加者数を順調に伸ばすことができた。健康教室では同時にフィットネス施
設の紹介も⾏うことで効率的にPRを⾏っている。
健幸ポイント事業参加申込窓⼝をフィットネス施設で⾏うことで、フィットネス施設の
紹介も同時に⾏っている。その結果、健康ポイント事業参加者がそのままフィットネス
会員となるケースもあり、効率よく会員数を伸ばしている。会費収⼊増による事業⾃
⽴性にも寄与している。
医師会の協⼒により、フィットネス施設を活⽤した健康指導を⾏うことで、市全体で
健康意識の更なる向上と、フィットネス施設の利⽤者増を継続的に実⾏していく。

健康ポイント事業へ
参加する⼈を、フィッ
トネス会員へスムー
ズに案内することが
可能となり、将来の
⾃⽴性へ寄与して
いる。
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事業名称 ポストコロナ時代の新しい働き⽅推進拠点整備事業

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）

市内事業所テレワーク実施率 0%（5％） • 施設が整備されたことに伴う、市内事業所のポストコロナ時代におけるテレワークの
実施を測るために最適なため。

20代⼥性の定住残存率 0％（1％） • 当市の課題の⼀つである20代〜30代の⼥性の転出抑制や雇⽤創出のきっかけと
なるための施設として数値を把握するために最適なため。

施設利⽤者数 0⼈（12,000⼈） • 利⽤者数が収⼊と直結し、費⽤対効果を検討するために最適なため。

■申請団体名︓兵庫県加⻄市 ■分野・テーマ︓【働き⽅改⾰】ワークライフバランスの実現等

事業の効果

解決したい課題 雇⽤機会の減少

取組（アプローチ） ⽣産性を向上させる取組（働き⽅改⾰（⻑時間労働抑制、⼥性活躍⽀援））

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 176,418千円（2021年度）

【事業の背景・経緯】 兵庫県加⻄市の⼈⼝（2020年国勢調査)︓42,700⼈
 県内有数の製造業が集積する加⻄市では、⼥性の就業率が平成22年の国勢調査の64％から平成27年には66％と上昇している。しかし、新型コロナウイルス

感染症拡⼤の影響により、令和2年8⽉には若年⼥性の失業率が5年ぶりに全国平均で4.7％に上昇する等、⼥性の就業拡⼤を継続していくために、製造業
以外のIT関係等サービス業にも裾野を広げた新しい働き⽅の推進が必要となってきている。

 そこで、働く⼥性が⼦どもを産んでも仕事を辞めることのないよう、通勤の負担を軽減させ、⼦育てしながら継続して多様な働き⽅を可能とする環境を整えることで、
⼦育て世代の転出に⻭⽌めをかける。また、当市が⼦育て世代にとって魅⼒ある地⽅移住先となり、緑豊かな⾃然の中でワークライフバランスのとれた⾃分らしい
⽣活が営める社会の実現を⽬指す。

【事業内容】

 ⼦育て世代が⼦どもを預けながら働くことができるワーキングスペースを設置するとともに、ポストコロナ時代に対応し
たリモートワークができる個室ブースやWEB会議ができる会議室を整備することで、新しい働き⽅を提案する。
（ドロップイン利⽤や年会員制度による利⽤料⾦とする。また会議室もレンタルスペースとして有料を予定）

 屋内型遊戯施設を整備することで、⾬天時でも⼦どもと⼤⼈が⼀緒に遊び、また親⼦同⼠が交流できる⼦育て世
代に魅⼒ある場にするとともに、駅前商業施設のにぎわいを創出する。施設内には、親⼦に遊びを教え、⼦どもの
得意を引き出すプレイリーダーを配置し、親⼦の交流を促進する。（⼦ども、⼤⼈ともに⼀⼈あたりの利⽤料⾦とす
る。市内とその他市外の割増料⾦に分ける予定）

 屋内型遊戯施設内に⼦どもの⼀時預かりスペースを設け、保育⼠を常駐させ、短時間でも親が仕事や⽤事で⼦
どもと離れ過ごす時間を確保し、⼦育て世代の活動を⽀援する。
（⼀時預かりにかかる料⾦を時間当たりで収受）

【総合的なアウトカム】
 令和3年度事業として施設整備し、令和4年度当
初からKPIの評価を開始するため、実績値なし

【その他事業の効果】
 引き合いの増加（販路拡⼤等）
テレワークセンターの有効活⽤（各種ワークショップ、ドローン・VR
体験会、読書会等）

 同⼀建物内にハローワークや図書館、地域交流センター等が⼊
居しており、市⺠への⾏政サービスの利便性が向上

かさい⼦ども広場＆パパママオフィス アスも

【事業主体】
 加⻄市

拠点整備交付⾦

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム アウトプット 地⽅公共団体
が設定

参考案

施設利⽤者数

市内出⽣率・移住⼈⼝

市内事業所テレワーク実施率

20代⼥性定住残存率

ワーキングスペース・遊戯施設等
設置数

事業コストに占める施設利⽤料
割合

事業概要

2021年度KPI
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新型コロナウイルス感染症の影響をいち早くつかみ、単に⽼朽化した施設をリニューアルするだけでなく、テレワーク導⼊⽀援やリスキリン
グ研修のための施設、⼦どもの遊び場が共存する環境を整備し、働き⽅改⾰と⼦育て⽀援の組み合わせによる相乗効果を狙った複
合的な施策を策定し、事業を展開している。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

政策間連携及び官⺠連携を駆使した⼦育て世代に対する⽀援

実施設計にあたり、⼦育て世代を対象にしたワークショップを実施
整備した拠点の⼊る再開発ビル内にはハローワークや図書館、地域交流センター等
が⼊居していることから、複合的な施設として政策間連携を実施
屋内型遊戯施設のノウハウを持つ⺠間事業者との連携及び経験や知⾒の活⽤
管理運営を担う㈱加⻄北条都市開発の持つ商業施設運営のノウハウやネットワー
クの活⽤（官⺠連携）

施設利⽤のターゲッ
ト層の意⾒反映、
政策間連携、官⺠
連携

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

当事業によって整備された拠点を活⽤して、⼦供の教育も含め、システムやICTに強い⼈材育成に注⼒していきたい。STEAMS教育
の⼀環として、教育委員会と協⼒しつつ「アスも」でイベントを開催する取組を始めている。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓兵庫県加⻄市 ふるさと創造部⼈⼝増政策課 0790-42-8700

⺠間企業による効率的運営及びSNS等を活⽤した認知度向上

⼦育て世代が⼦どもを預けながら働くことができるワーキングスペースを設置するととも
に、ポストコロナ時代に対応したリモートワークができる個室ブースやWEB会議ができ
る会議室を整備した。㈱加⻄北条都市開発等、施設関係者との定期的な会議の
開催及び⼯事等の進捗管理を⾏った。ドロップイン利⽤や年会員制度による利⽤料
⾦とし、会議室も有料レンタルスペースとした。

⾬天時でも⼦どもと⼤⼈が⼀緒に遊び、また親⼦同⼠が交流できる⼦育て世代に
魅⼒ある場となる有料屋内型遊戯施設を、保育園等を運営し⼦育てについてのノウ
ハウを有する会社の協⼒により整備した。

これらの施設利⽤料により事業コストを負担し、⾃主財源化を⽬指す。

利⽤促進のため、HPやSNSを活⽤し、市内外へ情報発信を⾏った。

効率的な運営、施
設の利⽤者や認知
度の向上

多⾓的な検証によ
る効果や課題の把
握外部組織（加⻄市総合政策審議会）や議会等による多⾓的な検証

事業実施報告を基にした定期的な関係者との会議の実施

外部組織や議会等による多⾓的検証による課題の把握
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事業名称 旧⽥殿保育園施設リノベーション整備事業

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）

施設の年間売上額 1,597万円
（600万円）

• リノベーション事業により、施設に店舗が⼊居することによって家賃収⼊が得られるこ
とにより、施設の稼働状況を客観的に把握できる。

起業・ビジネス⽴ち上げ⽀援件数 4件（12件） • 半分程度の5事業者がリノベーション後に新事業をスタートさせることを想定した。空
き教室が7教室あるが、複数の教室を使う事業者もあると考えた。

新事業における新規雇⽤者数 10⼈（8⼈） • 新事業のスタートについて、約半数の事業者で新規雇⽤が発⽣すると考えた。

■申請団体名︓和歌⼭県有⽥川町 ■分野・テーマ︓【働き⽅改⾰】若者雇⽤対策

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム 地⽅公共団体
が設定

参考案

事業の効果

解決したい課題 雇⽤機会の減少

取組（アプローチ） 産業創出⽀援（新規創業⽀援、企業誘致⽀援、6次産業化⽀援）

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 15,973千円（2017年度）

【事業の背景・経緯】 和歌⼭県有⽥川町の⼈⼝(2020年国勢調査)︓25,258⼈
 有⽥川町では、⼈⼝減少が⼤きな課題となっており、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所によると、何も対策を⾏わなければ、平成22年の国勢調査時点におけ

る27,157⼈から平成52年(2040年)には18,959⼈へと約3分の2に減少することが推計されている。
 この先50年の有⽥川町の姿を展望するものとして策定した有⽥川町総合戦略を遂⾏し、そのビジョンを達成するため、当事業では、地域資源を活かし、地域の

実情に即した起業やコミュニティビジネスを⽀援することで、雇⽤の創出とともに、地域の魅⼒の創造と地域課題の解決を図れるまちづくりを⽬指す。

【事業内容】
 当事業では、平成28年3⽉末に統合により廃所となった3つの町⽴保育所のうちの1つをリノベー

ションすることで、⺠間が起業をするための場を提供し、利益を⽣み続けるための利活⽤をはかるも
のである。これにより、持続可能な運営の仕組みづくりを⾏い、地域の活性化につなげる。
また、施設の利活⽤により、住⺠や地域外からの多くの客が集い多世代交流ができる憩いの場づ
くりや、⼦育てを楽しめる環境づくりを⾏う。まちづくりのための資源として観光分野等にも活⽤する
ことにより、町の賑わいを創出し、活気あふれる「ずっと住みたいまちづくり」を実現する。

 若者中⼼のプロジェクトチームによる活動

 ⽥殿保育所プロジェクト

【総合的なアウトカム】
 企業・ビジネス⽴ち上げ⽀援件数

2021年度実績値（増分）︓4件
 新事業における新規雇⽤者数

2021年度実績値（増分）︓10⼈

【その他の副次効果】
 ⼤学⽣の卒業論⽂のテーマや、町外（県外も含む）の地⽅公
共団体から施設の視察の対象となることが増加した。

 施設⾒学の問い合わせを年間数件受ける。

アウトプット

THE LIVING ROOM

AGW組織図

【事業主体】
 和歌⼭県有⽥川町 （施設運営事業者︓株式会社地域創⽣）

拠点整備交付⾦

暮らして楽しい有⽥川町を実現するため、2040年に中⼼となる新世代のリーダーとして集まった住
⺠によるプロジェクトチーム「AGW*」を中⼼に活動を展開。「全⽶で最も住みたいまち」と⾔われる
ポートランド市を参考に、住みやすい環境を⾃ら作るために住⺠⽬線で活動している。
*ポートランドの合⾔葉である”KEEP PORTLAND WEIRD（ポートランドはずっとヘンテコであり続
けよう）”に倣って命名。KEEP ARIDAGAWA WEIRDの略。

AGWによるまちづくり活動の実践の場として、ポートランドの専⾨家の指導助⾔のもと、旧保育所を
活⽤したリノベーションプロジェクトを実施。平成30年8⽉にクラフトビールを売りとするカフェバーがオー
プンし、今後ゲストハウスがオープン予定。まちのリビングルームとして、住⺠同⼠の団らんやお客様を
もてなすカジュアルな場となることを⽬指す。

みかん
円卓会議

「子育て教育」

子どもも大人も
ハッピーに

UP
GIRLS!
女子会

The 
LIVING 
ROOM

余剰
デザイン

みかん
ギャザリング！

みかん出稼ぎ隊
音楽祭

顧問
相談役

AGW
情報共有

役
場

ポートラン
ド推進チー

ム！

画像出典（https://golden-river.jp/information.html）

町内出⽣率
施設の年間売上額

企業・ビジネス⽴上げ⽀援件数

新事業における新規雇⽤者数

施設でのイベント開催数

まちづくりプロジェクト組成件数
移住⼈⼝

事業概要

2021年度KPI
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「住みやすいまち」を作れば⾃ずと⼈⼝が増える、という考えをもとに、住みたい町No1を誇る⽶国ポートランドをモデルケースとして、官
⺠が連携して様々な課題に取り組んでいる。当該施設の収益性のみに焦点を当てるのではなく、若年層の起業家⽀援や、学⽣に⾃
分が⽣まれ育った町を好きになってもらう取組等、描かれた⼤きなストーリーの枠組みの⼀つとして当該施設の活⽤⽅法を考えている。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

地域住⺠の想いを理解した上での、丁寧かつ着実な合意形成

リノベーション前に、保育所跡地に出来てほしいものに関するアンケート調査を実施
し、跡地活⽤後の姿を実際にイメージしてもらうためカフェやバーのデモンストレーション
を⾏い、再度アンケート調査を⾏う等、住⺠の意思の汲み上げを丁寧に⾏った。
町主導による住⺠説明会やワークショップを開催して施設整備の条件等について合
意形成を⾏った。拠点整備施設である旧保育所は、寺院の⽬の前に建設された背
景があり、近隣住⺠の間では、参道確保のために旧保育所取り壊しを要望する声と、
特に若い世代からは「旧保育所を活かしたい」という声が対⽴していた。旧保育所の
存続を近隣住⺠に受け⼊れてもらえる形を模索するため、実際の設計イメージを可
視化する等粘り強く話し合いを続けたことで、⼀部の教室をつぶして参道にすることを
条件に他の教室を残すことで合意形成が図られた。
事業開始前に⾏ったワークショップでは、ポートランド流の形式を取り⼊れた。また、
ポートランドのシティプロモーションやランドスケープ等を⾏政と共に取り組んでいるポート
ランド現地建築家にも参加してもらい、地域住⺠と⾏政が⼀緒になって「住⺠主体の
まちづくり」を体系的に学べる機会となった。

アンケートで最も要
望の多かった「パン
屋」をテナントに迎え
たところ、⼤⼈気とな
り、利⽤客の呼び込
みに結びついた。

これまでまちづくりに
興味のなかった若者
の参加が増えた。

課題を⾃分のものとして捉える⼈材確保と、活動しやすい環境づくり

AGW組成初期は、地域の課題を「⾃分の問題」と捉える⼈物を、まちづくりグループ
の中核的な⼈材に迎えることを意識した。

メンバーがある程度集まってからは、楽しく、かっこよく、憧れられるような場作りに努め
ている。若いリーダーを中⼼に、数多くのプロジェクトが⽴ち上がっており、活動の環境
や雰囲気作りが、拠点整備終了後もAGWのまちづくり活動が継続している要因であ
る。

活発な意⾒交換が
⽣まれ、多くの新た
な活動が⽣まれた。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

事務的な課題では、出所がないボランタリックな費⽤の負担者を検討していく必要がある。
⻑期的な課題としては、地元意識が強く反発が⽣じやすい⼟地でもあり、内部事情も知らず、地元の⼈脈もない外部⼈材が加わり
何かを動かすためには、強⼒なリーダーシップが必要である。潜在的なリーダーシップを持つ⼈材という宝を拾い上げ、つなげていく努⼒を
⾏政が担っていかなければならない。

施設運営事業者による主体的・積極的な活動のもと、当事業のみに
留まらない強靭なまちづくり組織を構築

施設運営事業者が拠点施設全体を管理し、イベントを定期的に開催するほか、施
設のテナント⼊居審査や施設内のブランディングまで横断的に統括している。施設に
対する想いや事業開始の経緯をよく理解した上で、包括的な管理を⾏うことで、迷
⾛することなく、⽬指す⽅向に向かって事業が円滑に進んでいる。

まちづくりの参考としたポートランドから「住⺠主体のまちづくり」を学んだ。まちづくりに
興味のない住⺠ばかりではいけないという課題意識を持ち、施設運営事業者を筆頭
に仲間を集めたまちづくりグループ「AGW」や、町の⼥⼦会の協⼒を得て、地域外から
もまちづくりに興味のある若者を集め、若いリーダーを中⼼に拠点施設で各種イベント
を開催している。

AGWのメンバーには、「まちづくりに関わりたい」という⾏政⼈材も多く⼊っており、⾏
政と地域住⺠との交流や地域課題等に対する情報交換、コミュニケーション構築が
楽しく和やかな雰囲気のもと活発に図られている。

まちづくりの考え⽅が
住⺠に浸透し、活
動が多様化しつつあ
る。

⼤学⽣の卒業論⽂
テーマに選ばれたり、
県外からの視察が
増え、注⽬度が⾼
まった。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓和歌⼭県有⽥川町 企画調整課 0737-52-2111（代）
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事業名称

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）
利⽤者数 221⼈（0⼈） • この数値は実証実験にともなう数値であるが、町内外から多くの利⽤者があった。

シルバー⼈材センター会員数 8⼈（5⼈） • シルバー⼈材センターに運営の協⼒を依頼し、参画いただいたことで加⼊者の増加
が達成された。

■申請団体名︓⿃取県智頭町 ■分野・テーマ︓ 【まちづくり】⼩さな拠点分野

事業の効果

解決したい課題 魅⼒あるインフラ等の不⾜

取組（アプローチ） 地域の魅⼒を向上させる取組（観光客の受⼊れ体制整備（公共交通整備、情報共有プラット
フォーム整備、マネジメント体制（DMO）構築））

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 8,220千円（2021年度）
総額 8,220千円（2020〜2022年度、計画ベース）

【事業の背景・経緯】⿃取県智頭町の⼈⼝（2020年国勢調査）6,427⼈
 智頭町では、第7次総合計画の将来像として「⼀⼈ひとりの⼈⽣に寄り添えるまちへ」の実現を⽬指しているが、現在のコミュニティバスの運営委託が2年後に満

了となり、運転⼿不⾜による維持困難が予⾒される。 また、福祉有償運送及び公共交通空⽩地有償運送を担うシルバー⼈材センターの会員数も減少傾向に
なっている。

 交通においても「すべての⼈に寄り添える交通体系」の構築を図る必要があり、令和元年度に「智頭町地域公共交通計画」を策定したものの、全国の地⽅公共
団体で⼈材不⾜等により交通⼿段の確保が難しくなっているなか、当町においても現在の交通体系が維持できる可能性は低い。

 これまでの当町の住⺠⾃治の取組が評価され、SDGs未来都市に選定された。この強みを活かし、住⺠⾃治を活かした⼈材発掘を⾏うと同時に、様々な関係
団体と連携して地域での経済の環流が可能となる交通体系を構築することで、住⺠及び観光客等の「すべての⼈に寄り添い、持続可能な交通体系」の実現を
⽬指す。

【事業内容】

 住⺠⾃治の取組からSDGs未来都市に選定された。この住⺠⾃治⼒を活かして、持続可能な
新たな交通体系の構築のための体制の整備・確⽴に向けた実証実験事業を実施する。

 交通体系の構築への取組として、新たな組織体制の検討を⾏い、⾃⽴した運⾏体制の構築を
⾏う。

 運⾏システムの構築への取組として、町内光回線による次世代IP告知端末×⺠間通信事業
者との連携によるAIデマンドシステムの構築を⾏った上で、実証実験を実施する。

 利⽤者の増加を⽬指して、継続的に利便性の向上に努める。将来的には、インバウンド需要に
対応できるような観光⼆次交通としての体制を整備し、収益確保を⽬指す。

【交付⾦事業のアウトカム】
 シルバー⼈材センター会員数︓

2020年︓9⼈→2021年度実績値︓17⼈
 共助交通の仕組みを構築すると共に、集落への説明会をとおして町⺠へ周知し、実証実験を実施。

【事業主体】
 ⿃取県智頭町企画課

推進交付⾦みんながみんなを⽀える持続可能な交通システム構築事業

利⽤者数

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム
地⽅公共団体
が設定

参考案

アウトプット

智頭町AIデマンド交通システムイメージ
資料︓智頭町地域交通計画概要版

シルバー⼈材センター会員数

実証実験実施件数

説明会実施回数既存域内交通コスト抑制率

事業概要

2021年度KPI
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事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

本事例に関する連絡先（連絡可）︓⿃取県智頭町 企画課 0858-75-4112

将来の理想像に適ったシステム開発と体制を構築

令和3年度にIPO端末に切り替え、オンプレミス型からクラウド型に変換され、スマー
トフォンのJCアラートという防災機能レッグが可能となったほか、AIデマンドタクシー等の
様々なアプリケーションを載せられる仕様になっている。

当交通システムの利⽤を事前登録制としており、登録者にはQRコード付きの乗⾞
パスポートを発⾏している。

シルバー⼈材センター、地区振興協議会、観光協会、智頭町から構成される共助
交通運営協議会が中⼼となった推進体制を組成した。シルバー⼈材センターには既
存のサービスでもある公共交通空⽩地有償運送と福祉有償運送、地区振興協議
会はドライバーの確保、将来は観光客の利⽤を⾒込んでいるため、観光協会にはそ
の⽀援というように、役割を明確化している。

ITに⼾惑う⾼齢者
や、新たな交通シス
テムに不安を抱く住
⺠は当然いるものの、
地域住⺠の理解は
着実に深まっており、
利⽤者も増加傾向
にある。

丁寧なヒアリング調査、実証実験により課題を明確化
交通事業者へのヒアリング、町営バスの乗降調査実施等による地域課題の抽出・
分析。
IP告知端末導⼊業者・AIデマンドバスサービス提供事業者との連携による実証実
験を実施し、実地的な課題を抽出している。

公共交通を取り巻く
環境や現状・地域
課題を改めて洗い
出すことができた。

公共交通網として、⼀定の公費負担を⾒込んだ⾃⽴化

公共交通としての位置づけであるため、収⽀がゼロになることは現時点では考えてい
ない。ある程度の⾚字を想定しつつも、⾚字の幅を圧縮し、⼀定額を公費で⽀援し
ながら、何⼗年も続けていけるシステムを構築する。

智頭町のような⼩さな町では、公共交通としての共助交通システムが必要である。

独⾃の交通体系構
築に向けた⽅向性
を⾒出している。

実験結果や関係者とのディスカッションを改善策に反映

実証実験結果やアンケート結果の分析により、⾞両配備数、運航シフト、利⽤料
⾦の設定といった実践的な課題が浮き彫りとなり、対応策を検討している。

総合戦略の推進員に事業説明や報告を⾏い、住⺠に対する丁寧な説明の必要
性についてアドバイスを受けたり、議員とディスカッションしたりすることで、改善に活かし
ている。

持続可能な交通体
系の構築の実現に
寄与。

外出機会の創出という⼤きな⽬標に向け、商⼯会と連携して、例えば定期券を購⼊した⼈には割引チケットを付与して、どんどん外出
して買い物を楽しんでもらう、ドライバーにも、コミュニティ通貨を付与する等、何かしらのインセンティブを与え、利⽤者もサービス提供者
もメリットがある仕組みにしていけたらと考えている。直近の課題は、住⺠の⾃⽴⼼の⾼さを踏まえた上での料⾦設定や需給調整と、
運転⼿の確保及びシフト管理である。

全国の地⽅公共団体、特に中⼭間地域において、厳しい課題となっている公共交通部⾨での⼈⼿不⾜とそれに伴う衰退に対し、他
事例の研究に加えて、智頭町の地域住⺠の特性や地理的事情を分析した上で、住⺠の住⺠による住⺠のための交通⼿段を開発
する努⼒をしている。
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事業名称 官⺠連携による「まちを元気にするおせっかい活動」を中⼼とした健康なコミュニティづくり

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）
要介護認定の⼈数の減少数 47⼈（15⼈） • ⾼齢者数が増加している中、⽣きがいと健康づくりの取組が奏功した。

「おせっかい会議」の参画者数 56⼈（30⼈） • おせっかい会議の参画者数は、集合型及び⾶び出す型研修等で増加した。
参加者からの紹介で拡⼤しているケースも⾒られた。

地域や社会を良くするために
⾃分にもできることがあると思う

中学3年⽣の割合
△7.7％（1％） • キャリア教育との連携により、学校で出前講座等を開催している。

■申請団体名︓島根県雲南市 ■分野・テーマ︓【まちづくり】⼩さな拠点分野

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム
地⽅公共団体
が設定

事業の効果

解決したい課題 社会的つながりの創出

取組（アプローチ） 拠点の導⼊・整備（魅⼒のある拠点を整備、交流スペース提供）

【事業の背景・経緯】島根県雲南市の⼈⼝（2020年国勢調査）︓36,007⼈
 雲南市ではこれまでの「⼦ども×若者×⼤⼈ チャレンジの連鎖による持続可能なまちづくり」に関する政策から、複数の成功例を⽣み出してきた。現在の雲南市

は従来の地域コミュニティが衰退しており、成功事例のインパクトの拡⼤や新たなチャレンジの創出に必要なコミュニティの互助機能との連携が難しいため、地域コ
ミュニティの再構築が求められている。

 雲南市は 553.4 km²という広⼤な⾯積に対して、3.6万⼈の住⺠が点在している。市街地では⽣活者が多様化し、若者はコミュニティへの参画意識が低く（⼦
育て等で多忙な上、60代・70代を中⼼とする地域コミュニティ組織との世代間ギャップが要因）、地域の中には不登校や引きこもり等様々な課題があり、中⼭
間地では、⾼齢化が深刻化し若者⾃体がおらず、回覧板すら回らない状態がある。

 従来の地域コミュニティ組織では、若⼿⼈材の巻き込みが進まず、運営の核となる担い⼿が⾼齢化、活動の存続⾃体が危ぶまれている。

【事業内容】
 幸雲南塾⽣とその卒業⽣をはじめとする当事業の若き担い⼿、美容院や郵便局等地域の事業者、地

域コミュニティ組織、⾏政関係機関等が⽴場を超えて集まり、対話と協働を促す共同会議体（「おせっ
かい会議」）を創設し、地域住⺠同⼠の互助をベースとした地域の⽀え合い体制を構築する。

 おせっかい会議参画者は、地域の旗振り役として⼼と⾝体の健康寿命を延伸するために「医療者への
接触機会の提供」と「孤独・不安・退屈の解消」を軸に活動を⾏う。

 これを通じて、地域住⺠の当事者意識を⾼め、住⺠⼀⼈ひとりが地域の⼀員として積極的に助け合い
に参画し合うと共に、住⺠間でのポジティブなコミュニケーション（普段の挨拶からご近所付き合い、地
域⾏事等）が多頻度、かつ多くの住⺠を巻き込んで⾏われている状態を⽬指す。

 初年度はモデル地域を選定し、実践と検証・改善を進め、次年度以降において他地域への横展開を
図る。加えて、当事業の持続的な展開を図るため、活動資⾦の調達⼿法としてソーシャルインパクトボ
ンドを導⼊するための検討を進める。

【交付⾦事業のアウトカム】
 要介護認定の⼈数の減少数

2021年度実績値: 47⼈
 「おせっかい会議」の参画者数

2021年度実績値: 56⼈

【その他事業の効果】
 住⺠の互助が事業開始前よりも促進された。

アウトプット

地域おせっかい会議の様⼦

【事業主体】
 雲南市政策企画部政策推進課

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 19,040千円（2021年度）
総額 135,854千円（2020~2024年度、計画ベース）

推進交付⾦

写真引⽤︓おせっかい会議ホームページ

要介護認定の⼈数の減少数

参考案

「おせっかい会議」の参画者数市⺠助け合い意識

中学3年⽣地域参画・貢献意識

モデル地域実証・検証活動件数

健康寿命延伸
医療者への接触機会提供数

事業概要

2021年度KPI
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課題・ニーズ
の明確化

おせっかい会議でニーズの共有

「⽴場を超えて集まり、対話と協働を促す共同会議体「おせっかい会議」を創設し、
地域住⺠同⼠の互助をベースとした地域の⽀え合い体制を構築し、事業者、地域コ
ミュニティ、福祉関係者等参画組織間でのニーズ共有を図った。

⾏政に相談するほど
ではないというレベル
の潜在的なニーズを、
課題が顕在化する
前に汲み上げた。

社会変⾰推進財団の⽀援を得てSIB⼿法を検討

SIB⼿法の検討にあたっては、他地域のSIB組成で中⼼的な役割を担っている社
会変⾰推進財団に「おせっかい会議」の構成メンバーを組み⼊れ、SIBの具体的検
討を⾏っている。

外部⼈材の知⾒に
より、仮説の妥当性
の検証が容易になっ
た。

幅広い分野の外部専⾨家から意⾒を得て今後の改善につなげる

島根⼤学、雲南市⽴病院、⾝体医学研修所等、専⾨家に⼊っていただき、客観
的な評価を得ている。

外部の多⾓的検証
により 、現状の課
題・整理を客観的に
⾏う。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

既存の組織やネットワークの活⽤
既存組織やネットワークを活⽤し、「おせっかい活動」にチャレンジしてみようという⼈を
増やし、このチャレンジの連鎖による持続可能なまちづくりを進められる⼈的ネットワー
クの構築を検討した。多様なネットワークを⽣かして、多様化する社会課題に対応し
ている。

多様なニーズの掘り
起こしが可能となった。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓島根県雲南市 政策企画部政策推進課 0854-40-1011

定期的な進捗・事例共有会議で、関係者と緊密なコミュニケーション

定期的な進捗・事例共有を図っている。

郵便局と毎⽉1回の会議を⾏う他、雲南おせっかい会議を定期的に開催し、多様
な主体者と緊密なコミニケーションを取っている。

⼝コミによる拡がりが
⾒られ、横展開に有
益。

できることから始められるという気軽さが参画者を増やす

⾃分ができること、あるいは、興味や関⼼があることから地域貢献に関わることができ
る気軽さや、共感をベースにしたコミュニティ形成により参画者を増やす。

個⼈の感性や興味・関⼼事にフォーカスし、事業の主体性を持たせている。

コロナ禍においても、コロナ禍だからこそ⾼まったテイクアウトサービスのようなニーズを
吸い上げて対応することで、⼀定の売り上げを維持できたものもいた。

潜在的なニーズを掘
り出し、⾏動につな
げることができる。

住⺠互助のインフラを再構築するという取組である。例えば⽣活⽀援コーディネーターが⾝近な⼈の健康を気にかけてコミュニケーション
を密に取ることで、病気の早期発⾒につながるというメリット等が報告されている。やりたい⼈を起点とする⾃主的な取組の輪を広げ、
参画者を増やしていきたい。また、サポートする側と利⽤者の情報やニーズを共有するマッチングサービスのようなものを構築し、デジタル
を活⽤して利便性を⾼めていきたい。

やりたい⼈のやりたいという主体的な気持ちが起点となっており、問題の解決を⽬的とするのではなく、気構えずに楽しく取り組むことで、
地域全体の満⾜感や幸福感の向上を⽬指している。
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事業名称 富⼭市スマートシティ推進事業

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）
富⼭市センサーネットワークを利活
⽤した⺠間企業等によるIoT技術

実証実験公募累計数
16事業（10事業） • 技術⾰新が著しい新規領域であり、チャレンジングな参加者をターゲットにしたことから、成果数

ではなく、チャレンジ数に直結する事業採択数をKPIとした。

こどもを⾒守る地域連携事業実施
件数 13校（13校） • できるだけ多くの市⺠がGPSセンサー等から得られたデータを⾃⾝が住んでいる⼩学校区の安

全・安⼼の向上に活⽤頂くことで、未来技術への理解の醸成を図るという観点からKPIとした。

富⼭市オープンデータサイトのデータ
セット数 4件（7件） • シビックテック等を含む地域のデータ流通の促進・活⽤を⾒る指標として、市がオープンデータとし

て提供しているデータの量をKPIとした。

市⺠や企業と連携したスマートシ
ティ関連事業実施件数 7件（0件） • 市の⾏政業務へのIoT技術の導⼊を測る指標として、予算化した事業数をKPIとした。

■申請団体名︓富⼭県富⼭市 ■分野・テーマ︓【まちづくり】⼩さな拠点分野

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム
地⽅公共団体
が設定

事業の効果

解決したい課題 労働⼒の低下

取組（アプローチ） 地域の経済を活性化させる取組/地場産業の発展・改善（共同研究、共同開発、担い⼿育成）

【事業の背景・経緯】富⼭県富⼭市の⼈⼝（2020年国勢調査）︓413,938⼈
 ⼈⼝減少⾼齢化社会の進展により地域を⽀えるマンパワーが減少していく事が予想されている。IoT技術等の未来技術の活⽤や地域における官⺠データの共

有化を促進し、Society5.0を⽬指す。具体的には、市⺠協働のまちづくり、災害発⽣時において迅速な対応が可能な体制が整備された安全・安⼼なまちづくり
に取り組む。

 市は地域におけるプラットフォーマーとして、産学⺠官の情報共有の場を積極的に提供することにより、開かれたまちづくりを⽀援する。同時に、ICT等の新技術を
活⽤し、市⺠⽣活の質や利便性の向上を図る富⼭市版のスマートシティを推進する。これらの取組を通じ、都市としての総合⼒を⾼めることで、⼈⼝増加につな
げ、少⼦・⾼齢化といった社会構造の劇的な変化に対応できる、持続可能なまちづくりを実現する。

【事業内容】
 当事業では3つのシステムを利活⽤して事業を展開。
（ア）「富⼭市センサーネットワーク」（以下「センサーNW」）
各種IoTセンサーからの情報を取得するための市全域に渡るLPWA網（LoRaWAN）と、当該ネット
ワーク網から収集したデータを管理するIoTプラットフォームから構成されている。市全域のIoTセンサー⽤
のネットワーク網を市が⾃ら提供することで市域全体へのIoT等の未来技術の活⽤を図るもの。
（イ）「富⼭市ライフライン共通プラットフォーム」（以下「LLP」）
電気・ガス・⽔道・通信・公共交通等のライフライン事業者との協議会を設⽴し、官⺠間のデータ共有
のあり⽅を協議すると共に、それぞれの持つインフラ情報を共⽤するための情報共⽤基盤「富⼭市ライ
フライン共通プラットフォーム」を整備・拡充するもの。
（ウ）「富⼭市オープンデータサイト」（以下「ODサイト」）
地域におけるデータの循環とシビックテックの活⽤のためにODサイトを構築し、各種⾏政情報を公開す
るもの。

【アウトプット】
 富⼭市センサーネットワークを利活⽤した⺠間企業
等によるIoT技術実証実験公募累計数
2021年度実績値: 16事業

 こどもを⾒守る地域連携事業実施件数
2021年度実績値: 13校

 富⼭市オープンデータサイトのデータセット数
2021年度実績値︓4件

 市⺠や企業と連携したスマートシティ関連事業実施件数
2021年度実績値︓7件

アウトプット

センサーNWを活⽤した⼦ども⾒守りのためのGPSセンサー

【事業主体】
 富⼭市 （参考）市以外の関連団体︓富⼭市ライフライン共通プラットフォーム協議会、

富⼭市スマートシティ推進協議会、富⼭市未来技術地域実装協議会

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 51,273千円（2021年度）
総額 325,001千円（2020~2024年度、計画ベース）

推進交付⾦

IoTを活⽤した⾏政サービスの
住⺠利⽤度

参考案
IoT技術実証実験公募累計数

地域連携事業実施件数

ｽﾏｰﾄｼﾃｨ関連事業実施件数

⾏政業務へのIoT技術実装数

未来技術への住⺠理解度

富⼭市センサーネットワークイメージ

ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀｾｯﾄ件数

事業概要

2021年度KPI

IoT関連産業雇⽤創出数
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課題・ニーズ
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実証実験への応募件数を増やすための取組

実証実験の公募においては、投資規模が限られるスタートアップ企業や、ベンチャー
企業が新規分野へ参⼊しやすい様、市全域に渡る通信網とデータベースを市が無償
提供することで、参⼊障壁の軽減を図った。

失敗を恐れないチャレンジングな取組を募るため、補助⾦を交付しない代わりに、上
⼿くいかなくても返還要求等が発⽣しない建付けとした。

マンパワーに限りのあるスタートアップやベンチャーが参加しやすい様、スタートアップや
ベンチャーにとって⼤きな負担となる応募や実施報告といった提出書類を可能な限り
簡素化した。

⽣まれた成果が次へつながる様に、市のWebサイトで各事業者の実証実験を紹介
するとともに、⺠間事業者や県内の地⽅公共団体職員等が参加する成果報告会を
年⼀回以上開催し、マッチングの促進を図っている。

補助⾦の交付が無
いにも関わらず、多く
の事業者の参加に
つながった。

実証実験では、令
和元年度〜令和3

年度で延べ61事業
を採択した。

実際の参加者からのフィードバックを事業の改善に反映

事業実施後にアンケートを⽤いて、実際の参加者からの意⾒のフィードバックを⾏っ
た。

事業スキームの改善
や効果検証に役
⽴った。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

フットワークの軽さを確保するため、分野ごとに実施体制を構築
初期段階において、スマートシティの成功事例が少ない中で事業全体をアジャイル
的に最適化し続けてくためには、フットワークの軽さが最も重要と考え、⼤きな組織体
をひとつ形成するのではなく、事業分野や⽬的ごとに、⼩さな組織体を層状に形成し
た。

初期の⾏動はし易
かったが、事業の成
熟とともに、事務局
の負担が増えた。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓富⼭県富⼭市 企画管理部スマートシティ推進課 076-443-2006 

PFI導⼊に向けた検討・協議

整備したインフラやシステムについて、⺠間提供による利⽤料徴収を検討したが、⺠
間事業者側の意識と実際の費⽤感にズレがあることと、システム全体が機能拡張等
により、安定性を担保できないことから、検討継続中となっている。

費⽤負担を求めるこ
とで、参⼊する⺠間
事業者の意欲が低
下しかねない。

協議会における事業の⼀貫性を保つための⼯夫

初期段階においては、分野や⽴場の違う専⾨家からなる協議会をあえて少⼈数で
組成することで、それぞれの視点から⾒た多様な意⾒を聴取しながらも⽅向性の統
⼀に係る速度感を重視した。

⼀定の成果を上げ
るまでの初期段階で
ターゲットがぶれるこ
となく事業が進捗し
た。

IoT⽤のネットワーク導⼊から５年が経過し、当初からの想定通り規格がやや陳腐化し始めている。開発者からは、新しい規格のソ
リューションを開発したいという声も多いが、インフラ等の監視・管理業務という視点からいえば、安定期に⼊り始めている既存規格でも
⼗分な機能を有している。新規産業の育成に特化したものとするか、市のインフラ等の監視・管理等に特化したものとするか検討が必
要である。

補助⾦を交付しない代わりに市ができる様々なサポートを⾏いながら、失敗を恐れないチャレンジングな事業者を募集しているところ。
地元スタートアップやベンチャーだけでなく市内外の事業者が、⾃社デバイス等の開発、協業先の検討、知名度の向上、売り込みの
PR、BtoBからBtoCへの移⾏のきっかけ等に当事業の実証実験を活⽤している。
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事業名称 「丘の⽣活拠点」（南花台）まちづくりモデル事業

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）
南花台モビリティ（⾃動運転）
の運⾏⼀⽇当たり乗客数 3⼈（30⼈/⽇） • 外出する機会の創出につながっているか、まちに出て地域の活性化につながっているかにつ

いて、事業の直接的な効果を計測。

南花台モビリティ（⾃動運転）
の運営スタッフ数 12⼈（10⼈） • 地域課題の解決には地域住⺠が主体となり取り組むことが必要であり、地域活動への参

画状況を確認することによる直接的に地域の主体性の効果を計測できる。

南花台地区における年少⼈⼝
の増加数（0〜14歳） -1⼈（10⼈） • ⾼齢化が進⾏するまちの再⽣という課題を解決するために、⼦育て世帯に魅⼒あるまちと

なっているか、多世代が暮らせるまちであるかについて計測できる。

横展開地域における活動
参加者数 72⼈（100⼈） • 南花台のまちづくりを元に、新たに創出した活動の参加者を把握することにより、当事業の

先導性・他地域への横展開の実⽤性を計測できる。

■申請団体名︓⼤阪府河内⻑野市 ■分野・テーマ︓【まちづくり】⼩さな拠点分野

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム
地⽅公共団体
が設定

事業の効果

解決したい課題 ⾼齢化の進⾏

取組（アプローチ） その他

【事業の背景・経緯】⼤阪府河内⻑野市の⼈⼝（2020年国勢調査）︓101,692⼈
 河内⻑野市は、少⼦⾼齢化およびそれに伴う⼈⼝減少が課題となっている。昭和50年前後に整備された開発団地では、住宅購⼊適齢期の住⺠が同時期に

転⼊していたため、特に急激な進⾏が⾒られる。地域の活⼒が低下し、スーパー等の撤退が相次ぎ、さらに⽣活利便性が低下する現象が⽣じている。⽣活の利
便性を補完できる⽣活拠点の整備とそれらの地域間連携を創出し、それぞれの特⾊を⽣かしたまちづくりの実現が急務となっている。

 当市の総合計画では、開発団地が連なる河内⻑野市南部の⽞関⼝に位置し、⼀定の⽣活利便施設が整う南花台を「丘の⽣活拠点」として位置付けている。
開発団地の再⽣モデルの構築と周辺地域の⽣活拠点化を図るため、「多世代の住⺠が、⽣きがいを持ちながら、元気に住み続けることができるまちづくりを⽬指
した『咲っく南花台プロジェクト』」を実践するため、365⽇オープンの地域活動拠点「コノミヤテラス」を⽴ち上げた。

 引き続き「咲っく南花台プロジェクト」を推進しながら、⾃動運転による移動サービスを組み合わせることで、⾼齢化に伴い外出する機会が減少している⾼齢者や
⼦育て世代の外出のきっかけづくりとする。さらに、現在進⾏しているＵＲ集約型団地再⽣事業による跡地の活⽤によって公園を整備し、地域住⺠の交流の場
や⼦どもが安⼼できる遊び場を創出して、更なる地域コミュニティの活性化と地域の魅⼒向上につなげていく。

【事業内容】
 住⺠ニーズ等の把握のために検討した「IoTを活⽤したグリーンスローモビリティ実証事業」の結果を踏ま

え、南花台地区の⼀部区間において、道路上に電磁誘導線を整備し⾃動運転を実装する。
 地域住⺠が主体となって運営し、広告掲載や移動サービス利⽤促進のために地域事業者等と連携す

る。地域内における経済循環を⽣み出す地域ポイント制度を構築し、キャッシュレスシステムによる有償
化を進めることで地域で⾃⽴した運営体制を構築する。

 「コノミヤテラス」を中⼼とする南花台地域と同様の取組を実施する横展開地域において、住⺠同⼠の
情報共有や意⾒交換、視察等を⾏う。住⺠・事業者が参加する共同の会議の場を設定し、有機的
なつながりを創出する。

 南花台地域と同様、当市・社会福祉協議会・関⻄⼤学の連携を基礎に、エイチ・ツー・オーリテイリング
や桃⼭学院⼤学等新たな担い⼿の参画を得ながら進める。

【交付⾦事業のアウトカム】
 南花台モビリティ（⾃動運転）の運営スタッフ数

2021年度実績値: 12⼈
【総合的なアウトカム】
 横展開地域における活動参加者数

2021年度実績値: 72⼈

【その他事業の効果】
 積極的な地域活動への機運が醸成され、当事業外の地域活動
においても、参加者が増加している。

 外出機会が増⼤し、地域内の商業店舗での買い物が増加した。
 外出機会が増⼤し、地域活動への参加を⾏う住⺠が増加した。

アウトプット

丘の⽣活拠点イメージ
資料︓河内⻑野市

【事業主体】
 河内⻑野市

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 020,000千円（2021年度）
総額 234,317千円（2020~2022年度、計画ベース）

推進交付⾦

南花台ﾓﾋﾞﾘﾃｨ乗客数/⽇ 地域ﾎﾟｲﾝﾄ制度利⽤者数
参考案

南花台ﾓﾋﾞﾘﾃｨｽﾀｯﾌ数南花台地区年少⼈⼝

横展開活動参加者数

ｸﾞﾘｰﾝｽﾛｰﾓﾋﾞﾘﾃｨ実証件数

キャッシュレスシステム利⽤者数

事業概要

2021年度KPI
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ここが
ポイント︕

開発団地における急激な⾼齢化と⼈⼝減少という課題については、全国各地で発⽣しており、その課題解決のための地域・⼤学・企
業・⾏政が密に連携する運営体制は、他地域でも応⽤していける先導的な取組であると考える。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

地域住⺠と合意形成、地域課題とニーズの把握
事業開始前から地域住⺠との密な会議を開催し、地域のまちづくりについて定期的
な協議を進めた。
地域の公園利⽤状況や、免許返納に対する意識を把握し、地域の課題やニーズ
を明確にするため、地域へのランダムアンケート調査等を実施した。

地域住⺠主体での
地域活動に対し積
極的になり、課題と
ニーズの把握に役
⽴った。

地域住⺠の事業への理解醸成のための継続した取組

偶数⽉の最終⾦曜⽇には、「プレミアムフライデー」として割引や地域商品券の抽選
会を実施し、住⺠の外出促進、地元産業の活性化を図っている。

⽉に⼀度発⾏される地域内刊⾏物や⾃治会広報、特設サイト等により地域住⺠
へ情報提供をおこない、当事業に対する理解の醸成を促している。

事業の全体像を把
握した状態でこられ
る地域住⺠が多く、
建設的な会議開催
につながっている。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

⼤学の研究の活⽤と、多⽅⾯の関係者による事業検討

地⽅公共団体、⼤学、企業、住⺠といったプロジェクト全体の関係者が集まる「総
合研究会」で情報共有を⾏い、全体の⽅向性を検討する。⽇常的な活動について
は、住⺠、市、⼤学で構成する「コノミヤテラス運営研究会」を話し合いの場とし、多
数の関係者が事業内容を検討している。

関⻄⼤学が「丘の⽣活拠点」（南花台）まちづくりモデル事業総合研究という形で
関与し、学⽣によるプロデュースがなされている。

学⽣という新たな視
点での会議参加に
より、柔軟な発想や
積極的な意⾒が得
られた。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓⼤阪府河内⻑野市 総合政策部 政策企画課 0721-53-1111

地域住⺠が主体となった取組を促進
⺠間事業者への業務委託に依存せず、地域住⺠の主体性や住⺠互助の活動に
よる事業推進を⽬指している。

⾃転⾞に乗れない⾼齢者や⼦育て世代等の「買い物弱者」を対象に、サポーター
登録した地域住⺠が、⼀緒に歩きながら買い物をするという住⺠互助の⽀援サービ
スを開始した。

地域のボランティアに
よる運営を実現した
ことで、事業者への
委託コストを削減す
ることができた。

定期的なコミュニケーションにより新たなニーズを汲み上げ、事業の改
善につなげる

⽉に⼀度は地域住⺠や社会福祉協議会との会議を実施し、継続して緊密なコミュ
ニケーションをとっている。

庭の⼿⼊れ等⾼齢者にとって⼤変な仕事はほかにもあるという認識に⽴ち、利⽤者
の⽴場に寄り添い、希望を受け付けながら具体的なニーズを汲み上げている。

より適切な対応を実
施できた。

コロナ禍において、⼀時的に休⽌・縮⼩している事業（飲⾷業、サークル活動等）について、再開や発展の形を模索、検討していく
必要がある。あわせて、南花台地域で実施してきたモデル事業を市域全域へと横展開し、各地域の実情に応じた地域住⺠主体の地
域活性化を推進。どのまちにおいても、安⼼して暮らし続けられるまちづくりを⽬指す。
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事業名称 まちかどキャンパス事業

ロジックツリー

2018~2020年度KPI

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）

施設の利⽤者数 5,874⼈（150⼈） • 企業や地域住⺠との地域課題解決に向けたワークショップや、市⺠向け講座を実施
することで、地域の将来を担う⼈材を育成する。

地域課題である中⼼市街地の活性化
に資する既存ストック等を活⽤した地域

住⺠と連携した取組事例数
164件（3件）

• 企業や地域住⺠との地域課題解決に向けたワークショップや、市⺠向け講座を実施
する地域の⼈たちとの交流拠点とすることで、旧市街地の賑わいの創出、地域活性
化に寄与する。

まちかどキャンパスでの賑わい創出及び
起業セミナー等の効果による周辺地域

への新たな起業者数
3件（2件） • 産学官が連携し、地域産業の振興を雇⽤創出による賑わいを創出する。

■申請団体名︓京都府福知⼭市 ■分野・テーマ︓【まちづくり】⼩さな拠点分野

事業の効果

解決したい課題 魅⼒あるインフラ等の不⾜

取組（アプローチ） 地域の魅⼒を向上させる取組（魅⼒のある拠点を整備、交流スペース提供）

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 19,500千円（2017年度）

【事業の背景・経緯】 京都府福知⼭市の⼈⼝(2020年国勢調査)︓77,306⼈
 当事業は、衰退している中⼼市街地商店街の空き店舗を改修し、福知⼭公⽴⼤学と京都⼯芸繊維⼤学との実践教育・研究活動の拠点及び地域住⺠との

連携の場として活⽤することで、地域に⼈の流れを⽣みだし、地域課題の解決や地域の産業振興に貢献することを⽬指す。若者から社会⼈、⾼齢者まで幅広
い世代に対する⽣涯学習・⽣涯活躍の場としても活⽤できるように当施設を整備する。地域の将来を担う⼈材の育成、若⼿起業家による新規出店といった新
たな産業の創出を⽀援し、地域の活性化を図る。

 ⾼校⽣や⼤学⽣といった次世代を担う若者と連携し、地域の学⽣にとっても魅⼒ある『⼤学』や魅⼒ある『まち』を共に作っていくことで、若者⼈⼝の流出を抑制
し、産業⼈材の確保を図り、域内就職⼈⼝の増加につなげる。

【事業内容】
 福知⼭公⽴⼤学と京都⼯芸繊維⼤学が推進する「地域に根ざし、地域住⺠に⾒える⼤学づくり」の⼀環

として、旧市街地の空洞化が進む商店街の⼀⾓の空き店舗をリノベーションし、「まちかどキャンパス」として
再⽣させる。そこでは、企業や地域住⺠との地域課題解決に向けたワークショップや、市⺠も交えた⼤学講
義の実施や市⺠向け教養講座、市⺠と2⼤学の学⽣・教員との交流事業等を実施する。

 地元の2つの⼤学が地域貢献事業に取り組むことにより、地域のリーダーと成り得る⼈材の養成につなげ、そ
れらの⼈材が地域の活性化による新たな産業の創出（新規出店等）に寄与するというサイクルを⽬指す。
同時に、企業や地域住⺠が、積極的に施設を活⽤し、地域⼒の向上のため様々なセクターと協働した活
動を展開するための拠点として活⽤する。

【交付⾦事業のアウトカム】
 施設の利⽤者数（累積）

+5,874⼈（⽬標値︓150⼈）
 地域住⺠連携取組事例数（累積）

+164件（⽬標値︓3件）
 起業者数（累積）

+3件（⽬標値︓2件）

まちかどキャンパス

【事業主体】
 京都府福知⼭市、公⽴⼤学法⼈福知⼭公⽴⼤学

福知⼭公⽴⼤学

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム 地⽅公共団体
が設定

参考案

アウトプット

拠点整備交付⾦

施設利⽤者数

既存ストック等を活⽤した地域住
⺠と連携した取組事例数

周辺地域への新たな起業者数

賑わい創出イベント数

起業セミナー数

関係⼈⼝数

周辺企業提携数

域内就職数

事業概要
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ここが
ポイント︕

地⽅創⽣における実践を積み重ねることで、地元の⼤学が中⼼的な役割を担うレベルに到達した稀なケースである。公⽴⼤学内では
⼈事異動があるが、⼀⼈の教授が企画段階から異動後も継続して当事業を担当しており、⼤学内の制度整備、中⻑期的な展望に
基づいた事業遂⾏が可能となっている。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

学⽣の⾃由な発想による新たな取組を阻害しない⽅針

空き店舗の増加した
シャッター通りと化し
た商店街に賑わいが
⽣まれた。

地域の信頼が厚い⼈物が、外部⼈材の活躍をサポート

 有効活⽤されていない商店街の空き店舗をリノベーションし、地域貢献に資する
交流拠点としての機能を持たせることで、地域の活性化に資する施設とした。

 外部⼈材の活⽤については、地域からの信頼が厚い商店街理事⻑によるサポー
トが⼤きかった。様々な地域活性化の活動において、キャリアやアイデアを持ってい
る優秀な⼈材を外部から連れて来る上では、地域住⺠との間に⼊って信頼を集
めてくれる⼈物の存在は重要である。

市⺠・議会との深い接点が理解とサポートにつながる

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

地⽅創⽣に重点をおいた中期計画策定と実績評価

本事例に関する連絡先（連絡可）︓京都府福知⼭市 市⻑公室⼤学政策課 0773-24-7039

市⺠の認知度を上げると同時に、こうした取組を持続的に⾏っていくための⽅策を検討することが課題である。
地域貢献にどれだけ実質的な役割を果たしているかどうか検証する必要がある。

 「地域のための⼤学」という福知⼭公⽴⼤学の基本理念に基づき、中期計画にお
いて，地域協働・連携を⾼く掲げて、社会に明⽰し、教育・研究でも、教員評価
でも重視し、教職員・学⽣とも本腰を⼊れて地域創⽣に取り組む⼟壌を醸成して
きた。

 何か⼀つのことを始めても、それに拘らず、次々と新しい取組を始めてみるという事
業⽅針が、ひとつの⽬標に縛られず多様性を重視する現代の学⽣に受け⼊れら
れ、学⽣の⾃由な取組を促進する⼀因となっている。

教員と学⽣の⾃由
で積極的な取組が、
事業促進に貢献し
た。

地⽅創⽣の様々な
仕掛けが⽣まれ、地
⽅創⽣分野の⼈材
育成にもつながってい
る。

 市⺠、福知⼭市議会への積極的な情報発信とコミュニケーションを密にすることで、
市⺠の理解が深まりサポートにつながっている。まちかどキャンパスにおける学⽣・教
員の活動をはじめ⼤学を挙げての地⽅創⽣の取組を通じてコミュニケーションを取
るうちに、公⽴⼤学の設⽴に反対だった市⺠が賛成の⽴場に変わったというケース
も少なからずあった。

市⺠の⽀援が事業
推進を円滑にしてい
る。

学⽣数を増やすことで事業費を確保

 公⽴⼤学の財政スキームとして、学⽣の学費と交付税措置を基礎として、新たに
情報学部のような将来の⼈材育成につながり、学⽣にも⼈気の⾼い学部を設置
して学⽣数を増やした。

 令和２年度までは交付⾦で⽀援してきたが、それ以降は⼤学の⾃主財源で⾏っ
ている。

⾃⾛化への⽬途が
⽴った。
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事業名称 未来技術を活⽤し健康＆スポーツの⾶躍的レベルupを︕⽂化体育施設を核としたコンパクトシティ形成プロジェクト

ロジックツリー

主なKPI・関連指標 実績値（⽬標値） 指標設定・⽬標値設定のポイント（⼯夫・⽰唆等）
スポーツツーリズムによる経済波及効果 - • 施設整備をすることによる最終的な成果指標のため

スポーツ合宿誘致件数 - • 施設整備を通じて件数の増加を⽬指す指標となるため

年間宿泊者数 - • 施設整備を通じて件数の増加を⽬指す指標となるため

⽂化スポーツ複合施設利⽤者数 - • 施設利⽤に係る直接的な指標のため

■申請団体名︓栃⽊県⽮板市 ■分野・テーマ︓【まちづくり】⼩さな拠点分野

事業の効果

解決したい課題 地⽅の魅⼒の低下

取組（アプローチ） 地域の魅⼒を向上させる取組/拠点の導⼊・整備（魅⼒のある拠点を整備、交流スペース提
供）

【事業実施額（交付⾦以外含む）】 実績額 0,036,718千円（2021年度）
総額 1,345,420千円（2021~2023年度、計画ベース）

【事業の背景・経緯】 栃⽊県⽮板市の⼈⼝(2020年国勢調査)︓31,165⼈
 当市では、2015年度に策定した「⽮板市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」において、市外からの交流⼈⼝や市外需要を取り込むことを⽬的とし、重点施策とし

て、スポーツツーリズムの推進や観光拠点づくりに取り組んだ。市⺠によるスポーツ活動が盛んな歴史的背景や、国⽴公園が含まれる豊かな中⼭間地を有するこ
とに加え、⾸都圏から近く、交通アクセスが良いという地域の資源に着⽬したものである。次期計画となる「やいた創⽣未来プラン」においてもそれらを更に発展させ
るべく、重点施策に位置づけ取組を推進している。

 2019年台⾵19号により、1980年建築の⽂化会館が被災し、ライフサイクルコストの検討の結果、廃⽌が決定した。当市では、官⺠を挙げてスポーツ促進や健
康づくりに取り組んできた経緯から、⽂化会館と同じく⽼朽化していた体育館に代わる施設として、集約・複合化した新たな⽂化スポーツ複合施設を建設すること
となった。従来のスポーツ促進や健康づくりに関する取組を加速させるだけでなく、未来技術を活⽤して新たな産業の誘致や創出を実現することで、市⺠の健康
を向上させ、経済的に持続可能な地域を創ることを⽬指す。

 市内外を問わず来訪者が利⽤しやすい中⼼市街地に拠点を形成し、利⽤者には、運動データや健康に関するデータと当該データに基づくアドバイスを提供する
ことにより、効果的な能⼒向上を促すほか、映像データの活⽤による⽂化活動の振興も図る。⾼度な指導環境を求めるアスリートのみならず、若年層や⼦育て
世代にとっては教育環境や⽣活環境の向上に、⾼齢者層にとっては⽇常的な運動等、未病対策への意識向上、地域の事業者にとっては来訪者の周遊・⾏動
記録データを利活⽤した経済活性化を促す。こうした多⾯的な取組により、地域住⺠の幸福度向上を⽬指す。

 未来技術が様々な形で活⽤される拠点を整備することで、地域住⺠のみならず来訪者も含めた多くの利⽤者に対しSociety5.0が具現化するエリアを提供し、
地⽅社会からのSociety5.0の実現と発信を進める。

【事業内容】
 ⺠設⺠営施設である「とちぎフットボールセンター」の同⼀敷地内に、バスケットボールコート2⾯と、収納可能な観客席を

有する体育館と⽂化会館の機能を融合した複合施設を整備する。官⺠連携にて、⾼速低遅延の通信環境やAIカメラ
の設置等未来技術を導⼊する。映像による⾏動認識や配信を⾏い、アスリートを中⼼にリモートでスポーツ指導を⾏え
ることや、保護者や観戦者が⾃⾝の端末を使い、接触を抑えながら観戦することを実現する等、「新しい⽣活様式」に
倣ったスポーツ教室や試合を実施することが可能となる。

 ⽮板市には1⽇を通じて滞在できる観光施設がなく、宿泊施設の多くはビジネスホテルであることから、宿泊客の増加や
滞在期間の⻑期化を促進するために、スポーツツーリズムでの誘客策を⾏っている。他にはない未来技術を活⽤できる
設備を有する施設を設置し、合宿地として選ばれる「合宿の聖地」を⽬指し、地域へ絶⼤な経済波及効果を⽣み出す。

【その他の事業効果】
 拠点整備交付⾦の採択や、スポーツ・健康まちづくり優良⾃治体表彰（スポーツ庁）等により、他の地⽅公共団体や
関係団体等からの認知度向上につながっている。

 企業版ふるさと納税の獲得につながっている。

複合施設建設予定地

【事業主体】
 ⽮板市

総合的なアウトカム 交付⾦事業のアウトカム 地⽅公共団体
が設定

参考案

アウトプット

拠点整備交付⾦

※施設の稼働開始が2024年当初の計画となっており、KPIの効果検証は2024年度以降となる。

複合施設利⽤者数

地域幸福度の向上

経済波及効果

合宿誘致件数

年間宿泊者数

未来技術を活⽤したコンテンツ
開発数

来訪者の運動データ・健康データ
に基づくサービス開発数

事業概要

2021年度KPI
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ここが
ポイント︕

アスリートを対象としたスポーツ科学センターのようなものは全国に点在するが、当市の⽂化スポーツ複合施設のように、⼈⼝減少時代
に適応した複合化を図りつつ、先進技術による計測データを活⽤し、指導を⾏うことができる⼀般向けの公共施設は全国に例がない。

事業の
実施

事業実施
体制の構築

⾃⽴性の
確保

達成⽬標・
⽔準設定

事業の
継続

事業の
評価

改善への
取組

事業⼿法の
検討

課題・ニーズ
の明確化

⺠間活⼒を⽤いた⾃⽴化への取組

当事業のスキームでは、市が⽂化スポーツ複合施設の設置を⾏い、その運営につい
ては指定管理者制度を導⼊して⺠間活⼒による効率的、効果的運営を進める。

スポーツツーリズムの推進にあたっては、既に活動している中間組織であるスポーツコ
ミッションに加え、⺠間運営となる総合型地域スポーツクラブや、市内の飲⾷業・観光
業・宿泊業を中⼼としたサービス業の更なる連携を深め、新たな官⺠協働によるス
ポーツ振興のモデルを体現させる。

収益施設ではないものの、交流⼈⼝の増加や未来技術によって集積されるデータの
利活⽤のため、産官学連携を企図している。

課題の明確化と、綿密なニーズ調査

宿泊施設整備の⺠間投資誘致を視野に⼊れ、滞在型の来訪者を増加させる施
設・環境⾯での整備を市として取り組むべき課題と位置づけ、過去に取り組んだ事業
で得られた実績をもとに、事業ニーズの共有及び明確化を図った。具体的には、取り
こぼした需要や機会損失をデータ化した。

既存施設の活⽤や既存イベントの磨き上げによる効率的な
資源活⽤
市の基幹産業でもある農林業資源や、中⼭間地の地形的特性を活かした体験型
観光ゾーンの形成に取り組みながら、地域産業と連携させ⽂化・スポーツ両⾯での交
流促進を図る。

2022年に開催されたとちぎ国体のレガシー事業等を通じスポーツ交流⼈⼝の増⼤
を図るとともに、経済波及効果を⾼めるため、⽂化スポーツ複合施設との連携に特化
したスポーツ合宿向けの宿泊施設を新たに設置し、相乗効果の発現を⽬指す。

地域活性化企業⼈や地域プロジェクトマネージャー制度を活⽤し、必要な専⾨⼈
材を確保するほか、庁内関係課、市内外の有識者による検討会を継続している。

取組の効果事業の段階

今後の
展開・課題

⽂化スポーツ複合施設の利⽤者から得られたデータを、⺠間へも提供して活⽤することを考えている。それにより、官⺠連携の深化や
企業誘致につなげたい。
未来技術やIT知識を持つ市役所職員が未だ少ないため、今後ITを活⽤した事業を推進していくために、ITレベルの底上げが課題と
認識している。

外部⼈材の積極的な活⽤

市内の競技団体、観光関連サービス事業者、農林事業者、施設管理者等が連
携する必要があるとの考えから、スポーツコミッションを設⽴した。

スポーツコミッションでは、合宿誘致を担うスタッフとして、⾃らがアスリートとして活躍し
た経験を持つ地域おこし協⼒隊を採⽤し、地域資源の掘り起こしを⾏うとともに、公
有・⺠間のスポーツ施設や宿泊施設を連携させ合宿誘致に取り組んだ。

最終的にDMOとしての取組を⽬指すため、市観光協会を法⼈化したうえでスポーツ
コミッション事務局を統合し、そこへ任期後の隊員を地域プロジェクトマネージャーとして
配置し、体制の構築を図っている。

本事例に関する連絡先（連絡可）︓栃⽊県⽮板市 総合政策部総合政策課 0287-43-1112

新たな需要の掘り起
こしにつながっている。

⾃⽴化への具体的
な道筋が計画されて
いる。

合宿誘致活動実績
では年間延べ5,000

名の宿泊者を獲得
する等、多くの実績
を上げた。

対応策の検討に役
⽴った。


